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第１ 監査の概要  

 

１．外部監査の種類 

地方自治法第 252 条の 37 第 1 項の規定に基づく包括外部監査 

 

２．特定の事件（テーマ） 

（１）選定した特定の事件 

委託契約の事務の執行について 

 

（２）事件を選定した理由 

いわゆる「官から民へ」のスローガンのもと、地方公共団体においても、

行財政改革の一環として、民間委託の推進への取り組みを強化して約 10 年が

経過する。 

その間、静岡市においても、民間活力の活用に取り組んできており、委託

料は増加を続けてきた。一般会計の委託料は、平成 16 年度には 211 億円（決

算額）であったが、平成 26 年度には 312 億円（当初予算）となり、約 100 億

円増加している。また、一般会計に占める委託料の割合も 10％を超えており、

委託料が財政に与える影響も大きくなっている。 

一方で、委託料が増加しているということは、市の職員ではない、外部の

業者等によって行われる市民サービスの提供の比重が高まってきているとい

うことでもある。こうした外部による市民サービスの提供についても、業務

の管理監督責任は市にあり、外部による市民サービスの品質は、市の委託業

務の管理能力に左右されることになる。 

民間委託の推進が進展を見せる中で、外部による市民サービスが継続して

安定的に提供され、業務が適法かつ妥当に行われるためには、市の委託業務

の管理体制が、これまで以上に重要な役割を果たしている。 

こうした状況下において、委託契約の事務の執行について、現状を把握す

るとともに、問題点や課題を見出し、改善案を提示することは、市民にとっ

ても有意義なことであると考え、外部監査のテーマを選定した。 
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３．監査の対象 

（１）監査の対象とした部局等 

〇財政局財政部契約課 

〇委託契約を所管するすべての課 
 

（２）監査対象期間 

原則として平成 25 年度 

ただし、必要に応じて、他の年度も監査対象としている。 

 

４．監査の方法 

（１）監査の視点 

① 委託契約の事務の執行が、関連する法令及び条例・規則等にしたがい、

適正に処理されているか 

② 委託契約の事務の執行が、いわゆる３Ｅ（経済性・効率性・有効性）の

観点から、適正に実施されているか 
 

主な監査要点は、次のとおりである。 
 

① 委託事業のあり方、業務内容について事前に十分に検討されているか 

② 業務を外部へ委託する理由は明確かつ合理的か 

③ 積算金額は適正に算定されているか 

④ 契約事務は適正に実施されているか 

⑤ 事業の事後評価は適正に実施されているか 

⑥ 再委託の事務手続は適正に実施されているか 

 

（２）主な監査手続 

主な監査手続として、関連書類一式の閲覧、関連規則等との照合、担当

部署に対するヒアリング、調査・分析などを実施している。 

 

５．監査実施期間 

平成 26 年 6 月 20 日から平成 27 年 3 月 31 日まで 
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６．監査実施者 

（１）包括外部監査人 

公認会計士           内山 昌美 

 

（２）補助者 

公認会計士           勝又 康博 

公認会計士           村本 大輔 

公認会計士           篠原 可奈 

日本公認会計士協会準会員    杉本 貴紀 

 
 

７．利害関係 

監査の対象とした事件につき、地方自治法第 252 条の 29 の規定により記載

すべき利害関係はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜注意事項＞ 

報告書中、表の中の金額は単位未満を四捨五入して表示している。 

したがって、内訳の集計値と合計値とが一致しない場合がある。 
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第２ 監査対象の概要  

１．委託契約の概要 

（１）委託とは 

 委託について、「委託業務等各種契約事務 処務事務お助けマニュアル」（静

岡市財政局財政部契約課）では、次のとおり記載している。 
 

① 委託の定義 

市が行う委託とは、本来市がなすべき法律行為または事実行為を、契約とい

う法形式により、他の機関や人に依頼することである。 
 

② 委託に適する業務 

委託の対象範囲や方法等については、自治法上、特に制限規定はない。 

ただし、公権力の行使に関わるものや、行政に固有の判断作用を伴うもの等

は、法律で特に認められた場合を除き、委託することはできない。 

委託に適する業務は、次のようなものである。 
 

(1)市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施させるほうが効率的なもの 

(2)高度または専門的な知識、技術、技能および経験を必要とするもの 

(3)特殊な設備、装置等を必要とするもの 

(4)多量の事務を短期間に処理しなければならないもの 
 

 

③ 委託の必要条件 

(1)法令等により、その事務（業務）の民間委託について禁止されていないこと 

(2)委託することにより、市民サービスの低下を招かないこと 

(3)その事務（業務）が、委託に適するものであること 

(4)経費の節減や事務の効率化等について、あらゆる角度から検討し、委託が

妥当であると判断できること 

(5)個人情報の保護に万全を期すること 
 

④ 受託者の選定要件 

(1)受託者が、暴力団員等、暴力団員の配偶者および暴力団員等と密接な関係

を有するものでないこと 

(2)受託者が、受託事務（業務）を能率的に処理する能力を持っていること 

(3)受託者に対する市の管理、監督を十分に行い得るものであること 
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(4)選定にあたっては、競争契約の原則に立ち、候補となる者（入札・見積参

加者）を原則として複数選定、その中から受託者を選定すること 
 

⑤ 契約履行の確保 

 契約の性質や目的によっては、契約履行の最終段階における確認（検査・検

収）だけでは十分でないもの、または、その確認が困難なものもあるので、履

行途中において作業に立ち会う等の方法によって、適正な履行が確認されるよ

う必要な措置（指示、調整等）を講ずること 

 
 

（２）委託契約の締結方法 

委託契約は、一般競争入札、指名競争入札、随意契約の方法によって締結さ

れる。 
 

① 一般競争入札 

一般競争入札とは、市があらかじめ、契約の目的、条件等を公告したうえで、

不特定多数の申込者を集めて入札を行い、市にとって最も有利な条件により入

札した者と契約する方法である。 

市にとって最も有利な条件については、価格により決定する方法（価格競争）

と、価格以外の要素も考慮して決定する方法（総合評価）とがある。 
 

② 指名競争入札 

指名競争入札とは、市が指名する特定の者によって入札を行い、市にとって

最も有利な条件により入札した者と契約する方法である。 
 

③ 随意契約 

 随意契約とは、競争入札によることなく、市が任意に選定した特定の者と契

約する方法である。 

 

地方自治法では、指名競争入札と随意契約は、「政令で定める場合に該当する

ときに限り」認められると規定している（第 234 条第２項）。したがって、上記

のうち、原則的な方法は、一般競争入札であり、指名競争入札と随意契約は、

例外的な方法であることがわかる。 
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◆指名競争入札が認められる場合 

地方自治法施行令第 167 条では、指名競争入札が認められる場合について、

次のように定めている。 
 

①工事又は製造の請負、物件の売買その他の契約でその性質又は目的が一般競

争入札に適しないものをするとき 

②その性質又は目的により競争に加わるべき者の数が一般競争入札に付する必

要がないと認められる程度に少数である契約をするとき 

③一般競争入札に付することが不利と認められるとき 

 

◆随意契約が認められる場合 

地方自治法施行令 167 条の２第１項では、随意契約が認められる場合につい

て、次のように定めている。 
 

① 委託契約の予定価格が 100 万円を超えないとき 

② その性質又は目的が競争入札に適しないとき 

③ 障害者支援施設、シルバー人材センター、母子福祉団体等から、規則で定

める手続により、物品等の買い入れ、役務の提供を受けるとき 

④ 総務省令で定めるところにより、市長の認定を受けた者から物品を買い入

れるとき 

⑤ 緊急の必要により、競争入札に付することができないとき 

⑥ 競争入札に付することが不利と認められるとき 

⑦ 時価に比して著しく有利な価格で契約できる見込みのあるとき 

⑧ 競争入札に付し入札者がないとき、または、再度の入札に付し落札者がな

いとき 

⑨ 落札者が契約を締結しないとき 

 

◆委託契約の締結方法 

 

    
一般競争入札 … 原則的な方法 

    

 
競争入札によるもの 

 
    

  

    
指名競争入札 … 例外的な方法① 

    

       

       

 
競争入札によらないもの 

  
随意契約 … 例外的な方法② 
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２．静岡市の委託契約事務の概要 

（１）業務別の契約方法 

静岡市では、委託業務（これに準じた契約手続を必要とする業務も含む）に

ついて、「競争入札対象業務」と「随意契約対象業務」（建設業関連業務を除く）

に区分して、契約方法が決められている。 
 

「競争入札対象業務」 … 入札参加資格認定制度がある 12 業務のみ 

（ＷＴＯ対象業務を含む） 

「随意契約対象業務」 … 上記以外の業務 

 

① 競争入札対象業務 

委託業務（これに準じた契約手続を必要とする業務も含む）のうち、静岡市

で競争入札の対象となるのは、以下の 12 業務に限られている。 

このうち、①～⑦の７業務については、入札参加資格の申請・審査・認定に

係る基準を告示し、あわせて客観的な積算標準を設けることにより、競争入札

の対象としている。 

また、⑧～⑫の５業務については、客観的な積算標準はないが、ＷＴＯ（世

界貿易機関）政府調達協定を受け、競争入札の対象となっている。 
 

① 建築物環境衛生管理業務 

入札参加資格基準、積算標準 

がある 

② 建築物清掃業務 

③ 建築物空気環境測定業務 

④ 建築物飲料水貯水槽清掃業務 

⑤ 建築物ねずみ・こん虫等防除業務 

⑥ 警備業務（機械警備業務を除く） 

⑦ 消防用設備等保守点検業務 

⑧ 電算業務 

ＷＴＯに該当する業務 

入札参加資格基準はあるが、 

積算標準はない 

⑨ 下水道処理施設維持管理業務 

⑩ 下水汚泥処理業務 

⑪ 物品等及び仮設建物の借入契約 

⑫ 運転手付きのバスの借入契約 

 

競争入札を行う場合、競争性確保とあわせて、適正な履行の確保が必須条件

であるので、静岡市では、あらかじめ入札参加資格を告示し、資格要件を満た

す業者のみを入札に参加させることとしている。 
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 入札参加資格は、詳細に定められたうえで告示され、これに基づき、契約課

において、参加資格の認定事務を行っている。 

 

② 随意契約対象業務 

上記の競争入札対象業務以外の業務については、業務内容、業者ともに多様

であり、一定の入札参加資格の基準や客観的な積算標準を設けにくいことから、

競争入札には付さないこととしている。 

これらの業務については、見積執行（競争入札形式の見積執行等）により、

できるだけ競争性を確保することとしている。 

 

 

（２）委託業務等業者選定委員会・部会 

静岡市では、業者選定を適正かつ合理的に行うため、「静岡市委託業務等業者

選定委員会」を設置している。入札または随意契約の対象となる業務のうち、

一定金額を超えるものについては、この委員会・部会に業者選定を依頼する。 

 

 委員会 部会 

構成 

委員長 副市長 各部局長 

委 員 

財政・生活文化・環境・

経済の各局長、上下水道

局次長、教育次長、財政

部長 

各部会庶務担当課長、 

部会長が指定する職に

ある者 

選定案件 

（委託業務） 

競争入札業務 2,700 万円以上 
100 万円超 

2,700 万円未満 

随意契約業務 
２億円以上 

（新規１億円以上） 

100 万円超２億円未満 

（新規１億円未満） 

 （※）金額は１件当たりの積算金額（単価契約の場合は年間見込み）である。 

 

 

 

 

  



 

- 9 - 

 

（３）事務処理の流れ 

予 算 要 求  〇委託に適するものであること。 

↓  〇参考意見書は、なるべく２人以上の者から徴すること。 

   

事 業 決 裁  〇仕様書には、業務の内容や方法等を正確に記載すること。 

  〇契約方法とその理由を記載すること。 

  〇積算金額は、「積算標準」、参考見積書を基に積算すること。 

↓  〇契約書（案）を作成すること。 

   

業 者 選 定  〇一定金額以上は、業者選定委員会又は部会の審議に付すこと。 

↓  〇業者選定は、「業者選定基準」に基づき適切に行うこと。 

（業者選定委員会部会）  〇特定の業者に偏らないよう、客観的にも公正な選定を行うこと。 

↓  〇単独随意契約の場合は、明確かつ客観的な理由があること。 

（業者選定委員会）  
〇指名競争入札及び随意契約についても、業者選定の経過、理由が

具体的にわかるように記載した関連書類を適切に保存すること。 

↓   

公 告 、 執 行 通 知  〇業者の適正な見積期間を確保すること。 

↓  
〇入札参加者等（入札参加者、指名人、見積参加者、単随理由）の

事前公表はしないこと。 
   

予 定 価 格 の 決 定  〇予定価格は、適正に定めること。 

↓  〇予定価格の秘密保持には、万全を期すること。 

   

入札（見積）執行  〇入札参加者等、落札者、落札金額を公表すること。 

↓   

支出負担行為伺・決定   

↓   

契 約 の 締 結  〇契約書は、契約の内容を明確化すること。 

↓   

業 務 実 施   

↓  変 更 契 約 〇局筆頭課長（調整係経由）に合議すること。 

検 査 ・ 検 収   

↓   

支 出 命 令   

↓   

代 金 の 支 払   
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 「Ⅱ．監査結果（個別各論）」において、再委託と前金払いについての指摘が

散見されたので、ここで両者の概要について説明しておくこととする。 

 

（４）再委託について 

静岡市では、委託契約における再委託については、原則として、禁止してい

る。これについて、「委託業務等各種契約事務処務事務お助けマニュアル」（契

約課作成）では、次のとおり記載している。 
 

地方公共団体の契約は、契約の相手方として特定の者を公正に選定した上

で、契約の履行確保を図るものであるため、再委託等により、その相手方以外

の者に契約を履行させることは、適正な履行の確保の観点から、認めることは

できない。 
 

ただし、業務の内容によっては、例外として、再委託が認められる。これに

ついて、同マニュアルの記載は次のとおりである。 
 

あくまで例外であるが、再委託が認められるのは、業務の性質や相手方の特

殊性から、契約の履行確保を図るために、社会通念上妥当であると認められる

場合に限られる。この場合には、契約条項中「再委託の禁止」のただし書とし

て「ただし、〇〇事業（業務）の一部についてあらかじめ甲の書面による承諾

を受けたときは、この限りでない。」等の規定を設けておく必要がある。 
 

 また、「委託契約その他各種契約における再委託の適正な執行について（通知）」

（平成 23 年７月 19 日）には、「再委託を承認する基準について」、「具体的な手

続について」として、次の記載がある。 
 

４ 再委託を承認する基準について 

  次の４項目を総合的に判断して承認すること。 

（１）再委託の業務及び業務内容について 

主たる業務でないこと。 

※ 契約の履行を一括して再委託しようとするもの（一括再委託）は認められ

ないが、電算機等の保守管理契約等で、グループ企業同士の間で営業と役務

提供を分業している場合は、一括再委託禁止の例外とする。 

（２）再委託の理由について 

再委託の理由が社会通念上妥当であること。 

（３）再委託の相手先について 

ア 再委託の相手方の履行能力に疑義がないこと。 
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  会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者（更生手続

開始の決定を受けている者を除く。）、民事再生法に基づき再生手続開始の

申立てがなされている者（再生手続開始の手続を受けている者を除く。）

や手形不渡りを出した会社など経営状況が不安定な会社でないか、再委託

される業務について技術力や必要な許認可がある会社かなどを確認する。 

 イ 再委託の相手方が当該業務の入札（見積執行）参加者でないこと。 

 ウ 再委託契約金額が妥当であること。 

（４）その他契約の適正な履行に支障が生じるおそれがないこと。 
 

５ 具体的な手続について 

（１）契約締結前に再委託を予定しているかを確認し、予定している場合はた

だし書の規定を設けた契約書を渡す。 

（２）再委託をする場合、あらかじめ承認申請書を提出させる。 

（３）申請内容が再委託を承認する基準を満たしているか審査し、決裁後承認

書を交付する。 

（４）受託者に対して、再受託者との契約書等に、当該委託契約書第〇条から

第〇条まで規定を準用する旨を明記するよう指示する。 

（５）受託者に対して、（４）の再受託の契約を締結した後、速やかに当該契

約書等の写しを提出させる。 

 
 

（５）前金払いについて 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

地方自治法施行令第 163 条では、前金払いをすることができる経費として、

次のとおり規定している。 
 

一 官公署に対して支払う経費 

二 補助金、負担金、交付金及び委託費 

三 前金で支払をしなければ契約しがたい請負、買入れ又は借入れに要する経費 

四 土地又は家屋の買収又は収用によりその移転を必要とすることとなった家

屋又は物件の移転料 

五 定期刊行物の代価、定額制供給に係る電灯電力料及び日本放送協会に対し支

払う受信料 
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六 外国で研究又は調査に従事する者に支払う経費 

七 運賃 

八 前各号に掲げるもののほか、経費の性質上前金をもって支払をしなければ事

務の取扱いに支障を及ぼすような経費で普通地方公共団体の規則で定めるも

の 
 

上記の第８号を受けて、静岡市会計規則では、前金払いすることができる経

費として、次のように定めている。 
 

静岡市会計規則 

（前金払をすることができる経費） 

第 86 条 政令第 163 条第８号の記載により前金払をすることができる経費は、

次に掲げるものとする 

（１）打切旅費 

（２）保険料 

（３）補償費 

（４）公社及び公団に対して支払う経費 

（５）研修会その他の会議に係る資料代 
 

また、会計室作成の「会計事務の手引」には、以下の記載がある。 
 

（前金払） 

 前金払とは、債権者および債権金額ともに確定している相手方の給付義務の完

了前に支出することである。従って、前金払することによりその契約又はその債

務の負担が効果的に行われるという場合に限る。 

（前金払の支払） 

 前金払は相手方の給付義務の完了前に支払うことから、前金払対象経費といっ

ても、その必要性及び支払時期を十分検討し、安易に前金払とするようなことは

慎むこと。また、補助金等の前払金は支出先の資金計画書を添付すること。 
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３．静岡市の取り組み 

（１）国の方針 

 総務省は、「地方公共団体における行政改革のための新たな指針」（平成 17 年

３月 29 日）において、「行政改革推進上の主要事項」として「民間委託等の推

進」について、次のとおり記載している。 
 

１ 地方公共団体における行政の担うべき役割の重点化 

（１）民間委託等の推進 

① 給与・旅費の計算、財務会計、人事管理事務等の総務事務や定型的業務

を含めた事務・事業全般にわたり、民間委託等の推進の観点からの総点検

を実施すること。 

具体的には、類似団体の状況や民間の受託提案などを参考にしながら、

組織の規模を踏まえ、メリットが生じるよう委託の可能性について検証す

ること。その際、企画と実施の切り分けや複数の組織にまたがる共通の事

務の集約化、他団体との事務の共同実施、委託実施期間の複数年度化など

の様々な手法による委託の可能性の検証を行うこと。 

② その上で、事務・事業全般についての民間委託等の実施時期等を示した

具体的かつ総合的な指針・計画を策定すること。 

③ 委託の実施にあたっては、対象事業、選定基準、契約条項などの透明性

を確保するとともに、個人情報の保護や守秘義務の確保に十分留意し、必

要な措置を講じること。 

④ 委託した事務・事業についての行政としての責任を果たし得るよう、適

切に評価・管理を行うことができるような措置を講じること。 

⑤ 民間委託等の実施状況については、事務・事業や施設区分ごとに、委託

先、委託理由等を公表すること。 

 

 

（２）静岡市の方針 

静岡市では、「静岡市行財政改革推進大綱（平成 22 年度～平成 26 年度）」（平

成 22 年３月）を策定しており、そこでは、民間活力の活用について、次のとお

り記載されている。 
 

〇基本方針Ⅰ 役割分担による公共サービスの提供 

〇改革の方向 行政の事務事業領域の再構築と民間活力の活用 
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第一に、事務事業の目的や性質に応じて、本市自ら、または公共的・公益

的団体（外郭団体）が担うべきものと、民間に委ねる方が適切といえるもの

の区分を客観的な手法を通じて示すという課題があります。また、この区分

により事務事業が民間活力の活用によって担われる場合には、その方法や形

態（例えば、民間委託化、民営化、地方独立行政法人化、指定管理者制度導

入等）の選択基準を明確にしておく必要があります。同時に、本市や外郭団

体による事務事業の運営の在り方についても多様な改革を実施します。 

第二に、民間活力のメリットと同時に民間活力の活用を根本から否定され

ないように十分注意しながら、そのデメリットについても事前に正確な把握

をしておきます。これは、民間活力の活用には、行政にない自由度や柔軟さ

がある一方、市場の影響を受けて安定を欠き、サービスの公共性に対する理

解が十分でない場合もありうる点に十分な注意を払う必要があるからです。 

第三に、これら以外にも、そうした作業の過程で市民の参加や提案を積極

的に踏まえ、役割分担後の確実なフォローアップや見直し・改善のための諸

措置を備えておくことに努めます。 

 

 また、同推進大綱には、「入札・契約制度の改善」について、次のとおり記載

されている。 
 

〇基本方針Ⅲ 多様性と創造性にあふれた市民本位のまちづくり 

〇改革の方向 11 情報公開・提供の推進と公平性の確保 

〇主要施策 34 入札・契約制度の改善 

本市が入札等を経て結ぶ契約については、その手続の透明性を確保するた

め、関係法令の趣旨を踏まえ、一般競争入札の比率をさらに高めていくよう

に努めます。また、契約締結後に、予測を超えた諸事情の発生によって契約

金額が増額変更される場合もありますが、当初の設計の精度を高めること等

により、安易な契約額変更に至らないよう努めます。 
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第３ 監査の結果  

Ａ．監査対象 

１．委託料の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 （出典：決算書、H25，26 は当初予算。委託料には指定管理料も含まれている。）  

 

平成 16 年度の委託料は 211 億円であったが、平成 26 年度には 312 億円とな

り、約 100 億円増加している。一般会計に占める委託料の割合も、平成 26 年度

が 11.3％と最も高い。平成 15 年度を 100 とすると、平成 26 年度の一般会計は

107、委託料は 142 となっており、委託料の伸びが大きいことがわかる。  
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２．委託契約の部局別内訳 

（単位：千円） 

 
局 部 件数 金額 平均単価 

1 環境局 廃棄物対策部 99 3,636,676 36,734 

2 上下水道局 下水道部 97 1,968,804 20,297 

3 建設局 道路部 218 1,577,227 7,235 

4 都市局 都市計画部 161 1,577,155 9,796 

5 病院局 静岡病院事務局 66 1,527,669 23,147 

6 教育委員会事務局 教育部 150 1,408,461 9,390 

7 財政局 財政部 42 1,366,788 32,543 

8 上下水道局 水道部 91 1,320,147 14,507 

9 病院局 清水病院事務局 55 1,009,816 18,360 

10 生活文化局 文化スポーツ部 81 707,476 8,734 

11 総務局 行政管理部 47 490,368 10,433 

12 保健福祉局 福祉部 49 375,395 7,661 

13 経済局 商工部 46 372,919 8,107 

14 生活文化局 市民生活部 31 360,427 11,627 

15 経済局 農林水産部 53 354,239 6,684 

16 建設局 土木部 52 310,554 5,972 

17 保健福祉局 保健衛生部 49 233,208 4,759 

18 消防局 警防部 10 190,738 19,074 

19 財政局 税務部 16 142,094 8,881 

20 都市局 建築部 10 111,030 11,103 

21 その他１億円未満 111 367,112 39,803 

合計 1,534 19,408,303 12,652 

（注）上記の委託契約には、指定管理は含まれていない。 

また、原則として、金額 100 万円未満のものは含まれていない。 

 

金額上位には、清掃工場（廃棄物対策部）、病院（静岡病院事務局、清水病院

事務局）といった大規模施設、インフラ関連（上下水道局、道路部）が多い。

また、それ以外では、公園（都市計画部）、学校給食（教育部）、競輪場（財政

部）、動物園（文化スポーツ部）関連が上位に入っている。 
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３．監査対象とした委託契約 

〇監査対象の抽出方法 

「平成 25 年度委託業務等一覧」（契約課作成）から、外郭団体との契約を全

件、１件１億円以上の契約を全件、再委託が行われている契約を全件抽出した

他、監査人の任意抽出により、監査対象を決定している。 

ただし、環境局廃棄物対策部については、昨年度に監査を行っているため、

当年度は監査対象としていない。監査の結果については、平成 25 年度の包括外

部監査結果報告書を参照していただきたい。 

 

〇監査対象一覧表 

監査対象の一覧表は、次のとおりである。なお、「Ⅱ．監査の結果（個別各論）」

に記載があるものについては、網掛けとして表示している。 

（単位：千円） 

№ 所管課 業務名 契約金額 

1 行政管理課 区役所間連絡業務 2,490 

2 行政管理課 地区センター文書送受業務 1,747 

3 行政管理課 静岡市公文書館管理業務 1,306 

4 情報管理課 財務会計システム機能改修（第１回）業務 3,444 

5 情報管理課 清水庁舎用無停電電源装置及び空調機の保守業務 1,419 

6 情報管理課 人事給与システムソフトウエア保守業務 5,932 

7 情報管理課 静岡市文書管理システムパッケージ保守業務 4,882 

8 情報管理課 財務会計システム機器等保守業務 5,477 

9 情報管理課 財務会計システム保守運用支援業務 13,849 

10 情報管理課 市政総合ネットワーク保守及び機器保守業務 13,645 

11 情報管理課 ネットワーク管理プログラム保守業務 2,364 

12 情報管理課 総合行政ネットワーク（LGWAN）機器保守業務 1,253 

13 情報管理課 光ファイバー保守業務 2,576 

14 情報管理課 清水地区ネットワーク機器等保守及び運用管理業務 20,674 

15 情報管理課 市政総合ネットワークパソコン等保守業務 1,386 

16 情報管理課 公的個人認証サービス提供用機器保守業務 1,273 

17 情報管理課 口座振替データ伝送代行業務 1,575 

18 情報管理課 財務会計システム機器等更改に伴う設定等業務 49,980 

19 情報管理課 公衆無線ＬＡＮポータルサイト構築等業務 3,979 

20 管財課 静岡庁舎中央監視制御保守点検業務 2,766 

21 管財課 静岡庁舎建築設備運転保守管理業務 101,304 

22 管財課 静岡庁舎新館地下駐車場管理業務 30,473 

23 管財課 静岡庁舎一般廃棄物収集運搬業務 1,953 

24 公営競技事務所 
静岡競輪開催業務等一括委託業務に関する平成 25 年度

年次委託業務 
825,327 

25 公営競技事務所 平成 25 年度静岡競輪場選手宿舎等管理運営業務 64,359 

26 納税課 市税収納支援システムの運用に伴う技術支援業務 8,891 
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№ 所管課 業務名 契約金額 

27 納税課 電話催告支援システム機器等の保守業務 1,523 

28 納税課 市税収納支援システム延滞金法改正対応業務 5,828 

29 納税課 市税収納支援システム一斉催告書機能追加業務 4,694 

30 納税課 市税収納支援システム還付業務機能追加業務 3,990 

31 納税課 
市税収納支援システム機器更改に係る動作検証・切替支

援業務 
1,757 

32 市民生活課 静岡市戦没戦災等戦争犠牲者慰霊行事実施業務 2,999 

33 区政課 静岡市霊園管理業務 12,652 

34 
男女参画・市民協働推

進課 
静岡市女性会館図書情報システム保守業務 1,046 

35 文化振興課 静岡市民ギャラリー運営等業務 5,166 

36 文化振興課 文化活動振興事業業務 27,000 

37 文化振興課 中勘助文学記念館管理運営業務 3,036 

38 文化振興課 
静岡市清水文化会館 PFI 維持管理・運営事業モニタリン

グ支援業務 
1,365 

39 文化振興課 静岡市民文化会館前駐車場使用料徴収業務 16,480 

40 文化振興課 静岡科学館展示物更新業務 39,998 

41 文化振興課 静岡音楽館特殊建築物定期点検外壁打診調査業務 1,050 

42 生涯学習推進課 
静岡市生涯学習センター、女性会館及び南部勤労者福祉

センター使用料徴収事務 
5,409 

43 生涯学習推進課 清水区生涯学習交流館使用料徴収事務 9,291 

44 生涯学習推進課 静岡市生涯学習センター社会教育事業企画運営業務 5,880 

45 生涯学習推進課 静岡市岡生涯学習交流館生涯学習事業企画運営業務 9,628 

46 文化財課 旧マッケンジー邸管理業務 2,849 

47 文化財課 市内遺跡出土遺物保存処理業務 1,809 

48 文化財課 長沼遺跡発掘調査業務 60,900 

49 文化財課 静岡市三保松原ガイダンスブース観光案内・管理業務 3,202 

50 文化財課 一丁田遺跡（10・12 区）発掘調査業務 81,900 

51 スポーツ振興課 ふれあい健康増進館使用料徴収業務 1,489 

52 スポーツ振興課 
清水日本平運動公園球技場・庭球場外２件使用料徴収事

務 
1,481 

53 スポーツ振興課 安倍川河川敷スポーツ広場トイレ維持管理業務 2,625 

54 スポーツ振興課 静岡市体育館及び総合運動場使用料徴収事務 6,179 

55 日本平動物園 日本平動物園園内管理業務 177,849 

56 日本平動物園 日本平動物園園内植栽管理等業務 5,502 

57 環境保全課 大気汚染自動測定記録計定期点検等業務（堀場製作所製） 6,090 

58 福祉総務課 
特殊建築物定期点検外壁全面打診調査業務(中央福祉セ

ンター他１件) 
3,433 

59 障害者福祉課 静岡市手話奉仕員養成講座（入門課程）業務 1,362 

60 障害者福祉課 静岡市障害者等相談支援事業(葵区・身体) 13,725 

61 障害者福祉課 静岡市障害者相談支援事業(駿河区・身体) 13,725 

62 障害者福祉課 静岡市障害者相談支援事業(清水区・身体) 13,650 

63 障害者福祉課 静岡市障害者相談支援事業(葵区・知的) 11,804 

64 障害者福祉課 静岡市障害者相談支援事業(清水区・知的) 11,799 

65 障害者福祉課 静岡市障害者相談支援事業(駿河区・知的) 12,902 

66 障害者福祉課 静岡市障害者相談支援事業(重心) 6,230 
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№ 所管課 業務名 契約金額 

67 高齢者福祉課 
静岡市ひとり暮らし高齢者等緊急通報体制整備事業（そ

の７・８） 
7,754 

68 児童相談所 里親家庭支援業務 11,403 

69 健康づくり推進課 健康増進システムソフトウエア保守委託業務 10,147 

70 駿河健康支援課 静岡市南部保健福祉センター外壁全面打診調査業務 1,260 

71 清水健康支援課 清水保健福祉センター空調設備保守点検業務 4,095 

72 保健所生活衛生課 災害時医療用セット保守更新等業務 8,242 

73 静岡病院病院総務課 静岡病院遠隔画像診断業務 79,500 

74 静岡病院病院総務課 静岡病院外来看護事務支援業務 99,127 

75 静岡病院病院総務課 静岡病院給食業務 106,515 

76 静岡病院病院総務課 静岡病院看護補助派遣業務その１ 25,739 

77 静岡病院病院総務課 静岡病院看護補助派遣業務その２ 44,252 

78 静岡病院病院総務課 静岡病院給食業務その２ 38,087 

79 静岡病院病院総務課 静岡病院給食業務その４ 73,973 

80 静岡病院病院施設課 CT 装置保守点検業務（ＧＥ） 34,826 

81 静岡病院病院施設課 施設管理業務 172,620 

82 静岡病院医事課 静岡病院クラーク業務 105,867 

83 静岡病院医事課 静岡病院医事業務 183,645 

84 静岡病院医事課 静岡病院病歴室業務 21,420 

85 清水病院病院総務課 清水病院外来看護事務支援・医療補助業務 105,284 

86 清水病院病院総務課 清水病院患者給食業務 219,960 

87 清水病院医事課 清水病院医事業務 193,761 

88 清水病院医事課 清水病院ＤＰＣ運用支援業務 21,735 

89 産業政策課 静岡市中小企業融資制度受付業務 5,995 

90 産業政策課 クリエイティブ産業担い手育成事業業務 20,516 

91 産業振興課 
静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府匠宿」使用料徴収事

務 
1,680 

92 産業振興課 駿府楽市「特産品展示コーナー」管理運営業務 16,947 

93 
観光・シティプロモー

ション課 
駿府浪漫バス運行業務 20,861 

94 
観光・シティプロモー

ション課 
静岡駅北口情報提供コーナー管理運営業務 7,099 

95 
観光・シティプロモー

ション課 
静岡市駿府城跡観光バス駐車場管理運営業務 5,724 

96 清水港振興課 
平成 25 年度 経商港委第２号 清水都心ウォーターフ

ロント活性化検討調査委託 
27,531 

97 中央卸売市場 汚水処理場運転管理業務 12,600 

98 交通政策課 静岡地区放置自転車等指導警告業務 25,975 

99 交通政策課 静岡地区放置自転車等移送業務 23,415 

100 公園整備課 葵区公園除草清掃等管理業務 17,031 

101 公園整備課 公園緑地樹木等管理業務その 2 24,966 

102 公園整備課 公園緑地樹木等管理業務その 6 23,730 

103 公園整備課 街路樹管理業務その 1 14,813 

104 公園整備課 街路樹管理業務その 2 11,271 

105 公園整備課 街路樹管理業務その 3 14,490 

106 公園整備課 街路樹管理業務その 4 14,385 
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№ 所管課 業務名 契約金額 

107 公園整備課 街路樹管理業務その 5 13,728 

108 公園整備課 街路樹管理業務その 6 17,395 

109 公園整備課 街路樹管理業務その 7 13,233 

110 公園整備課 街路樹管理業務その 8 12,075 

111 公園整備課 街路樹管理業務その 9 12,813 

112 公園整備課 街路樹管理業務その 10 15,952 

113 公園整備課 街路樹管理業務その 11 17,756 

114 都市計画事務所 清水区公園除草清掃等管理業務 30,398 

115 都市計画事務所 清水区内放置自転車等指導撤去業務 6,300 

116 道路計画課 
平成25年度 道計委第1号 道路工事に伴う現場監理業

務委託 
20,265 

117 道路計画課 
平成 25 年度 道計委第 2号 「道の駅」宇津ノ谷峠管理

業務 
7,035 

118 道路保全課 道路パトロール管理業務 10,049 

119 駿河道路整備課 
平成 25 年度 維駿委第 23 号 道路構造物復旧業務（駿

河３工区その２） 
5,341 

120 駿河道路整備課 
平成 25 年度 維駿委第３号 道路構造物復旧業務（駿河

３工区その１） 
8,724 

121 葵区地域総務課 
平成 25 年度 静葵地委第 10 号 葵区地域情報マップ作

製業務 
2,362 

122 葵区地域総務課 平成 25 年度 静葵地委第１号 行政文書配付業務 6,048 

123 駿河区地域総務課 平成 25 年度 駿ま委第１号 行政文書配付業務 3,248 

124 清水区地域総務課 平成 25 年度 清地委第８号 行政文書配付業務 6,022 

125 指令課 映像伝送システム保守点検業務 18,900 

126 指令課 消防総合情報システム保守点検業務 99,750 

127 指令課 消防総合情報システム支援系端末更新調整業務 1,969 

128 指令課 静岡地域消防総合情報システム実施設計業務 8,085 

129 営業課 水道事業及び下水道事業に係る検針事務委託（清水区） 26,905 

130 営業課 水道料金及び下水道使用料徴収システム業務委託 85,549 

131 営業課 
水道事業及び下水道事業に係る検針事務委託（葵区、駿

河区） 
48,892 

132 営業課 水道事業に係る検針事務委託（蒲原地区） 1,548 

133 営業課 水道及び下水道未納料金収納等業務 135,293 

134 営業課 新水道料金及び下水道使用料徴収システム保守業務委託 3,644 

135 営業課 
消費税率変更に伴う新水道料金及び下水道使用料徴収シ

ステム改修業務委託 
8,610 

136 給水装置課 水道メーター検満取替等及びメーター取付ネジ取替業務 295,250 

137 水道施設課 与一取水場外 10 施設送配水ポンプ設備点検業務委託 3,434 

138 下水道施設課 
清水南部・北部浄化センター及びポンプ場外 運転管理業

務 
409,500 

139 下水道施設課 城北浄化センター 脱水汚泥運搬業務 14,093 

140 下水道施設課 
清水北部・静清浄化センター築地外６ポンプ場及び花の

木雨水ポンプ所  沈砂・しさ運搬処分業務 
2,734 

141 下水道施設課 
高松・城北浄化センター及び中島雨水・下川原雨水ポン

プ場 沈砂・しさ運搬業務 
2,394 

142 下水道施設課 清水南部浄化センター 脱水汚泥運搬処分業務  97,441 

143 下水道施設課 中島浄化センター 水処理及びポンプ場外運転管理業務 133,350 
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№ 所管課 業務名 契約金額 

144 下水道施設課 静清浄化センター 管理業務 299,250 

145 下水道施設課 
城北外２浄化センター及び築地・三保雨水ポンプ場土木

構造物継手部耐震化実施設計（詳細設計）業務委託 
16,464 

146 教育総務課 教育委員会文書送達業務委託 9,671 

147 教育総務課 市立高等学校授業料徴収管理システム開発業務 1,438 

148 教育施設課 学校等可燃ごみ収集運搬業務その１ 12,071 

149 教育施設課 学校等可燃ごみ収集運搬業務その２ 5,116 

150 教育施設課 
静岡市立玉川小学校外 3校特殊建築物定期点検外壁打診

調査業務委託 
5,544 

151 教育施設課 
静岡市梅ケ島教職員住宅外 2 住宅特殊建築物定期点検外

壁打診調査業務委託 
3,759 

152 教育施設課 
静岡市立清水高部小学校外 2 校特殊建築物定期点検外壁

打診調査業務委託 
11,025 

153 教育施設課 
静岡市立清水飯田小学校外 3 校特殊建築物定期点検外壁

打診調査業務委託 
10,447 

154 教育施設課 
静岡市立清水賤機南小学校外 5校特殊建築物定期点検外

壁打診調査業務委託 
15,225 

155 教育施設課 
静岡市立東豊田中学校外 2校特殊建築物定期点検外壁打

診調査業務委託 
13,755 

156 教育施設課 
静岡市立長田東小学校外 1校特殊建築物定期点検外壁打

診調査業務委託 
7,329 

157 教育施設課 
静岡市立清水袖師小学校外１校特殊建築物定期点検外壁

打診調査業務委託 
9,429 

158 教育施設課 
静岡市立清水興津小学校外１校特殊建築物定期点検外壁

打診調査業務委託 
10,237 

159 教育施設課 
静岡市立千代田小学校外２校特殊建築物定期点検外壁打

診調査業務委託 
13,597 

160 教育施設課 
静岡市立長田西小学校外１校特殊建築物定期点検外壁打

診調査業務委託 
10,500 

161 教育施設課 
静岡市立蒲原西小学校外２校特殊建築物定期点検外壁打

診調査業務委託 
7,119 

162 教育施設課 
静岡市立清水小島小学校外４校特殊建築物定期点検外壁

打診調査業務委託 
13,650 

163 教育施設課 
静岡市立蒲原中学校外２校特殊建築物定期点検外壁打診

調査業務委託 
7,875 

164 学校給食課 学校給食配送業務 101,835 

165 学校給食課 学校給食用物資購入事務及び小・中学校給食補助業務 147,710 

166 学校給食課 
東部・北部・中吉田学校給食センター汚水処理施設管理

運転業務 
15,391 

167 学校給食課 中吉田学校給食センター給食調理等業務 252,000 

168 中央図書館 
平成 25 年度教図委第 21 号静岡市立図書館電算システム

保守・運用支援業務 
14,286 

169 中央図書館 
平成 25 年度教図委第 22 号御幸町図書館データベース閲

覧システム保守業務 
4,399 
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Ｂ．監査結果 

 

監査の結果は、監査人の判断により、次の２つに分類している。 
 

「指摘事項」 …  事務の執行について、措置を講ずる必要がある事項 

「 意  見 」 … 事務の執行について、参考にしていただきたい事項 

 
 

Ⅰ．監査結果のまとめ（総括） 

監査結果の詳細は、「Ⅱ．監査結果（個別各論）」に記載のとおりであるが、

ここでは、監査の結果、個別に取り上げられた問題点を全体的な視点から整理

して、監査結果のまとめ（総括）として記載している。 

委託契約は件数が多く、内容も多岐にわたっているが、個別の監査結果を通

して全体を見てみると、共通の問題点、共通の要因も多く見受けられる。今回

の監査結果の内容を俯瞰し、共通点を整理してみると、主として次の３つの問

題に集約することができる。 

 

１．委託業務に対する管理意識の欠如 

２．職員の理解不足 

３．前例踏襲となっている事務の執行 

 

 

１．委託業務に対する管理意識の欠如 

今回の監査結果を通して、監査人が一番気になったのがこの問題である。 

委託業務に対する管理意識の欠如から生じていると思われる問題が随所に見

受けられた。具体的には、所管課が委託業務の事実関係を把握していないもの、

業務への取り組み姿勢に問題があると思われたもの、コスト削減への取り組み

意識が不十分と思われるものなどが挙げられる。 

「Ⅱ．監査結果（個別各論）」のうち、委託業務に対する管理意識の欠如に関

連していると考えられる指摘事項は、次のとおりである。 

 

問題点（要約） 
該当 

ページ 

●所管課が事実関係を把握・認識していない。 － 

・再委託が行われているという事実を 17 年間把握していなかった。 30 

・事実確認が不十分であり、特記仕様書に虚偽の記載がなされていた。 97 
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問題点（要約） 
該当 

ページ 

・主たる業務を再委託している（市の禁止事項）という事実認識がなかった。 55,61 

・積算と実績とが乖離しているという事実認識がなかった。 48 

●業務への取り組み姿勢に問題があると思われる。 － 

・「来客数の減少要因を調査したがその理由が見当たらない」と結論づけている。 68 

・「他の課ではどのような対応をしているか分かりませんが、当課ではそのような

分析を行っておりません」と回答があった。 

71 

・工事業者等を入館者数に含めたうえ、事業の成果をＡ評価としている。 107 

・契約課からの通知内容について実施を怠っていた。 32 

●委託料の削減について、十分に検討されていない。 － 

・現状分析、積算方法などを見直すことにより、コスト削減の余地がある。 36,48,63

,79,100,

107,115,

146,154,

155,159 

●事業の事後的な分析・評価が適切ではなく、翌期の対応が十分に検討されてい

ない（ＰＤＣＡサイクルが成り立っていない）。 
－ 

・委託料の積算と実績の比較分析を行っていない。 93 

・類似業務の契約内容について比較検討が行われていない。 157 

・受託者から業務に役立つ有用な情報が報告されていない。 67,76, 

121 

・利用者数が減少しているが、翌期の対応が十分に検討されていない。 130 

●軽率と思われる事務手続の不備がある。 － 

・契約書に編纂もれの書類があった。 124 

・見積執行の実施時間の記載が不適切であった。 82 

・積算金額の算定根拠資料がない。 90 

・収入印紙の貼付もれがあった。 186 

 
 

２．職員の理解不足 

次に、委託業務の契約内容、市の基本的な方針や定められた事務手続などに

ついて、職員の理解が不足しているために、問題が生じていると思われるもの

が散見された。 

「Ⅱ．監査結果（個別各論）」のうち、職員の理解不足に関連していると考え

られる指摘事項は、次のとおりである。 
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問題点（要約） 
該当 

ページ 

●委託業務の契約内容を理解していない。 － 

・契約違反（再委託の承認なし）が 17年間続いていた。 31 

・契約違反（契約書で禁止している再委託が行われていた）があった。 52 

●市の再委託に対する基本的な考え方について、理解が不十分である。 － 

・再委託は原則禁止という市のルールの認識不足がうかがわれる。 54 

・主たる業務の再委託（市の禁止事項）と考えられるものがある。 33 

●委託代金の支払について、地方自治法の趣旨の理解が不十分である。 － 

・前金払いを適用する理由の説明が不十分である。 66,75, 

85,89, 

100,113, 

118 

●マニュアルに定められた事務手続の理解が不十分である。 － 

・参考見積書を徴取することなく、新規業務の積算価格を算定している。 100 

・再委託を行う場合に必要となる事務手続が行われていない。 52,187, 

188,189 

 
 

３．前例踏襲となっている事務の執行 

委託業務の効率性、経済性、有効性の観点からすると、業務内容や積算など

の見直しが必要と考えられるものがあったが、特に見直しが行われることなく、

前年同様の処理が行われている例が多く見受けられた。 

 また、平成 25 年４月１日より「静岡市暴力団排除条例」が施行されたことに

伴い、新たに追加された事務手続もあるが、これへの対応が出来ていないもの

もあった。これも前年と同じ処理をしていたことに起因する問題と考えられる。 

「Ⅱ．監査結果（個別各論）」のうち、前例踏襲となっている事務の執行に関

連していると考えられる指摘事項は、次のとおりである。 

 

問題点（要約） 
該当 

ページ 

●委託業務の設計、特に事業のあり方についての検討が不十分なまま、事業が

実施されている。 
－ 

・市と学校給食会との間で給食費の取り扱いの明確な取り決めはない。 44 

・学校給食会に対し市の監査等は行われていない。 44 

・業務の発注形態が検討されていない。 91 

・代替的方法の検討が不十分である。 110 
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問題点（要約） 
該当 

ページ 

・区によって異なる取り扱いをする合理的な根拠はない。 57 

・不測の事態への対応が十分ではない。 141 

・委託先を私人から法人へ全面移行するための計画はない。 161 

●委託業務の範囲、具体的内容が明確にされていないまま、事業が実施されて

いる。 
－ 

・仕様書に具体的な業務内容が記載されていない。 47 

・市の委託業務と受託者独自の業務の範囲が明確にされていない。 95 

●業務を委託する理由が明確に記載されていない状態で、委託業務の決裁承認

が行われている。 
－ 

・委託の理由が記載されていない。 118,121 

・委託の理由の記載が適切なものではない。 85,88 

・委託の理由が具体的に記載されていない。 79,82, 

108,109, 

125 

●委託業務の事務手続に見直すべき点があるが、特に見直しの検討が行われて

いない。 
－ 

・委託先の管理運営費が委託費という名目で支払われている。 42 

・積算と実績とが乖離している。 133 

・積算価格の算定上、不要な調整が行われている。 184 

・仕様書にもとづく積算が行われていない。 91 

・仕様書と積算の整合性がとれていない。 136,137 

・市の委託業務と受託者の独自業務が合算された報告を受けている。 82 

・固定費を変動費的な費用として単価契約している。 57,150 

●新たな条例施行に対応して、新たに加わった事務手続ができていない。 － 

・再委託先から「暴力団排除に関する誓約書兼同意書」を入手していない。 190 
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以上、個別の監査結果から、共通する問題点を整理して見てきたが、このよ

うな問題の背景には、次のような要因が存在していると考えられる。 

 

第一に、職員のローテーションにより、担当者が交代すると、業務に精通し

た者が現場から離れ、新たな担当者へと代わることで、委託業務に対する理解

がいったんゼロの状態となってしまう。その際に、市のルール、契約、業務の

内容等を詳しく理解しないまま、業務を引き継いでいるケースが発生している

と考えられる。このような場合には、特に“前例踏襲”により、事務手続を執

行している状態となりやすいはずである。 

また、担当者の交代を何回か繰り返すことにより、委託業務を導入した当初

にはあったはずの管理意識が、次第に希薄になっているものと考えられる。本

来は市が行う業務であったものも、外部への委託が長期間続くと、その業務は、

外部の業者が行うのが当たり前という感覚が、職員に生じてきていると推測さ

れる。 

こうしたことが長期間をかけて積み重なり、委託業務の管理意識の欠如につ

ながってきていると考える。 

 

委託業務に対する職員の理解や管理意識が不足したまま、前例踏襲により、

事務が執行されている状態は、委託業務の管理が形骸化していることに他なら

ない。つまり、民間委託の推進に伴い、委託料が増加し、委託業務の重要性が

増す一方で、委託業務の管理は形骸化が進んでいるということである。 

委託業務は、業務の実施主体が外部の業者であるとはいえ、業務を管理監督

する責任は市にあるということを、職員があらためて認識するとともに、委託

業務の管理体制を早急に強化することが必要である。 
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Ⅱ．監査結果（個別各論） 

１．競争性の確保について 

【現状】 

「第２監査対象の概要」に記載したとおり、委託契約は、一般競争入札、指

名競争入札、随意契約の区分により締結される。地方自治法では、指名競争入

札と随意契約は、「政令で定める場合に該当するときに限り」認められると規定

している（第 234 条第２項）。したがって、原則的な契約方法は、一般競争入札

であり、指名競争入札と随意契約は、例外的な方法であることがわかる。 

静岡市の委託契約（平成 25 年度、１件 100 万円以上）について、契約区分別

の件数、金額を見てみると、次のとおりである。 
 

（平成 25年度） 

契約区分 
件数 金額 

件数(件) 割合 金額(千円) 割合 

入  札 206 13.4% 2,720,560 14.0% 

随意契約 

プロポーザル方式 14 0.9% 410,506 2.1% 

競争見積 670 43.7% 5,102,343 26.3% 

単独随意契約 644 42.0% 11,174,894 57.6% 

合計 1,534 100.0% 19,408,303 100.0% 
 

入札（指名競争入札を含む）の占める割合は、件数、金額ともに 13～14％と

低く、随意契約の占める割合が高くなっている。随意契約の内訳を見ると、競

争見積と単独随意契約とが約半々の件数となっており、金額的には、単独随意

契約の占める割合が高い。 

次の表は、平成 16 年度と平成 25 年度の契約区分別の件数と金額とを比較し

たものである。 
 

（契約件数） 

契約区分 
平成 16 年度 平成 25 年度 増減 

件数(件) 割合 件数(件) 割合 件数(件) 

入  札 194 11.7% 206 13.4% ＋12 

随意契約 

プロポーザル方式 － －% 14 0.9% ＋14 

競争見積 553 33.2% 670 43.7% ＋117 

単独随意契約 917 55.1% 644 42.0% △273 

合計 1,664 100.0% 1,534 100.0% △130 
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 これを見ると、随意契約については、単独随意契約が減少し、競争見積が増

加していることが把握できる。一方で、入札の件数は若干増加しているものの、

特に大きな変化は生じていないといえる。 

 

【指摘事項】 

このように、静岡市では、競争見積の件数は増加傾向にあり、競争性の確保

に向けて取り組んでいることは伺われる。しかし、平成 25 年度の入札（指名競

争入札も含む）は、件数、金額ともに全体の 13～14％と低くなっている。 

地方自治法では、一般競争入札が原則的な方法であり、指名競争入札や随意

契約は、特別な理由がある場合に限り認められる例外的な方法として定めてい

る。自治法の趣旨からすると、現状は、原則と例外が逆転している状況になっ

ている。 

これは、静岡市では入札の対象となる業務が、現状では 12 業務（借入契約も

含む）に限定されていることに起因していると考えられる。 

「静岡市行財政改革推進大綱（平成 22年度～平成 26年度）」（平成 22年３月）

には、「本市が入札等を経て結ぶ契約については、その手続の透明性を確保する

ため、関係法令の趣旨を踏まえ、一般競争入札の比率をさらに高めていくよう

に努めます。」と記載がある。自治法の趣旨に則り、一般競争入札の比率をさら

に高めていくためには、競争入札の対象となる業務について見直しを行い、こ

の拡大に取り組むことが必要と考える。 
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２．静岡庁舎新館地下駐車場管理業務 

【概要】 

委託業務名 静岡庁舎新館地下駐車場管理業務 

積算金額 36,760,500 円 

予定価格 36,760,500 円 

契約額 30,473,100 円 

担当課 財政局財政部管財課 

委託先名 公益財団法人静岡市まちづくり公社 
 

【事業の概要】 

静岡庁舎新館地下１階来庁者駐車場の管理業務である。 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

この業務は、市が直接実施するよりも業者へ委託する方が効率的であるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡市まちづくり公社へ委託してい

る。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり

記載されている。 
 

静岡庁舎新館地下駐車場は、来庁者駐車場であるとともに、地元商店街から

の要望を受け、中心市街地への来客用として閉庁日に開放されているなど、中

心市街地の活性化において貴重な資源となっている。 

公益財団法人静岡市まちづくり公社（以下「公社」という。）は、中心市街

地の活性化に関する法律（平成 10 年法律第 92 号）第 51 条に基づき、中心市

街地の活性化を推進する役割を担う団体として、本市から「中心市街地整備推

進機構」の指定を受けた唯一の団体であり、この目的に沿った「閉庁日の駐車

場開放事業」を行っている団体である。 

来庁者駐車場管理業務を委託するに際し、中心市街地活性化の観点から十分

な管理能力を持ち、「閉庁日の駐車場開放事業」と併せ、開庁日・閉庁日を一

連の期間として効率的に管理できる者は、公社をおいてない。 
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（１）再委託の事実認識について 

【現状】 

この業務では、委託契約書第３条において、委託先は「事前に委託業務に従

事する管理員の名簿を提出するもの」と定めている。この規定により、静岡市

まちづくり公社は平成 25 年４月１日現在の「静岡庁舎新館地下駐車場勤務者名

簿」を提出しており、所管課では、この名簿が同日付で供覧に付されている。 

この名簿には、委託業務の従事者として、委託先である公社の職員４名のほ

か、静岡市シルバー人材センターの職員９名の氏名等も記載されている。つま

り、この業務には、公社の職員だけではなく、シルバー人材センターの職員も

従事していることになる。 

この事実からすると、この業務では、委託先である公社からシルバー人材セ

ンターへ再委託が行われているのではないかと推測される。しかし、再委託の

有無について、監査人が事前に調査した結果では、この業務に再委託はない、

というのが所管課からの回答であった。 

そこで、事実関係を確認するため、公社のほうへ再委託の有無について問い

合わせたところ、一部の業務については、公社からシルバー人材センターへの

再委託が行われていることが判明した。さらに、この再委託が何年前から行わ

れていたかについても問い合わせたところ、次の回答があった。 
 

現在把握しているのは 17 年前からです（それ以前から行っている可能性あり）。 

 

つまり、所管課では、再委託が行われている事実について、最低でも 17 年間

把握できていなかったということになる。 

 

【指摘事項】 

静岡市では、原則として、委託業務の再委託を禁止している。この業務で再

委託が行われているという事実について、所管課が 17 年間把握していなかった

ことが監査の過程で判明した。これは、業務の委託者として、管理監督責任が

果たせていないということに他ならない。 

再委託が行われているという事実は、課内で供覧に付されている公社からの

提出資料を見れば、容易に把握できるものである。委託業務の管理者として、

通常の注意義務を長期にわたり怠っていたとしか言いようがない。 

所管課による委託業務の管理体制を強化する必要がある。 
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（２）契約違反（再委託の承認）について 

【現状】 

静岡庁舎新館地下駐車場管理業務では、再委託について、委託契約書に次の

ように定めている。 
 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第 12 条 乙（公益財団法人静岡市まちづくり公社）は、この契約により生ずる

権利若しくは義務を第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 

２ 乙は、第三者に対し、委託業務の全部若しくは一部の実施を委託し、又は

請け負わせてはならない。ただし、作業の一部について甲（静岡市）の承諾を

得たときは、この限りではない。 
 

上記第２項にある市の承諾につき、「委託契約その他各種契約における再委託

の適正な執行について（通知）」（平成 23 年７月 19 日付 23 静財財契第 966 号）

では、下記の事項を再委託の承認手続として定めている。 
 

・再委託をする場合、あらかじめ承認申請書を提出させる。 

・申請内容が再委託を承認する基準を満たしているか審査し、決裁後承認書を

交付する。 
 

しかし、前述のとおり、所管課では、再委託が行われている事実を把握でき

ていなかったため、上記の手続は実施されていなかった。 

 

【指摘事項】 

この委託業務において、市の定めた再委託の承認手続が行われていないとい

うことは、公社からシルバー人材センターへの再委託は、市の承諾のないまま

行われていたことになる。つまり、これは委託契約書第 12 条第２項に違反して

いることになる。この業務では、契約違反の状態が最低でも 17 年間は続いてい

たわけである。 

再委託について、所管課による適正な承認手続を実施し、契約書の記載内容

を遵守する必要がある。 
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（３）契約課からの通知の実施状況について 

【現状】 

 前述の契約課による通知（平成 23 年 7 月 19 日付）では、再委託について、「最

近、その承認等の契約事務について徹底されていないケースが見受けられるの

で、下記の点に注意し適正な執行をすること」と各課へ注意を促している。そ

して、注意事項の１つとして、次の記載がある。 
 

６ その他 

（２）現在契約中の業務について、未承認の再委託が行われていないか、再委

託の手続が適正に行われているか確認すること。 

 

【指摘事項】 

前述のとおり、平成 26 年度まで所管課が再委託の事実を把握していなかった

ということは、この通知がなされた平成 23 年度において、上記の確認を怠って

いたということになる。 

所管課において、通知に記載された内容が確実に実施されるよう、管理体制

を強化する必要がある。また、契約課においても、各課の実施状況を確かめ、

確実な履行を求めることが必要と考える。 
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（４）主たる業務の再委託について 

【現状】 

１．再委託の業務内容 

静岡市が公社へ委託している業務内容と、公社がシルバー人材センターへ再

委託している業務内容を、業務仕様書より比較すると、次のとおりである。 
 

委託（静岡市→公社） 再委託（公社→シルバー） 

(1) 静岡庁舎新館地下駐車場（附帯設備及び備

品を含む。以下、「地下駐車場」という。）

の維持管理に関する業務 

  

① 地下駐車場の開場（午前 8時 15 分）及び

閉場（午後 5時 15 分）作業 

  

② 地下駐車場営業開始（終了）のための各種

機器の始動（停止）及び切替作業 

  

③ 各種モニターの監視   

④ 設備及び機器の始業点検及び故障への対

応（応急措置、関係部署への報告等） 

(5) 駐車場の設備等について、供用日の始

業時に点検を行い、破損個所を発見し

た場合は、速やかに臨時の処置をとる

とともに振興公社へ報告する。 

⑤ 駐車場内の美化・環境整備業務 (6) 駐車場内、供用日に清掃し、常に清潔

に保つこと。 

⑥ その他維持管理に必要な業務   

(2) 地下駐車場利用者への応対等に関する業

務 

  

① 駐車整理券の交付及び回収業務   

 市役所来庁者に限り駐車を許可し、甲の定

める駐車整理券の交付及び回収事業を行

う。駐車時間は１時間以内とする。 

(1) 来庁者に限り許可し、駐車１時間以内

とし、定められた駐車整理券の交付及

び回収業務を行う。 

② 利用者に対する案内業務   

 利用者からの問い合わせ等に親切かつ適

切に応対するものとする。 

  

③ 駐車の拒否に関する業務   

 発火性等の危険物を積載した車両及び他

の車両に支障があると認められるときは、

入庫を拒否すること。その他規格外の車両

(3) 発火性等の危険物を積載した車両及び

車両に支障があると認めるときは、入

庫を拒否すること。 
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委託（静岡市→公社） 再委託（公社→シルバー） 

について適切に対応するものとする。 

④ 来庁車両に対する安全対策及び待機車両

の整理業務 

  

 来庁車両の状況を把握し、進入車路（進入

口から受付までの間を含む）を巡回して、

待機車両の整理をする。また、来庁者の駐

車が安全かつ円滑にできるよう適切な処

理をする。 

(2) 来庁車両の状況を把握し、来庁者の駐

車が安全かつ円滑に出来るよう適切な

処置をする。 

⑤ 保管車の保全管理   

 駐車場内で盗難等が発生しないよう駐車

車両の施錠等について利用者への指導を

行うものとする。 

  

  (4) 駐車場の利用料金は、無料とする。 

(3) その他   

 以下省略   

（注）上記「委託」については「静岡庁舎新館地下駐車場管理業務仕様書」、「再委託」に

ついては公社の作成した「仕様書」より掲載している。 

 

仕様書によると、市が公社へ委託している業務の内容は、（１）地下駐車場の

維持管理に関する業務、（２）地下駐車場利用者への応対等に関する業務、（３）

その他の業務に大別される。 

このうち、シルバー人材センターへ再委託されている業務を見ると、駐車整

理券の交付及び回収業務、駐車場設備の点検など、委託業務の履行には必要不

可欠と思われる業務も含まれている。また、「車両に支障があると認めるときは、

入庫を拒否すること」のように、担当者の判断を必要とする業務も含まれてい

ることがわかる。 

 

２．再委託の業務時間 

公社の作成した積算書によれば、シルバー人材センターの業務時間は、次の

ように見積もられている。 
 

① 標準配置（月曜日～金曜日） 

 時間 人数 延時間数 

8:30～13:00  4.5 時間 ３人 13.5 時間 

9:30～13:00  3.5 時間 １人 3.5 時間 
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 時間 人数 延時間数 

12:00～16:00  4.0 時間 １人 4.0 時間 

13:00～17:00  4.0 時間 ３人 12.0 時間 

   33.0 時間 

駐車場供用日 243 日 × 33.0 時間 ＝ 8,019.0 時間 
 

② 水曜日と木曜日 

 時間 人数 延時間数 

8:00～13:00  5.0 時間 １人 5.0 時間 

13:00～18:00  5.0 時間 １人 5.0 時間 

   10.0 時間 

供用日のうち水・木曜日 102 日 × 10.0 時間 ＝ 1,020.0 時間 
 

以上①、②より  ①8,019.0 時間＋②1,020.0 時間＝9,039.0 時間  

 

このように、シルバー人材センターの業務時間は、9,039 時間と見積もられて

いる。一方、市の積算書によれば、委託業務の時間数（総合計）は、15,965.5

時間となっている。 

業務時間数から見ると、再委託の割合は、全体の56.6％（9,039時間÷15,965.5

時間）である。つまり、仕様書に記載された地下駐車場の維持管理、利用者へ

の応対など、この業務の半分以上は、シルバー人材センターによって行われて

いることになる。 

 

【指摘事項】 

静岡市では、委託業務のうち一部の業務については、例外的に再委託するこ

とを認めているが、主たる業務の再委託は認めていない。所管課では、この再

委託は、主たる業務の再委託にはあたらないと考えているとのことである。 

しかし、これまで見てきたように、再委託の業務内容と業務時間を検討した

結果からすると、この再委託は、市が禁止している主たる業務の再委託にあた

るのではないかとも考えられる。 

そのため、所管課で主たる業務の内容を再度検討し、それらの業務を明確に

したうえで、再委託が可能な業務と再委託できない業務（主たる業務）とを仕

様書に明示しておくことが必要と考える。 
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（５）積算価格の見直しについて 

【現状】 

静岡市からまちづくり公社への委託、まちづくり公社からシルバー人材セン

ターへの再委託では、人件費の積算は、次のように行われている。 
 

〇静岡市からまちづくり公社への委託 

（１）積算表 

① 人件費 

   1,687 円×15,965.500 総合計時間＝26,933,798.5 円 

（平成 24 年度公共工事設計労務単価普通作業員 13,500 円／8時間 1,687 円） 
 

〇まちづくり公社からシルバー人材センターへの再委託 

（２）積算書 

一日当り（人件費） 

  （ 820 円 × 33.0 時間 ）＝ 27,060 円 ①標準配置 

 

これによると、人件費の積算上、静岡市から公社への委託では、１時間当た

りの単価は 1,687 円となっているが、公社からシルバー人材センターへの再委

託では 820 円となっている。 

つまり、これは、シルバー人材センターが行っている業務について、市がシ

ルバー人材センターへ直接発注すれば、単価 820 円で済んだところ、現状では、

これを単価 1,687 円で積算し、公社へ発注しているということである。 

 この単価の違いによる影響額を試算すると、次のとおりである。 

 

１．まちづくり公社からシルバー人材センターへの再委託（積算書） 
 

１日当たり 
       

（ 820 円 × 33.0 時間  ） ＝ 27,060 円  
 

①標準配置 

（ 820 円 × 10.0 時間  ） ＝ 8,200 円  
 

②水・木配置 

（ 820 円 × 10.0 時間  ） ＝ 8,200 円  
 

③夏期休暇要員 

         

① 27,060 円  × 243 日 
 

＝ 6,575,580 円    

② 8,200 円  × 102 日 
 

＝ 836,400 円    

③ 8,200 円  × 0 日 
 

＝ 0 円    

   
人件費合計 7,411,980 円  

 
 

   
諸経費 5% 

 
 370,599 円  
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積算額 

 
 7,782,579 円  

 
 

   
消費税 

 
 389,128 円  

 
 

   
積算金額 

 
 8,171,707 円  （※１） 

 

２．上記の単価を 820 円から 1,687 円に変更 
 

１日当たり 
       

（ 1,687 円  × 33.0 時間  ） ＝ 55,671 円  
 

①標準配置 

（ 1,687 円  × 10.0 時間  ） ＝ 16,870 円  
 

②水・木配置 

（ 1,687 円  × 10.0 時間  ） ＝ 16,870 円  
 

③夏期休暇要員 

         

① 55,671 円  × 243 日 
 

＝ 13,528,053円    

② 16,870 円  × 102 日 
 

＝ 1,720,740 円    

③ 16,870 円  × 0 日 
 

＝ 0 円    

   
人件費合計 15,248,793円  

 
 

   
諸経費 5% 

 
 762,440 円  

 
 

   
積算額 

 
 16,011,233円  

 
 

   
消費税 

 
 800,561 円  

 
 

   
積算金額 

 
 16,811,794円  （※２） 

 

16,811,794 円（※２）－ 8,171,707 円（※１）＝ 8,640,087 円 

 

この試算によれば、市がシルバー人材センターへ直接発注していたならば、

積算ベースで最大 8,640,087 円の削減が可能であったことになる。また、委託

先である公社は、シルバー人材センターへ再委託するだけで、最大（契約率 100％

の場合で）同額の利益が発生することになる。 

 

【指摘事項】 

地方自治法第２条第 14 項では、「地方公共団体は、その事務を処理するに当

っては、住民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げ

るようにしなければならない。」と定めている。また、地方財政法第４条第１項

では、「地方公共団体の経費は、その目的を達成するための必要且つ最少の限度

をこえて、これを支出してはならない。」と定めている。 

この委託業務では、市の外郭団体であるまちづくり公社が、単価の低いシル

バー人材センターへ再委託することにより、利益が生じている状況となってい
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る。公社へ支払っている委託料は、地方自治法の言う「最少の経費」でもなけ

れば、地方財政法の言う「必要且つ最少の限度」の経費でもないと考えられる。 

市は、業務を分割してシルバー人材センターへ直接発注するか、あるいは、

積算方法の見直しを行うことにより、委託料の削減を図る必要がある。 
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３．学校給食用物資購入事務及び小・中学校給食補助業務 

【概要】 

委託業務名 学校給食用物資購入事務及び小・中学校給食補助業務 

積算金額 147,779,100 円 

予定価格 147,779,100 円 

契約額 147,710,000 円（当初契約額） 

144,325,594 円（変更後契約額） 

担当課 教育委員会事務局教育部学校給食課 

委託先名 静岡市学校給食会 
 

【事業の概要】 

①小・中学校の児童・生徒等に供給する学校給食用物資を購入する業務等 

②学校給食センター及び業者から納入された学校給食用物資の受領業務 
 

【委託等の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

現有職員では当該業務の遂行は困難であり、人件費等の経費面を考慮する

と、市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施させる方が効率的であ

るため。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

当該委託料は、人件費等の管理運営経費が主なものであり、通常払いでは業

務に支障をきたす恐れがあるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、静岡市学校給食会へ委託している。【見積

参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記載さ

れている。 
 

昭和 41 年 12 月 26 日文部省体育局長通知『学校給食用の物資の共同購入促

進について』にて、「共同購入のための既存の組織たとえば市町村の学校給食

会等の団体がある場合は、じゅうぶんな指導監督のもとに、その活用を図るこ

と。」とされているため。 
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【契約変更の理由】 

契約変更の理由について、決裁書には、次のとおり記載されている。 
 

原契約第６条３項に基づき、平成 26 年 3 月 31 日をもって完了する当該委託

業務の経費が確定し、精算した結果返納が生じたため。 
 

「原契約第６条３項」の内容は、次のとおりである。 
 

前項の規定による委託料については、委託業務遂行に要した経費を年度途中

で仮精算ができるものとし、また、業務完了後、年間経費を精算し、その結果

残額を生じた場合、乙は、その残額を甲に返納しなければならない。 

 

【受託者の概要】 

受託者である静岡市学校給食会は、昭和 33 年に旧静岡市の学校給食センター

化に合わせて、食材の一括購入を主な目的として設立された任意団体である。

公益財団法人静岡県学校給食会の支部ではなく、独立した事業体である。 

会員は各学校の校長個人であり、役員構成員は下記のとおりである。 

 

役員名 人数 任命方法 任 務 

会 長 １名 静岡市校長会の選任した者 代表、会務の総理 

副会長 ３名 静岡市校長会の選任した者 1名 

静岡市ＰＴＡ連絡協議会の役員 

静岡市教育部長 

会長の職務代理 

常務理事 １名 理事のうちから会長が選任 会長の指示を受け、 

会務を処理する 

理事 若干名 会長が選任 会の運営に関すること。 

 

監事 ４名 静岡市立の幼稚園、小学校および

中学校の長及び静岡市ＰＴＡ連

絡協議会役員から選任された者 

静岡市教育施設課長 

会の事業及び会計の監査 

幹事 ２名 学校給食課職員から会長が指名 連絡調整等 

顧問 適宜 理事会の議決により会長が選任 参考意見等の陳述 

（静岡市学校給食会規約第 4条より） 
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静岡市学校給食会の事務室は、静岡市役所清水庁舎内にある。行政財産の目

的外使用の許可を受け、庁舎８階の学校給食課（約 110 ㎡）のうち 10 ㎡を、使

用料免除により使用している。 

 

学校給食の経費について、学校給食法第 11 条第１項では、「学校給食の実施

に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に要する経費のうち

政令で定めるものは、義務教育諸学校の設置者の負担とする。」と規定している。

また、同条第２項では「前項に規定する経費以外の学校給食に要する経費（以

下「学校給食費」という。）は、学校給食を受ける児童又は生徒の学校教育法第

十六条 に規定する保護者の負担とする」としている。 

静岡市では、保護者が負担する「学校給食費」は、給食の材料費だけとして

おり、その他の必要経費は、公費によってまかなうこととしている。各学校で

保護者から収集した「学校給食費」は、静岡市学校給食会に集められ、学校給

食会は、これを原資に給食の材料となる物資を購入している。ただし、清水区

の単独調理校では、各校が直接、食材の発注、支払を行っているため、静岡市

学校給食会の関与はない。 

 

静岡市と静岡市学校給食会の関係は、次の図のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

  

延滞管理 延滞管理 

給食費 
委託契約※ 

給食費 保 

護 

者 
学 

 

校 

静
岡
市
学
校
給
食
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静 

岡 

市 

※ 学校給食用物資購入事務及び小・中学校給食補助業務委託契約 
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（１）学校給食会の管理運営費について 

【現状】 

 この委託契約は、市の積算金額と予定価格はともに 147,779,100 円であり、

契約金額（当初）は、学校給食会の予算額と同一の 147,710,000 円である。市

の積算金額と給食会の予算額を比較すると、次のとおりとなる。 

（単位：千円） 

市の積算金額（予定価格） 学校給食会の予算額（契約金額）  差額  

１．学校給食用物資購入事務         

（直接費）         

 
役員報酬等 7,157 

 
報酬 7,157 

 
  -   

 
給料 18,994 

 
給料 18,689 

 
 305  

 
手当 11,731 

 
職員手当 11,416 

 
 315  

 
共済費（退職引当を除く） 5,921 

 
共済費 5,863 

 
 58  

 
退職引当金 2,504 

 
退職給与引当金繰入額 2,763 

 
 △259  

 
臨時職員雇用経費 340 

 
賃金 642 

 
 △302  

  
46,647 

  
46,530 

 
 117  

（間接費）         

 旅費 165 
 

旅費 189 
 

 △24  

 
需用費 960 

 
需用費 1,665 

 
 △705  

 

公認会計士（会計事務年

間） 
735 

 
監査事務手数料 735 

 

 
 -  

 

 
その他役務費 1,214 

 
役務費 999 

 
 215  

 
備品購入費 201 

 
備品購入費 224 

 
 △23  

 
使用料及び賃借料 30 

 
使用料及び賃借料 37 

 
 △7  

 
学校消耗品配当金 11,765 

 
消耗品購入受託費 11,780 

 
 △15  

  
15,070 

  
15,629 

 
 △559  

  
61,717 

  
62,159 

 
 △442  

２．小・中学校給食補助業務         

（直接費） 
     

 
 

 

 人件費 75,741 
 

賃金 75,742 
 

 △1  

 
共済費 303 

 
共済費  -  

 
 303  

 
需用費 1,664 

 
需用費 1,458 

 
 206  

 
役務費 1,317 

 
役務費 1,317 

 
  -   

  
79,025 

  
78,517 

 
 508  
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市の積算金額（予定価格） 学校給食会の予算額（契約金額）  差額  

 
１＋２ 140,742 

 
１＋２ 140,676 

 
 66  

 
消費税等 7,037 

 
公租公課 7,034 

 
 3  

 
合計 147,779 

 
合計 147,710 

 
 69  

 

市の積算金額と学校給食会の予算金額とを項目別に比較してみると、個々に

多少の差は出ているものの、トータルで見た場合には、その差額は 69,100 円し

かなく、積算金額とほぼ同額での契約（契約率 99.9％）となっている。 

ここでは、学校給食会の予算よりも、市の積算金額（＝予定価格）のほうが

高いため、給食会が予算と同額の見積もりを提示すれば、結果的には、予定価

格の範囲内ということで、予算額と同一の契約が可能となる。つまり、この積

算によれば、学校給食会の予算額が、そのまま契約金額となりうる状態であっ

たといえる。 

これらの金額の内訳を見ていくと、市の積算金額にも給食会の予算額にも、

役員報酬、外部監査費用、備品購入費など、委託業務とは直接関係ない項目が

含まれていることがわかる。これは、委託業務と直接関係のない費用が、市の

委託費として支払われていることに他ならない。 

 

【指摘事項】 

このように、市が学校給食会へ支払っている委託費の中には、役員報酬、外

部監査費用、備品購入費などが含まれていることが判明した。これらの費用は、

静岡市学校給食会という組織の管理運営費であって、委託業務の対価ではない。

つまり、学校給食会の管理運営費が、委託費という名目で支払われているとい

うことになる。この支払いは、実質的には、管理運営費の補助である。 

現状の市の積算方法は、委託業務の対価を算定しているというよりは、結果

として、学校給食会の予算とほぼ同額になるような金額を集計しているにすぎ

ない。本来、委託料の積算は、仕様書に記載されている業務を遂行するために

必要な費用を、個別に積み上げ算出するものである。 

市は、現状の積算方法を見直し、適正な委託業務の対価を算定する必要があ

る。また、運営費を支出する場合には、委託費としてではなく、補助金等とし

て支出の妥当性を検討する必要があると考える。 
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（２）静岡市と静岡市学校給食会の関係について 

【現状】 

先に示したとおり、静岡市と静岡市学校給食会の関係は、次の図のとおりで

ある（再掲）。 
 

 
 

静岡市学校給食会の会計単位は、一般会計、受託会計、物資会計に区分され

ている。このうち、受託会計は、静岡市と委託契約を締結している「学校給食

用物資購入事務及び小・中学校給食補助業務」の受託料を収入として（上記※

２）、静岡市学校給食会の管理、運営を行う会計である。また、物資会計は、保

護者から収集した給食費を収入とし（上記※１）、学校給食の材料購入を行う会

計である。そして、受託会計、物資会計以外の部分が一般会計である。 

平成 25 年度の各会計の収入金額（決算額）は、以下のとおりである。 
 

（単位：千円） 

一般会計 受託会計 物資会計 

基本財産収入 8 受託事業収入 144,325 給食費収入 1,840,152 

業務外収入 703 業務外収入 － 業務外収入 13 

 収入金額 711  収入金額 144,325  収入金額 1,840,165 
 

保護者から集めた給食費は、静岡市の歳入となるわけではなく、全額が学校

給食会の収入となっている。この物資会計の給食費収入は、平成 25 年度の決算

額で 1,840 百万円、月額平均 153 百万円であり、学校給食会では、多額の資金

が取り扱われていることがわかる。 

 その結果、学校給食会では、現金預金の残高も多くなっており、平成 26 年 3

月 31 日現在の残高は、次のとおりとなっている（なお、学校給食会の財務諸表

については、公認会計士の監査を受けている）。 

 

延滞管理 延滞管理 

給食費※１ 

委託契約※２ 
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（単位：千円） 

区分 一般会計 受託会計 物資会計※３ 合計 

流動資産     

 現金預金 18,241 5,275 78,073 101,589 

固定資産     

 退職給与特定資産※１ － 33,071 － 33,071 

 基本金特定資産※２ 42,700 － － 42,700 

 60,941 38,346 78,073 177,360 

※１ 静岡市学校給食会職員の退職給付引当金（定期預金） 

※２ 不可避的に発生した事由により学校給食が提供できなかった場合に保護者への

返金に備えるために保有（定期預金） 

※３ 物価急騰時における給食材料の購入に備えるために保有（普通預金と定期預金） 

 

 このように、静岡市学校給食会では、保護者から預かった多額の給食費が収

入として計上され、多額の資金が取り扱われている。しかし、静岡市と静岡市

学校給食会との関係は、先の図にあるとおり、「学校給食用物資購入事務及び

小・中学校給食補助業務」の委託関係があるのみである。そこで、保護者から

徴収した給食費が、市の収入ではなく、学校給食会の収入となる根拠、すなわ

ち、最終的な徴収権者が学校給食会であるとする根拠について質問したところ、

次の回答があった。 
 

 「学校給食用の物資の共同購入促進について 昭 41・12・26 国体 75 文部省

体育局長から各都道府県教育委員会教育長あて」に基づき、静岡市学校給食会

が共同購入を行っていることから、静岡市学校給食会の収入として納入してい

ます。 
 

上記「学校給食用の物資の共同購入促進について」には次の記載がある。 
 

 共同購入事務は、原則として市町村が直接行うものとするが、共同購入のた

めの既存の組織たとえば市町村の学校給食会等の団体がある場合は、じゅうぶ

んな指導監督のもとに、その活用を図ること。 
 

 これは、市の十分な指導監督のもとに、学校給食会の活用を図ることが、原

則に対する例外として記載されているだけで、収入の帰属について記載したも

のではない。まして、静岡市と静岡市学校給食会との関係を示したものでもな

い。給食費の取り扱いについて、静岡市と静岡市学校給食会との間には、明文

化された取り決めはないとのことであった。 
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【指摘事項①】 

このように、保護者から徴収した学校給食費は、静岡市の収入となるわけで

はなく、静岡市学校給食会の収入となっており、学校給食会では多額の資金が

取り扱われている。しかし、静岡市と学校給食会との関係は、業務の委託以外

に明文化されたものはなく、給食費の取り扱いについては、明確な取り決めが

ない。 

つまり、市と学校給食会には、何の取り決めもないにもかかわらず、市は、

保護者から預かった多額の給食費を学校給食会に全権委任している状態であり、

不正事故等が生じた場合の責任関係も明確化されていないということになる。 

保護者から多額の給食費を徴収している以上、市は、市民への説明責任を果

たすことが必要である。静岡市と静岡市学校給食会との間で、学校給食費の取

り扱いや両者の関係を明確にし、それらを明文化しておくことが必要と考える。 

また、横浜市では「財団法人横浜市学校給食会のあり方について」（こども青

少年・教育委員会資料 平成 23 年 12 月 12 日 教育委員会事務局）という文書

を市のホームページで公開している。そこでは、給食費について、次のように

記載している。 
 

給食費については、現在、各学校長が管理する私会計で処理をしていますが、

平成 22 年第４回定例会において「横浜市学校給食費の管理に関する条例」を制

定し、平成24年度から本市の歳入歳出予算に計上する公会計へ移行いたします。 
 

静岡市においても、今後は、公会計への移行といった流れも視野に入れ、市

と学校給食会のあり方について検討しておくことが必要と考える。 

 

【指摘事項②】 

学校給食会は、給食事業とは無関係の独立した収益事業があるわけではない。

市は、委託費を通して、学校給食会の管理運営費を支払っており、無償で事務

室として庁舎を使用することも許可している。学校給食会は、市からそのよう

な援助を受けなければ、団体の運営を継続することは困難である。学校給食会

は、実質的には、市の財政援助団体であると考える。 

学校給食会が、市の財政的援助団体であれば、地方自治法 199 条第 7 項の規

定により、監査を実施することが可能となるが、現状では、学校給食会は、市

の財政援助団体と位置付けられているわけではない。 

つまり、学校給食会では多額の資金が取り扱われているが、この保護者から

預かった多額の資金について、市の監査等は行われていない状態となっている。 
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これは、市による学校給食会の管理運営費の援助が、補助金ではなく、委託

費を通して行われてきたことに起因するものと考えられる。学校給食会が市の

財政援助を必要とするのであれば、それは委託費ではなく、補助金として支出

すべきである。それにより、市の財政援助団体として、必要に応じて監査を行

うなど、市の積極的な管理監督を強化する必要があると考える。 

 

 

（３）学校給食の安全検査について 

【現状】 

学校給食の食材の検査は、静岡市が管理を行っている。その内容は下記のと

おりである。 
 

内容 検査対象 実施者 

放射性物質検査 調理された給食 静岡市 

農薬検査 調理前の食材 学校給食会 

安全証明書等の添付義務 購入前の食材 物資購入委員会（学校給食会が開催） 

細菌検査 調理された給食 静岡市が委託した検査機関 
 

これらのうち、学校給食会が行う農薬検査は、食材購入後、年間５品目を抜

き打ちで検査している。また、安全証明書の添付義務は、学校給食会が開催し、

毎月行われる物資購入員会において、購入予定のすべての食材に、安全証明書

や検査証明書が添付されていることを確認している。 

しかし、委託業務の仕様書には「良質かつ新鮮な食材の選定を行うこと」と

いう文言があるのみで、食品の安全検査について、具体的な記載はない。 

 

【指摘事項】 

学校給食の安全検査については、市が管理しているが、業務仕様書には、具

体的な検査内容が記載されていないため、市と学校給食会との役割分担が不明

確となっている。 

食品の安全検査については、「良質かつ新鮮な食材の選定を行うこと」という

包括的な文言ではなく、個別具体的な検査内容を記載することにより、学校給

食会の役割を明確にしておくことが必要と考える。 
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４．東部・北部・中吉田学校給食センター汚水処理施設管理運転業務 

【概要】 

委託業務名 東部・北部・中吉田学校給食センター汚水処理施設管

理運転業務 

積算金額 16,220,400 円 

予定価格 16,170,000 円 

契約額 15,391,425 円 

担当課 教育委員会事務局教育部学校給食課 

委託先名 一般財団法人静岡市環境公社 
 

【事業の概要】 

施設の正常な機能を維持するための機器等の点検・調整及び放流水等の水質

検査を行う。 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

浄化槽法に規定する技術管理者等を、各学校給食センターに常時配置する

ことが困難であるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、一般財団法人静岡市環境公社へ委託してい

る。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり

記載されている。 
 

当該業務に必要な事業登録、許可、資格及び作業車両を有している業者の中

で業務体制が整っているのは上記の１者のみであるため。 

 

各処理施設によって、処理方法、使用する薬剤が異なるが、中吉田の学校給

食センター汚水処理施設のフローは、次の図のとおりである。 
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（１）積算と実績の乖離について 

【現状】 

この業務では、前ページの図の左下にある「株菌タンク」と「培養液タンク」

から、株菌液、培養液という２種類の薬剤が使用されている。 

積算価格の算定上、これらの薬剤はそれぞれ120ℓ使用する予定となっている。

しかし、実施報告書で報告された実際の使用量は各 36.5ℓ であり、予定使用量

の 30％程度に過ぎなかった。これによる影響額は、次のとおりである。 
 

（株菌液単価＋培養液単価）×（設計書使用量―実際使用量）× 1.05 

＝（5,750 円＋5,750 円）×（120－36.5）ℓ × 1.05 

＝ 1,008,262 円 
 

このように、薬剤の使用実績からすると、市の積算価格は 1,008,262 円高い

ものとなっている。この委託契約では、市の積算価格は 16,220,400 円、環境公

社の落札価格は 15,391,425 円であり、落札価格と積算金額の差は 828,975 円で

ある。仮に薬剤の使用実績をもとに積算をしていた場合には、市の積算価格と

予定価格は、公社の落札価格よりも低くなっていたことがわかる。 

薬剤の使用量については、平成 25 年度には特別な事情は発生しておらず、こ

こ数年、特に大きな変動も生じていない。しかし、翌平成 26 年度の積算価格に

ついても、薬剤の予定使用量はそれぞれ 120 ℓ として算定されていた。 

 

【指摘事項①】 

この業務において、薬剤の使用実績は、市が予定している使用量の 30％程度

に過ぎず、その分、実態よりも、市の積算価格は高く算定されている。つまり、

市の積算金額は、公社の実質的な負担額よりも高く見積もられており、契約金

額も高いものとなっている。 

これは、薬剤の使用量について、市の見積もりと環境公社の実績とが大きく

乖離していることに起因するものである。積算金額については、環境公社の薬

剤の使用実績を考慮して、算定する必要があると考える。 

 

【指摘事項②】 

この業務では、業務完了後に実施報告書を入手し、業務の実施状況について

確認を行っている。しかし、所管課では、薬剤使用量について、積算と実績と

が乖離していることに気づいてはいなかった。 
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実施報告書を入手する目的は、業務の適切な実施を確認することだけではな

く、現状の問題点を改善し、次年度の仕様書等に反映させるという目的もある

はずである。前年度の実施報告書の結果を精査し、当初の設計と乖離している

部分については、原因を究明し、次の年度の契約に反映させるという、ＰＤＣ

Ａサイクルの確立に努める必要がある。 
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５．教育委員会文書送達業務委託 

【概要】 

委託業務名 教育委員会文書送達業務 

積算金額 12,478,200 円 

予定価格 11,550,000 円 

契約額 9,671,760 円 

担当課 教育委員会事務局教育部教育総務課 

委託先名 ㈱Ｑ配サービス 
 

【事業の概要】 

静岡市教育委員会と教育機関及び関連施設間における連絡文書等の送達業務。

教育機関及び関連施設数は、147 機関とする。 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

教育委員会と教育機関等間における事務処理を迅速かつ確実に行うため。

また、本業務の送達文書には、「特定の受取人に対し、差出人の意思を表示し、

又は事実を通知する文書（信書）が含まれていることから、特定信書便事業

者による業務委託により文書送達を行う。 
 

【委託業者の選定】 

８者（３者入札、３者辞退、２者棄権）による競争見積りの結果、㈱Ｑ配サ

ービスが選定されている。 
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（１）契約違反（再委託）について 

【現状】 

業務の再委託について、委託契約書第９条には、次の記載がある。 
 

受託者は、第三者に対し、委託業務の全部若しくは一部の実施を委託し、又は

請け負わせてはならない。 
 

つまり、この委託契約では、業務の再委託を禁止している。しかし、監査の

結果、業務の一部について、再委託が行われている事実が見受けられた。 

先にも述べたとおり、静岡市では、委託業務の再委託については、原則とし

て禁止している。ただし例外的に、「業務の性質や相手方の特殊性から、契約の

履行確保を図るために、社会通念上妥当であると認められる場合」に限り、再

委託を認めることとしている。 

この場合には、契約書に「ただし、○○事業（業務）の一部についてあらか

じめ静岡市の書面による承諾を受けた時はこの限りでない。」等の規定を設けて

おく必要がある。しかし、委託契約書には、再委託を例外的に認めるための規

定が設けられていなかった。 

また、再委託を承認するときには、所管課内での決裁や、再委託先から「暴

力団員排除に関する誓約書兼同意書」を入手するなど、所定の事務手続が必要

となるが、それらの手続も行われていなかった。 

 

【指摘事項①】 

この業務委託では、契約書において、再委託を禁止しているにもかかわらず、

業務の一部が再委託されている。これは契約違反にあたる。再委託を行うので

あれば、契約書の規定を変更しておく必要がある。 
 

【指摘事項②】 

また、再委託を実施するにあたり必要となる再委託の承認手続、必要書類の

入手など、市の定めた事務手続が行われていない。再委託を行うのであれば、

これらの事務手続についても、もれなく実施する必要がある。 
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（２）再委託が行われた経緯について 

【現状】 

業務の再委託が、契約書上、禁止されているにもかかわらず、行われていた

経緯は、以下のとおりである。 
 

〇平成 24 年度 

平成 24 年度の契約後に、受託者から所管課の担当者に「教育委員会文書送達

業務を当社（受託者）の請負が行うことは可能であるか」という質問が電話で

あり、当時の担当者は口頭でこれを了承した。 
 

〇平成 25 年度 

平成 25 年度も、競争見積により、同じ受託者と契約を締結している。ただし、

担当者が、再委託が契約書第９条に違反していることに気づいたため、受託者

に対し、第三者に請け負わせずに業務を履行することを要請した。 

しかし、受託者は、前年度に担当者へ確認した際に、請負が行うことが可能

である旨を確認しているとして、第三者に業務を請け負わせてしまった。 

結果、所管課では、契約書第９条に反しているという事実を知りながらも、

そのまま放置した状態が続いていた。 

 

【指摘事項】 

この業務では、契約書上、再委託の禁止を明記している。しかし、平成 24 年

には、当時の担当者が受託者に対し、受託者の請負が業務を行うことは可能で

ある旨の返答を口頭で行っている。受託者の請負に業務を行わせることが、契

約書に違反していることは明らかであった。契約内容についての担当者の理解

不足、再委託禁止という市のルールの認識不足がうかがわれる。 

また、平成 25 年度においては、契約書に違反している事実を知りながら、結

果的には、そのまま放置していたことにも問題がある。こうした問題を契約課

に相談したうえで、受託先と話し合いをしていれば、事後的とはいえ、契約書

の条項を変更する、再委託の承認手続を経るといった対応も可能であったはず

である。契約書に違反しているという事実については、もっと重く受け取らな

ければならない。 

このような事態を避けるため、委託契約の業務内容について、担当者の理解、

認識を高めるとともに、契約課との連携についても、強化しておく必要がある

と考える。 
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（３）主たる業務の再委託について 

【現状】 

この委託契約の業務内容は、「静岡市教育委員会と教育機関等間における連絡

文書等の送達」業務である。そして、再委託されている業務も「静岡市教育委

員会と教育機関等間における連絡文書等の送達」業務である。 

これは、主たる業務の再委託である。静岡市では、主たる業務の再委託を禁

止している。つまり、この業務の再委託は、市が禁止している事項に該当する。 

 

【指摘事項①】 

所管課には、主たる業務を再委託しているという認識がなかったとのことで

ある。課内において、市のルールの理解の徹底を図り、委託業務の管理体制を

強化する必要があると考える。 

 

【指摘事項②】 

この業務では、市のルールに反し、主たる業務の再委託が行われていた。た

だし、配送業には、貨物運送について、会社の協力個人事業主に委託する業界

の慣行がある。特定信書便の認可を有する受託者が自社ですべての業務を行う

場合と、会社の協力個人事業主に再委託する場合の経費を比較すると、再委託

するほうが、50％近く経費を削減することができる。また、実務上、業務を再

委託することによる弊害が、特に生じているわけでもない。 

これらを考えると、主たる業務の再委託を行っていることが、静岡市のルー

ルに抵触していること以外に実務上の問題はなく、現状のやり方のほうが、コ

スト効率もいいことがわかる。 

主たる業務の再委託については、やはり、市のルールに抵触していることを

理由に止めるべきなのか、あるいは、コスト効率等を考慮して継続するべきな

のか、まずは所管課と契約課で検討する必要がある。そのうえで、主たる業務

の再委託を継続すると決めた場合には、この再委託を例外的に妥当と判断した

合理的な理由について、市民に対し明確に説明する必要があると考える。 
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６．学校等可燃ごみ収集運搬業務 

【概要】 

〇葵区・駿河区 

委託業務名 学校等可燃ごみ収集運搬業務その１ 

積算金額 収集運搬１回あたり 27,300 円 

予定価格 収集運搬１回あたり 27,300 円 

契約額 収集運搬１回あたり 24,150 円 

担当課 教育委員会事務局教育部教育施設課 

委託先名 一般財団法人静岡市環境公社 
 

〇清水区 

委託業務名 学校等可燃ごみ収集運搬業務その２ 

積算金額 収集運搬１回あたり 17,010 円 

予定価格 収集運搬１回あたり 17,010 円 

契約額 収集運搬１回あたり 13,965 円 

担当課 教育委員会事務局教育部教育施設課 

委託先名 ㈲深沢商店 

 

【事業の概要】 

葵区・駿河区の市立小、中学校、幼稚園及び高等学校から排出される可燃ご

みを収集し、市清掃工場等へ運搬する。 

清水区（蒲原・由比地区を除く）の市立小、中学校、幼稚園及び高等学校か

ら排出される可燃ごみを収集し、市清掃工場等へ運搬する。 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、業務実施伺いには、ともに次のとおり記載されている。 
 

一般廃棄物の収集・運搬は、許可をもつ特定の者でなければ取り扱いがで

きないため。 
 

【委託業者の選定】 

葵区・駿河区では、７者による競争見積りの結果、一般財団法人静岡市環境

公社が選定されている。清水区では、５者による競争見積りの結果、㈲深沢商

店が選定されている。 
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（１）ごみ収集箱の取り扱いについて 

【現状】 

この委託契約は単価契約である。どのような契約が単価契約になるのかにつ

いて、特に規程は存在しないが、学校等可燃ごみ収集運搬業務が単価契約とな

っている理由は、以下の２点である。 
 

１）業務の性質上、収集回数に応じて弾力的に金額が変動する（変動的な費用で

構成されている）こと。 

２）業務開始前において、ごみ収集運搬の年間見込回数を算出しているものの、

樹木の伐採等の臨時的な収集運搬が行われることから、業務が完了するまで

収集運搬回数が確定しないこと。 
 

積算上の単価の内訳は、以下のとおりである。 
 

内容 葵・駿河区 清水区 摘要 

労務費 13,750 円 13,750 円 運転手、積込作業員 

燃料費 1,245 円 1,245 円 軽油代 

車両損料 500 円 500 円  

容器設置料 9,333 円 ― ※下記参照 

委託原価計 24,828 円 15,495 円  

諸経費 1,241 円 774 円 委託原価計の 5% 

小計 26,069 円 16,269 円  

委託費計 26,000 円 16,200 円 100 円未満切り捨て 

消費税 1,300 円 810 円  

合計 27,300 円 17,010 円  

※容器設置料はダストボックスの設置料総額（小売価格の 75%掛け）を耐用年数の５年

で割り、年間予定収集回数（270 回）で除して、１回当たり金額を算出している。 
 

これを見ると、葵・駿河区の予定価格単価は 27,300 円、清水区の予定価格単

価は 17,010 円と大きく乖離しており、葵・駿河区の単価は、清水区の単価より

も 60％高くなっていることがわかる。 

この違いは、葵・駿河区には、清水区にはない「容器設置料」（とそれに伴う

「諸経費」、「消費税」）があることに起因している。「容器設置料」の「容器」

とは、ごみ収集箱のことである。 

ごみ収集箱の取り扱いについて、仕様書には、次のとおり記載されている。 
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葵・駿河区 清水区 

ごみ収集箱（プラスチック類の容器

でキャスター及び蓋付きで、容量は

45 ㍑ごみ袋 30 袋相当が入る物）は、

受託者が用意する。 

ごみ収集箱（プラスチック類の容器

でキャスター及び蓋付きで、容量は

45 ㍑ごみ袋 30 袋相当が入る物）は、

静岡市が用意する。 
 

このように、仕様書では、葵・駿河区はごみ収集箱を受託者が用意するのに

対し、清水区は静岡市が用意すると定められている。この取り扱いの違いによ

って、積算単価に差が生じている。 
 

このごみ収集箱の設置料（容器設置料）は、ごみの収集回数に応じて金額が

変動する変動費ではなく、収集回数とは関係なく一定金額の固定費である。積

算金額の算定方法からしても、ごみ収集箱は、耐用年数５年の固定資産である

ことを前提としている。 

しかし、この契約は単価契約であり、ごみ収集箱の支払金額は、収集回数に

よって変動することになる。前述のとおり、この契約が単価契約となっている

のは、「業務の性質上、収集回数に応じて弾力的に金額が変動する（変動的な費

用で構成されている）」からである。 

固定費が単価の３分の１超を占めていながら、「変動的な費用で構成されてい

る」として単価契約とすることは、整合性が欠けていると考えられる。 
 

また、固定費を変動費的に取り扱う単価契約では、積算単価の算定に使用し

ている年間予定収集回数よりも、実際の収集回数が上回った場合には、委託料

の支払額が必要以上に大きくなってしまう。実際に、平成 25 年度の年間予定収

集回収は 270 回であったが、実際の収集回数は 296 回と実績の方が多くなって

いた。年間予定収集回数は、曜日別ごみ収集日程表に基づいて算出した回数に、

臨時収集の見込み回数を加算して算出しているが、ごみの量等の関係で、実際

の収集回数のほうが、年間予定収集回数を上回る可能性は高いといえる。 

 

【指摘事項①】 

葵・駿河区の積算単価には、固定費が３分の１以上を占めている。多額の固

定費を「変動費的な費用で構成されている」として単価契約することには、や

はり無理があり、委託料が過大となる可能性も高い。 

葵・駿河の変動費については単価、固定費については総価を前提として、積

算方法等を見直す必要があると考える。 
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【指摘事項②】 

この委託契約では、葵・駿河区では受託者がごみ収集箱を用意するのに対し、

清水区では市が用意するものとしている。つまり、清水区では、市がごみ収集

箱を購入し、それらは市の所有物となっているが、葵・駿河区では、委託業者

がごみ収集箱を購入し、委託業者の所有物となっているということになる。 

しかし、ごみ収集箱は、本来、学校や幼稚園に常備すべき固定資産のはずで

ある。ごみ収集箱は、学校や幼稚園が固定資産として購入、管理すべきもので

あって、委託業者が購入し、学校に設置すべきものとは思えない。 

葵・駿河区では、競争見積によって委託者を選定しているが、競争見積の結

果、委託業者が変更すると、その都度、ごみ収集箱が取り替えられることにな

ってしまう。ごみ収集箱が耐用年数の到来前であり、使用可能な状態であった

としても、それらを取り替えるというのは、本来ならば不要な行為である。 

また、現状の方法では、葵・駿河区の業者は、ごみ収集箱を償却し終える前

に、業務が終了してしまうリスクを負うことになるが、清水区の業者は、この

ようなリスクを負ってはいない。同じ市内の業務でありながら、業者間の公平

性も保たれていない。 

ごみ収集箱について、葵・駿河区と清水区とで、あえて異なる取り扱いをす

る合理的な根拠はないと考える。葵区・駿河区のごみ収集箱についても、清水

区と同様、静岡市が用意すべきである。 
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７．区役所間連絡業務、地区センター文書送受業務 

【概要】 

委託業務名 区役所間連絡業務 地区センター文書送受業務 

積算金額 2,723,918 円 1,904,202 円 

予定価格 2,723,700 円 1,903,650 円 

契約額 2,490,264 円 1,747,746 円 

担当課 総務局行政管理部行政管理課 

委託先名 ㈱Ｑ配サービス 
 

【事業の概要】 

（区役所間連絡業務） 

葵区役所（静岡庁舎）、駿河区役所及び清水区役所（清水庁舎）における相互

連絡文書等の送受（１日２回） 

（地区センター文書送受業務） 

文書集配センター（静岡庁舎）と各地区センター（清沢、大川、玉川、大河

内及び梅ヶ島）との週３回（月、水、金）の文書送受 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、業務実施伺いには、ともに次のとおり記載されている。 
 

年間を通した文書送受を外部に委託することで、効率的な運用と経費節減

を図る。 
 

【委託業者の選定】 

両業務ともに、５者（２者入札、２者辞退、１者棄権）による競争見積りの

結果、㈱Ｑ配サービスが選定されている。 
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（１）主たる業務の再委託について 

【現状】 

①区役所間連絡業務 

「区役所間連絡業務仕様書」には、業務の概要として、次のとおり記載されて

いる。 
 

（業務の概要） 

１ 乙は、甲の指示に従い、甲の相互連絡文書等を区役所間において送受する

業務（以下「業務」という。）を履行する。 

※ 甲は静岡市、乙は業務の受託者をいう。 
 

業務の受託者である㈱Ｑ配サービスが再委託を行うにあたり、市へ提出した

「一部再委託承認申請書」には、「一部再委託する業務内容」として、次の記載

がある。 
 

（一部再委託する業務内容）区役所間連絡文書等の送受 
 

この再委託の承認申請を受け、所管課の決裁が行われているが、決裁書には

「承認理由」として次の記載がある。 
 

職員が職務上作成し、又は取得した文書を、各区役所間において送受する業

務は、安定的且つ円滑に遂行されなければならないことから、一部再委託する

ことは妥当と判断される。 
 

②地区センター文書送受業務 

また、「地区センター文書送受業務仕様書」には、業務の概要として、次のと

おり記載されている。 
 

（業務の概要） 

１ 乙は、甲の指示に従い、甲の相互連絡文書等を文書集配センターと各地区

センター間において送受する業務（以下「業務」という。）を履行する。 

※ 甲は静岡市、乙は業務の受託者をいう。 
 

同じく業務の受託者である㈱Ｑ配サービスが再委託を行うにあたり、市へ提

出した「一部再委託承認申請書」には、「一部再委託する業務内容」として、次

の記載がある。 
 

（一部再委託する業務内容）地区センター文書等の送受 
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この再委託の承認申請を受け、所管課の決裁が行われているが、決裁書には

「承認理由」として次の記載がある。 
 

職員が職務上作成し、又は取得した文書を、静岡庁舎と各地区センター間に

おいて送受する業務は、安定的且つ円滑に遂行されなければならないことから、

一部再委託することは妥当と判断される。 

 

【指摘事項①】 

区役所間連絡業務では、「区役所間連絡文書等の送受」が再委託されており、

地区センター文書送受業務では、「地区センター文書等の送受」が再委託されて

いる。どちらも再委託されているのは、主たる業務そのものである。静岡市で

は、主たる業務の再委託を禁止している。 

所管課には、主たる業務を再委託しているという認識がなかったとのことで

ある。課内において、市のルールの理解の徹底を図り、委託業務の管理体制を

強化する必要があると考える。 

 

【指摘事項②】 

この２業務では、市のルールに反し、主たる業務の再委託が行われていたこ

とは事実である。ただし、配送業には、貨物運送について、会社の協力個人事

業主に委託する業界の慣行がある。特定信書便の認可を有する受託者が自社で

すべての業務を行う場合と、会社の協力個人事業主に再委託する場合の経費を

比較すると、再委託するほうが、50％近く経費を削減することができる。また、

実務上、業務を再委託することによる弊害が、特に生じているわけでもない。 

これらを考えると、主たる業務の再委託を行っていることが、静岡市のルー

ルに抵触していること以外に実務上の問題はなく、現状のやり方のほうが、コ

スト効率もいいことがわかる。 

主たる業務の再委託については、やはり、市のルールに抵触していることを

理由に止めるべきなのか、あるいは、コスト効率等を考慮して継続するべきな

のか、まずは所管課と契約課で検討する必要がある。そのうえで、主たる業務

の再委託を継続すると決めた場合には、この再委託を例外的に妥当と判断した

合理的な理由について、市民に対し明確に説明する必要があると考える。 
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（２）積算価格の算定方法について 

【現状】 

区役所間連絡業務では、車両経費の積算について、次のとおり算定している。 
 

4,866 円（※）× 244 日 ＝ 1,187,304 円 

※ＨＰより、レンタカー会社５社の単価を調査し、平均した金額である。 
 

この車両経費について、輸送原価計算を行う際の指標となる計算方法（注）

により算出すると、積算金額は次のとおりとなる。 

（注）「中小トラック輸送事業者のための経営改善対策ガイドブック（輸送原

価計算の基本と留意点）」（社団法人全日本トラック協会発行）による。 
 

内容 経費 計算方法 

減価償却費 26,000 円／月 車両の取得原価 936,000 円÷使用期間 3年÷12 か月 

自動車関連諸税 986 円／月 ①自動車取得税（軽自動車） 

取得価格 936,000 円×2%÷3 年÷12 か月＝520 円 

②自動車税 

年額（軽自動車営業用貨物）3,000 円÷12 か月＝250 円 

③自動車重量税 

2 年分（軽貨物）5,200 円÷2年÷12 か月＝216 円 

保険料 2,391 円／月 ①自賠責保険 

保険料（営業用小型貨物車）26,370 円÷契約月数 24 か月＝

1,099 円 

②任意保険 

保険料（営業用小型貨物車）15,510 円÷契約月数 12 か月＝

1,292 円 

燃料費 12,566 円／月 ・年間稼働月数 243 日×1日当たりの走行距離 61.4 ㎞ 

 ＝年間走行距離 14,920 ㎞ 

・年間走行距離 14,920 ㎞÷12 か月＝月間走行距離 1,243 ㎞ 

・月間走行距離 1,243 ㎞÷燃費 15.53 ㎞/ℓ×ガソリン単価※

157 円 ＝12,566 円 

※ガソリン単価は平成 26 年 10 月 10 日現在のものを使用 

油脂費 497 円／月 ・オイル交換目安（JAF データ使用）7,500 ㎞÷オイル量 3ℓ 

 ＝オイル効率 2,500 ㎞/ℓ 

・月間走行距離 1,243 ㎞÷オイル効率 2,500 ㎞/ℓ 

×オイル購入単価 1,000 円/ℓ＝497 円 
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内容 経費 計算方法 

修繕費 11,952 円／月 ①一般修繕費 

年間修繕費※99,537 円÷12 か月＝8,295 円 

※平成 27 年度当初予算要求 科目別見積基準単価表を使用 

②車検、点検整備費 

車検点検費用（軽自動車）87,777 円÷車検有効期間 24 か月 

＝3,657 円 

タイヤ費 912 円／月 月間走行距離1,243㎞÷タイヤ交換目安30,000 ㎞×本数 4本 

×タイヤ単価※5,500 円＝912 円 

※タイヤ単価は平成 26 年 10 月 10 日現在のものを使用 

合計 55,304 円／月  

年間当たり 

車両経費 
663,648 円／年 

55,304 円／月×12 か月＝663,648 円 

 

このように、車両経費については、レンタカーの賃借料を用いて算出すると

1,187,304 円となるが、輸送原価計算を行う際の指標となる計算方法により算出

すると 663,648 円となる。これにより、積算金額は 40％以上少なくなることが

わかる。 

 

【指摘事項】 

レンタカーの賃借料には、事業者の利益も含まれているため、運搬頻度が高

い業務にレンタカーの単価を適用すると、実例価格に比べて相対的に高い金額

となる。区役所間連絡文書等の送受は、すべての開庁日に１日２便（午前 8 時

45 分から午後 3時 30 分まで）の運搬が行われており、車両の運搬頻度は高いも

のとなっている。 

区役所間連絡業務のように、車両の運搬頻度が高い業務では、適正な原価計

算にもとづいて、車両経費の積算価格を計算するべきである。 
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８．静岡駅北口情報提供コーナー管理運営業務 

【概要】 

委託業務名 静岡駅北口情報提供コーナー管理運営業務 

積算金額 7,117,702 円 

予定価格 7,108,500 円 

契約額 7,099,050 円 

担当課 経済局商工部観光・シティプロモーション課 

委託先名 （公財）静岡市まちづくり公社 
 

【事業の概要】 

静岡駅北口地下広場に設置した情報提供コーナー「しずチカ情報ポケット」の

管理運営並びに展示作品の警備及びシティプロモーション情報の提供等を行う。 
 

【委託の理由等】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

静岡駅北口情報提供コーナーの効率的な運用と、来訪者や市民に対し、シ

ティプロモーション情報等の提供及びまちなかの賑わい創出を図るため、ま

ちづくり事業・情報発信事業等の実績を有する事業者に業務を委託する。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

当該業務従事者に対する給与の支払いを確実に行う必要があることから、受

託者において人件費等の経費に係る資金の確保が必要とされるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡市まちづくり公社へ委託してい

る。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり

記載されている。 
 

当該事業者は、静岡市中心市街地活性化基本計画において、本市より中心市

街地整備推進機構としての指定を受けるとともに、中心市街地における都市機

能増進やまちづくり事業を業務のひとつとしている公益法人である。 

また、来訪者や市民に対し、静岡駅北口地下広場に設置されたマルチビジョ

ン及びデジタルサイネージを活用し、シティプロモーション情報、まちなか情
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報の発信等も実施していることからも、本業務を併せもつことによる情報発信

の相乗効果と、さらなるシティプロモーションの推進が期待できるため。 

 
 

（１）前金払いの適用について 

【現状】 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

本業務で前金払いを適用する理由について、委託業務実施伺いには、「当該業

務従事者に対する給与の支払いを確実に行う必要があることから、受託者にお

いて人件費等の経費に係る資金の確保が必要とされるため」と記載されている。 

この業務の受託者は、市の外郭団体である公益財団法人静岡市まちづくり公

社であり、ホームページで決算書を開示している。平成 25 年度の決算書を見る

と、年間の経常費用は 1,951 百万円、経常収益は 1,879 百万円であり、減価償

却費を 25 百万円計上している。また、平成 26 年 3 月 31 日現在の貸借対照表に

よれば、273 百万円の現金預金の他、245 百万円の定期預金（基本財産）を保有

していることもわかる。これらを総合的に勘案すると、総額約７百万円の本業

務の委託料を前金払いとしなかったとしても、受託先が運転資金不足となる可

能性は見当たらない。 

 

【指摘事項】 

前金払いの適用については、本報告書の他の箇所でも指摘をしているが、指

摘の対象となっている委託先は、すべて市の外郭団体である。ここで指摘して

いる外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後の支払いではなく、例外

的な前払いとなっている以上、市はその合理性を説明する必要がある。しかし、

現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっている。 

まずは、給付完了後の支払いとして、部分払いの適用が可能かどうか、検討

する必要がある。そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用する場合

には、合理的な根拠を具体的に記載し、市民への説明責任を果たす必要がある。 
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（２）事業報告の内容について 

【現状】 

委託業務について、契約書と仕様書上で定められている報告事項は、次のと

おりである。 
 

報告事項 根拠 

１ 委託業務完了報告書（年度末） 契約書第６条 

２ 情報コーナー及び展示コーナー来訪者の毎月の

利用状況（人数・件数）の取りまとめ及び市への

利用状況の報告 

仕様書１業務内容（4） 

３ 事業実績報告書（市が別に定める、月次） 仕様書８一般管理事項（6） 

 

上記２と３の定めにより、実際に月次で報告されている情報は、以下のとお

りとなっている。 
 

・しずチカ来場者内訳（案内・観光・ホビー・パンフごと、日ごとの来場者数） 

・マルチビジョン放映件数 

・しずチカ電気使用料（メーター測定値） 

・しずチカ水道使用料（メーター測定値） 
 

上記の情報はすべて数値ベースでのものであり、来訪者の属性や多い問い合

わせ内容といった、シティプロモーション情報の提供等に関する具体的な内容

については、まったく記載されていない。 

現状の報告内容は事業実態を把握するのに十分であるか、担当課に確認した

ところ、以下の回答があった。 
 

利用者数及び光熱水費の使用料は、業務の実態を把握するのに必要な数値で

あると考えております。平成 25 年度まではその他の報告は口頭で受けていたた

め、平成 26 年度は口頭での報告に加えて月毎の報告書にも記載するよう、様式

を調整しました。 
 

そこで、平成 26 年度（平成 25 年度と同じ業務を同じ業者に委託している）

の報告書（平成 26 年 10 月分まで）を確認したところ、平成 26 年度から追加さ

れた「その他」欄に記載されていた事項は、以下のとおりであった。 
 

平成 26年 4 月分 記載なし 

平成 26年 5 月分 記載なし 
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平成 26年 6 月分 記載なし 

平成 26年 7 月分 記載なし 

平成 26年 8 月分 「消防用設備等緊急点検」の実施 

平成 26年 9 月分 台風 16 号の影響に伴う開館時間の見合わせ 

平成 26年 10 月分 (1)台風 18 号の影響に伴う開館時間の見合わせ 

(2)台風 19 号の被害はなし 

(3)開館時間の遅延（出勤予定者による出社時間の錯誤による） 

(4)閉館時間の延長（大道芸ワールドカップ開催に伴う） 
 

報告書の様式を調整し、「その他」欄が追加されたとはいえ、記載されている

内容は、設備点検や仕様書外の開館状況といった施設管理についてのものがほ

とんどである。 

【見積参加者が１者である理由】に記載されている「さらなるシティプロモ

ーションの推進が期待できる」内容については、平成 26 年度になっても文書報

告が行われていない。 
 

【指摘事項】 

例えば、生活文化局の委託事業である「静岡市三保松原ガイダンスブース観

光案内・管理業務」では、利用者数を「市内」「県内」「県外」「その他」に区分

して、受託者に報告させている。また、それに加え、「多く尋ねられたこと」や

「特記事項（苦情、施設以上など）」についても、日報により文書で報告させて

いる。特記事項等には、利用者からの建設的な意見が多々記載されており、今

後事業を行うにあたり、有用な報告内容にもなっている。 

このような事例を参考に、シティプロモーションの推進に資する有用な情報

を受託者から報告させるよう、報告書の様式の改定等を行う必要がある。 

 
 

（３）事業の効果について 

【現状】 

この事業では、事務事業総点検による評価の活動指標として、来客者数を採

用している。 

平成 25 年度は、目標来場者数 2,800 人/月（平成 24 年度実績 2,679 人/月に

４％増加で設定）に対し、実績は 1,943 人/月と、目標を 30％以上も下回る結果

となり、事業評価はＣ評価となっている。 

この評価につき、事務事業総点検表の「今後の課題と取組内容」には、次の

記載があった。 
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来客数の減少要因を調査したがその理由が見当たらない。しかし、来客数が

減少した結果を真摯に受け止め、情報コーナーの運営について改善点を検討し

たい。 

 

【指摘事項】 

この委託事業では、単独随意契約の理由として、「さらなるシティプロモーシ

ョンの推進が期待できる」と記載している。しかし、平成 25 年度の来場者数は、

目標 2,800 人/月に対し、実績は 1,943 人/月と 30％以上も下回る結果となって

いる。この結果につき、担当課は、事務事業総点検表の「今後の課題と取組内

容」として、「来客数の減少要因を調査したがその理由が見当たらない」と明記

している。また、前述のとおり、現状の受託者からの報告事項には、シティプ

ロモーションの推進に資する情報は何ら記載されていない。 

こうしたことから勘案すると、担当課が来客数の減少理由を把握する努力を

怠っているように見受けられる。 

将来の目標人口を設定する静岡市にとって、シティプロモーションの推進は

不可欠な業務であり、重要性も高いはずである。担当課として、来客数の減少

理由を不明で終わらせてしまうのではなく、原因を把握できる体制を整える必

要がある。そして、早急に来客数の減少要因を究明し、適切な改善策を実施し

ていく必要があると考える。 
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９．駿府浪漫バス運行業務委託 

【概要】 

委託業務名 駿府浪漫バス運行業務委託 

積算金額 20,335,831 円（税抜） 

支出見込額 14,970,325 円（※） 

契約額 19,868,000 円（税抜） 

担当課 経済局商工部観光・シティプロモーション課 

委託先名 しずてつジャストライン㈱ 

（※）（積算金額 20,335,831 円 － 収入見込額 6,078,379 円）× 1.05 
 

【事業の概要】 

静岡中心市街地における「まち歩き観光」の促進と観光交流客の利便向上を

図り、消費の活性化と交流人口の増大を目的とした巡回バスを「駿府浪漫バス

運行実施要綱」および業務概要仕様書に基づいて運行する業務の実施 

平成 25 年 4 月 1 日より、以下のとおり、事業内容の変更を行っている。 
 

〇変更趣旨 

 事業目的に照らし、バスの主たる乗車対象とする観光交流客が、静岡中心市

街地の各所散策や買い物、飲食などを通じて、「まちを楽しむことができるバス」

となるよう、より適した運行経路、時間等に変更する。 
 

〇変更内容 

（1）運行経路 経路変更を行い約 0.5km 運行距離延長 

（2）運行時間 

 変更前 変更後 

平日 始発 10：00 終発 16：20 

20 分間隔 20 便/日 

（土日祝日とも） 

始発 10：00 終発 18：00 

30 分間隔 17 便/日 土日祝日 始発 10：00 終発 16：15 

15 分間隔 26 便/日 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

本業務の実施については、専門的な資格を必要とするため。 
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【委託業者の選定】 

本業務は単独随意契約により、しずてつジャストライン㈱へ委託している。

【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記

載されている。 
 

本業務の運行経路である静岡市街地において、道路運送法第４条の一般乗合

旅客自動車運送事業の許可を得て運行業務に実績があり、近隣に営業所を有し

て不測の事態に対応でき、レトロ調ボンネットバスを所有しているバス事業者

は、しずてつジャストライン株式会社の他にないため。 

 

 

（１）参考見積書の分析について 

【現状】 

本業務は単独随意契約であり、積算は、本契約の相手方から参考見積を聴取

し、その内容を協議して行われている。平成 25 年度においては、相手方の見積

書の内容が、そのまま市の積算となっている。 

平成 24 年度と 25 年度の積算書の内訳は、以下のとおりである。 

（単位：円） 

項目 平成 24 年度 平成 25 年度 増減 

人件費 乗務員給与手当 12,996,873  12,933,479 △63,394 

燃料油脂費 燃料代 1,590,425 1,181,177 △409,248 

車両修繕費 車両修繕 1,427,256 2,048,124 +620,868 

保険料 自動車保険 267,840 267,840 － 

施設賦課税 重量税・自動車税 129,900 84,600 △45,300 

その他経費 
車庫等使用料・回送経

費・営業外費用 
1,449,869 1,196,557 △253,312 

一般管理費 本部の運行管理人件費 1,141,991 1,472,970 ＋330,979 

小計 19,004,154 19,184,747 ＋180,593 

管理料 諸経費 1,140,249 1,151,084 △10,835 

合計 20,144,403 20,335,831 ＋202,263 

（注）上記金額は消費税抜きの金額である。なお、受託業者からの見積書では、上記項目

のうち、「人件費」については「静鉄ジャストライン全社の営業所業務担当、営業所長、

序理愛管理営業の人件費を路線キロ按分」して算出し、「一般管理費」については「本

社人件費等事務経費」を算出基礎としているとの説明書きがある。 
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【事業の概要】に記載のとおり、この事業は、平成 25 年 4 月 1 日より、運行

経路と運行時間の変更を行っている。 

この変更により、運行経路は１経路あたり約 0.5km 増加しているが、運行便

数が平日で１日３便、土日祝日で１日９便減少しているため、トータルの路線

キロ数は減少している。監査人の試算では、平成 24 年度に比べて、年間総路線

キロ数は 17％程度減少している。 

ここで、受託業者の見積書には、「人件費」については、路線キロ数按分で算

出していると記載されている。年間総路線キロ数が 17％程度減少することに伴

い、人件費も当然減少するものと思われるが、平成 25 年度の人件費は、前年よ

り 0.5％しか減少しておらず、ほとんど同額となっている。つまり、路線キロ数

の減少と見積書の「人件費」には、連動性が見当たらない。 

 この点について、担当課に確認したところ、回答は以下のとおりであった。 
 

浪漫バスは H25.4.1 より減便しておりますが、便数を一部落としても当路線

の運行に必要な人工（運転士人工）が落ちなければ運転士の人件費が下がるこ

とはありません。 
 

この回答を受けて、担当課が具体的に数値等で確認した資料の提出を求めた

ところ、以下の回答があった。 
 

他の課でどのような対応をしているか分かりませんが、当課ではそのような

分析を行っておりません。 

 

 また、平成 25 年度の一般管理費については、24 年度に比べ、３割近く増加し

ている。この原因を担当課に確認したところ、回答は以下のとおりであった。 
 

一般管理費には、広告宣伝費等も含まれます。乗務員不足解消の為、求人広

告絡みで広宣費が近年特に増大しております。 

 キロ按分の減少分も加味する必要がありますが、対前年で経費が増加してい

る為、最終的に上昇しました。 
 

この回答を受けて、キロ按分の減少がどのくらいの影響で、広告宣伝費の増

大がどのくらいの影響であるのかを、数値的に分析した資料の提出を求めたと

ころ、回答は以下のとおりであった。 
 

他の課でどのような対応をしているか分かりませんが、当課ではそのような

分析を行っておりません。 
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【指摘事項】 

このように、担当課では、受託業者が提出した見積書の「人件費」、「一般管

理費」ともに、定性的な原因の把握は行っているが、定量的な分析は行ってい

ないことが判明した。 

「委託業務各種契約事務処務事務お助けマニュアル」（契約課作成）では、「予

算要求時の留意点」として、次の記載がある。 
 

予算要求時の留意点 

（ウ）随意契約業務で積算ができない場合に、やむを得ず外部（業者等）に「参

考見積書」作成を依頼するときは、次の点に留意すること。 

③ 参考見積書の内容は、他都市も含む前例との比較、市販の物価単価表そ

の他参考資料により可能な限りチェックを行い、不明な点等は、解析可能

な課の意見や指導を求めること。 
 

担当課の「他の課でどのような対応をしているか分かりませんが、当課では

そのような分析を行っておりません。」という回答を見る限り、参考見積書の内

容について、担当課が十分なチェックを行っているとは言えない。 

特にこの業務は単独随意契約であり、競争原理が働かない契約である。マニ

ュアルに記載のとおり、参考見積書の内容については、相手方から数値による

説明等を求めるなどの方法により、可能な限りチェックを行う必要がある。 
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10．静岡市駿府城跡観光バス駐車場管理運営業務 

【概要】 

委託業務名 静岡市駿府城跡観光バス駐車場管理運営業務 

積算金額 5,723,550 円 

予定価格 5,723,550 円 

契約額 5,723,550 円 

担当課 経済局商工部観光・シティプロモーション課 

委託先名 （公財）静岡観光コンベンション協会 
 

【事業の概要】 

静岡市駿府城跡観光バス駐車場管理運営業務の業務内容は、次のとおりとな

っている（仕様書より抜粋）。 
 

Ⅱ 管理委託業務内容 

３ 受託者の業務内容 

（１）駐車場の維持管理に関すること。 

（２）駐車場の利用者への便宜の供与に関すること。 

（３）駐車場の利用を禁止し、又は制限すること。 

５ 運営業務 

（１）従業員配置（２）駐車場施設の開閉等（３）利用案内、接遇業務（４）

駐車場利用者ニーズの把握とサービス向上に関する業務（５）利用料金の

徴収業務（６）駐車予約の受付（７）観光案内等（８）緊急・救急対応に

関する業務（９）駐車場巡視及び利用指導に関する業務 

６ 施設運営業務 

（１）建築物、建築物付属備品、工作物管理業務（２）清掃業務（３）樹木

管理等 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

当事業は、葵区の中心部に観光バス専用の駐車場を開設するものであり、

駐車料金の徴収、観光案内等を主目的としているため、専門的な技能及び知

識を有する民間事業者に業務を委託するものである。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
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当該業務の委託料は、給与賃金を主体とした人件費が大部分を占めているた

め、支出は前金払とする。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡観光コンベンション協会へ委託

している。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次の

とおり記載されている。 
 

当該施設は、観光バス専用の駐車場として整備したものであり、利用促進の

ためバス会社等に対して誘致を行う際にはコンベンションに関する知識が必

要である。 

また、当該駐車場は単なる駐車場管理だけではなく、来場した観光客に対し

て市街地の旧跡や文化施設等の観光コースの案内、市内のイベントや観光情報

と提供する等、観光客へのもてなしを行うこととともに、利用者の情報を収集

し、今後の観光振興等に活用することも目的としている。 

これら幅広い業務を一元的かつ総合的に実施できるのは当該一者のみであ

る。 

 

（１）前金払いの適用について 

【現状】 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

本業務で前金払いを適用する理由について、委託業務実施伺いには、「当該業

務の委託料は、給与賃金を主体とした人件費が大部分を占めているため、支出

は前金払とする。」と記載されている。 

この業務の受託者は、市の外郭団体である公益財団法人静岡観光コンベンシ

ョン協会であり、ホームページで決算書を開示している。平成 25 年度の決算書

を見ると、年間の経常費用は 210 百万円であるが、経常収益は 211 百万円であ

り、減価償却費も 1 百万円計上している。また、平成 26 年 3 月 31 日現在で 101

百万円の現金預金を保有していることもわかる。これらを総合的に勘案すると、

総額が６百万円に満たない本業務の委託料を前金払いとしなかったとしても、

受託先が運転資金不足となる可能性は見当たらない。  
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【指摘事項】 

前金払いの適用については、本報告書の他の箇所でも指摘をしているが、指

摘の対象となっている委託先は、すべて市の外郭団体である。ここで指摘して

いる外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後の支払いではなく、例外

的な前払いとなっている以上、市はその合理性を説明する必要がある。しかし、

現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっている。 

まずは、給付完了後の支払いとして、部分払いの適用が可能かどうか、検討

する必要がある。そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用する場合

には、合理的な根拠を具体的に記載し、市民への説明責任を果たす必要がある。 

 
 

（２）事業報告の内容について 

【現状】 

この業務では、受託者の運営業務として「観光案内等」が含まれており、仕

様書には、以下の事項が規定されている。 
 

５ 運営業務 

（７）観光案内等 

① 観光施設、観光地、公共施設、ホテル・旅館、飲食店、商店街、道路、

土産物等各種問い合わせに対し応じること。 

② 静岡市、（財）静岡観光コンベンション協会、その他関係機関等が作成

した各種パンフレット、リーフレット等を積極的に収集し、問い合わせに

対し常に配布できるよう必要数を備えること。収集に係る費用について

は、受託者が負担すること。 

③ 従業員が対応できない内容については、対応可能な関係機関を紹介する

こと。 

④ 予約電話等の際に観光案内等の送付を求められた場合は、無料で送付す

ること。この際、送付に係る費用は受託者が負担すること。 

⑤ 利用促進のため、誘致活動を行うこと。 
 

この委託契約は、（公財）静岡観光コンベンション協会との単独随意契約であ

る。【見積参加者が１者である理由】には、誘致活動、観光案内、観光客のもて

なしなど、幅広い業務を実施できるのは、（公財）静岡観光コンベンション協会

しかいないとしている。また、そこには、「利用者の情報を収集し、今後の観光

振興等に活用することも目的としている」と明記されている。本業務において、

観光案内等の実施は、重要な業務であると判断できる。  



 

- 77 - 

 

【指摘事項】 

しかし、現状、委託業者から受けている月次報告には、駐車場の利用状況・

料金徴収に係る事項と施設の運営業務に係る事項が記載されているのみであり、

観光案内等についての情報は、何ら記載されていない。 

市は、観光振興に役立つ情報を委託者と共有し、実際に今後の観光振興に役

立てることができるよう、業務内容の報告を行わせるべきである。 
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11．静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府匠宿」使用料徴収業務 

【概要】 

委託業務名 静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府匠宿」使用料徴収業務 

積算金額 1,739,850 円 

予定価格 1,732,500 円 

契約額 1,680,000 円 

担当課 経済局商工部地域産業課（現 産業振興課） 

委託先名 ㈱駿府楽市 
 

【事業の概要】 

本業務は、静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府匠宿」の各種使用料の徴収に

係る以下の業務を委託するものである。 

（１）静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府匠宿」における創作体験施設使用料、

展示・映像体験施設使用料及び駐車場使用料の徴収事務 

（２）記帳事務、保管事務及び納付事務 

（３）クーポン整理表記帳事務 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

当施設の使用料は、本市が徴収すべきであるが、委託で実施することによ

り、利用者の利便性を高め、効率的に事務を進めることができるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、㈱駿府楽市へ委託している。【見積参加者が

１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記載されている。 
 

当該施設の使用許可は指定管理者が行うこととなっており、使用料徴収事務

は使用許可と一体の業務であることから、本業務を実施できるのは当該施設の

指定管理者である㈱駿府楽市しかいないため。 
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（１）委託の理由の具体性について 

【指摘事項】 

業務を委託する理由は、前述のとおりであるが、「利用者の利便性を高め、効

率的に事務を進める」ことにつき、具体的には記載されていない。 

【見積参加者が１者である理由】に記載のとおり、対象施設は指定管理者が

設置されており、市の職員は常駐していない。そのような状況下では、常駐者

である指定管理者に業務を委託するほうが、利用者の利便性を高め、効率的に

事務を進めることができるという判断になると考えられる。 

委託の理由については、より具体的に記載する必要がある。 

 

 

（２）積算と実績の乖離について 

【現状】 

委託料の積算は、各使用料徴収業務の１件当たりの所要時間に処理件数を乗

じて総所要時間を算定し、従事者の時間単価を乗ずる方法によって行われてい

る。使用料ごとの積算件数と平成 22 年度から 24 年度までの実績件数は、以下

のとおりである。 
 

 積算上の件数 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 

創作体験施設 27,000 22,577 22,730 21,952 

展示・映像体験施設 13,500 8,551 7,296 8,774 

駐車場 21,000 19,611 19,611 20,679 
 

積算上の件数は、平成 22 年度の指定管理者更新手続の際に、財政課が過去３

年間（平成 19 年度から 21 年度）の徴収件数の平均値をもとに査定した数値を

使用している。 

ここで指定管理料の積算は、使用料徴収業務も含めた「駿府匠宿」の管理に

係る総費用を算定し、その中から使用料徴収業務に係る時間を控除するという

方法によっている。本委託業務は、指定管理業務と深く関係していることから、

現在の指定管理期間である平成 23 年度から 27 年度までの５年間は、同一の根

拠により積算を行っているとのことであった。 

しかし、実際の使用料発生件数を見ると、平成 24 年度の実績は、積算上の件

数と比較して、創作体験施設 18.7％減少、展示・映像体験施設 35.0%減少、駐

車場 1.5%減少と、駐車場以外は大きく乖離していることがわかる。 
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【指摘事項】 

このように、使用料徴収業務で実際に行われている業務量は、積算上の件数

よりも少ないものとなっている。本業務が指定管理業務と深く関係しているの

は確かであるが、積算と実績との乖離状況からすると、業務量については、委

託契約と指定管理とは分けて考えるべきである。 

委託料の積算については、契約年度において予想される発生件数を使用して

算定を行うべきである。 
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12．駿府楽市「特産品展示コーナー」管理運営業務 

【概要】 

委託業務名 駿府楽市「特産品展示コーナー」管理運営業務 

積算金額 16,951,200 円 

予定価格 16,947,000 円 

契約額 16,947,000 円 

担当課 経済局商工部地域産業課（現 産業振興課） 

委託先名 ㈱駿府楽市 
 

【事業の概要】 

駿府楽市「特産品展示コーナー」管理運営業務 

ＪＲ静岡駅構内アスティ静岡内の特産品展示コーナーにおいて、静岡市特産

品の情報発信基地として、各種特産品の企画展示及びそれに付随する業務を行

う。 

① 静岡市産業の宣伝等の実施 

② 展示品及び施設の安全管理 

③ 展示品の選択及び入替え 

④ 展示品等の説明サービス 

⑤ 企画展示看板製作（吊り看板・立て看板…計 2枚×年間 30 回程度） 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施させる方が効率的なため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、㈱駿府楽市へ委託している。【見積参加者が

１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記載されている。 
 

静岡市が地場産業の振興を目的に出資、設立した㈱駿府楽市が運営する「販

売コーナー」の店内と一体性を保ちつつ、地場産品等の展示や企画、来場者へ

の説明等のサービスを行える業者は、平成３年創業以来の営業経験とノウハウ

を有し、地場産業界にネットワークを構築した㈱駿府楽市しかいないため。 
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（１）委託の理由の具体性について 

【指摘事項】 

業務を委託する理由は、前述のとおりであるが、何がどのように「効率的」

なのかについて、具体的には記載されていない。 

この点について、担当課に確認したところ、以下の回答があった。 
 

本委託業務の目的は、「伝統工芸品、地場産品の展示を通した本市地場産業の

情報発信、ＰＲ、振興」である。 

①委託先である㈱駿府楽市は静岡市が 51％を出資する第 3 セクターで、静岡市

の地場産業を「販売」という観点から応援するために設立された会社である。 

②㈱駿府楽市は、展示コーナー横に販売店舗を持ち、展示品を効果的に販売に

導くことができる。また、地場工芸品の販売実績や商品開発提案、展示ノウハ

ウ、業界団体との調整機能を有している。 

③市が展示から直接販売に結び付くような提案を行うことは、公平性やリスク

管理の観点から好ましくない。 

以上の観点から、市と比較して㈱駿府楽市が同業務を実施する方が、効率的

に目的を達成できると判断した。 
 

このような理由が付記されていれば、業務を委託する合理性を見い出すこと

ができるが、現状の記載だけでは、内容が不十分であると言わざるを得ない。 

委託の理由については、より具体的に記載する必要がある。 

 
 

（２）見積執行の実施時間について 

【指摘事項】 

見積結果表によると、この業務の見積執行日時は「平成 25 年 3 月 25 日 午

前 10 時 00 分」となっている。一方で「静岡市工芸と歴史の体験施設「駿府匠

宿」使用料徴収事務」委託業務の見積執行日時も「平成 25 年 3 月 25 日 午前

10 時 00 分」と同一時刻となっている。 

この点について、担当課に確認したところ、「２つの業務とも同一事業者を対

象にした単独随意契約の見積執行であったため、同一時刻とした」とのことで

ある。しかし、「２件を同時に執行したわけではなく、実際に時間差も生じてい

る」とのことであった。 

見積結果表は、適切に見積執行が行われたことを証する書面である。事実に

もとづいた適切な記載を行う必要がある。  
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（３）事業報告の内容について 

【指摘事項】 

市へ毎月提出される「駿府楽市「特産品展示コーナー」管理運営業務完了報

告書」には、従事者を報告する項目がある。ここでは、「特産品展示コーナー」

の従事者だけではなく、特産品展示コーナーに隣接する「販売コーナー」の従

事者も併せて記載されている。つまり、この報告は、市の委託業務と㈱駿府楽

市の固有の業務が合算された報告となっている。 

市が、委託業務が適切に履行されていることを確認するためには、本来、委

託業務の該当者のみを従事者として報告させるべきである。 

 

（４）事業の効果について 

【現状】 

この事業では、事務事業総点検による評価の活動指標として、駿府楽市年間

来場者数を採用している。来場者数の集計は、買物客数の４倍の数値を、来場

者数としてカウントすることにより行っている。 

平成 25 年度は、目標来場者数 500,000 人に対し、実績は 411,230 人と大きく

下回る結果となり、事業評価はＢ評価となっている。また、この実績は、平成

24 年度実績の 529,120 人に対しても大幅な減少となっている。 

この状況を受け、担当課では、㈱駿府楽市と協働で次の対応を行っている。 
 

１．アスティ内の他の店舗で取扱う商品の差別化を図るべく、流通の専門家の意

見を聞きながら商品仕入れ、配置、開発を行う。 

２．しずチカ情報ポケットや駅構内の観光協会と共同で、楽市店舗への誘導対策

を行う。 

３．中小企業診断士の指導を受けながら、店舗ディスプレイの研究を行うなど、

楽市店舗、展示コーナーへの誘客を図る。 
 

【意見】 

特産品展示コーナーは、静岡市の特産品の情報発信基地として、来場者へ特

産品の説明等を行うことにより、静岡市の伝統産業をＰＲしていくために設置

されているものである。そのためには、来場者数の確保が必須となる。 

今後も来場者数が大きく減少するような状況が続くようであれば、特産品展

示コーナーの設置意義について、根本的に見直す必要性も出てくるものと考え

る。来場者数を増加させ、特産品コーナーの設置意義を十分なものにするため

にも、上記の対応策を効果的に実施していく必要がある。  
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13．静岡市中小企業融資制度受付業務委託 

【概要】 

委託業務名 静岡市中小企業融資制度受付業務委託 

積算金額 5,998,881 円 

予定価格 5,998,650 円 

契約額 5,995,500 円 

担当課 経済局商工部産業政策課 

委託先名 （公財）静岡産業振興協会 
 

【事業の概要】 

制度融資及び中小企業信用保険法第２条第５項に係る認定の相談、受付事務 
 

【委託の理由等】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

中小企業への円滑な資金供給を促進するため、中小企業の経営相談に関す

る高度に専門的な知識とノウハウを持った専門業者に委託するものである。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

本契約に係る委託経費はすべて人件費と運営費であり、毎月々被雇用者に支

払われなければならず、前金払いとしなければ運転資金不足となるため。 

また、事務の簡素化のために３ヶ月ごとに支払うものとする。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡産業振興協会へ委託している。

【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記

載されている。 
 

本業務は、中小企業に対する経営相談等を実施している静岡市中小企業支援

センターが設置されている静岡市産学交流センター内で実施することにより、

経営指導から市融資制度の相談・受付に至るまでの包括的な中小企業支援や経

営相談のワンストップ化が可能となる。 

本業務とともにこれらのサービスを包括的に実施可能な団体は、静岡市中小

企業支援センターの指定法人である（財）静岡産業振興協会しかいないため。 
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（１）委託の理由の妥当性について 

【現状】 

中小企業融資制度の受付業務は、産業政策課と産学交流センターの２箇所で

実施されている。 

【見積参加者が１者である理由】に記載のあるとおり、産学交流センターで

は、包括的な中小企業支援や経営相談が行われており、実際に制度融資に関す

る相談等も行われている。こうした状況の中で、産学交流センター内で制度融

資の受付が可能であれば、サービスのワンストップ化が可能となり、利用者の

利便性は高まると考えられる。 

このような中小企業に対するサービスのワンストップ化を可能にするために

は、産業政策課内だけでなく、産学交流センター内においても、制度融資の受

付業務を行う必要がある。そして、産学交流センターで受付業務を行うにあた

っては、産学交流センターの指定管理者である（公財）静岡産業振興協会に、

業務を委託するのが合理的かつ効率的である。こうした理由から、受付業務を

委託しているのが現状である。 
 

【指摘事項】 

しかし、委託業務実施伺いには、委託の理由として、「中小企業の経営相談に

関する高度に専門的な知識とノウハウを持った専門業者に委託する」と記載さ

れている。通常の受付業務自体は、必要項目の記入内容の確認がメインとなっ

ており、必ずしも高度で専門的な知識を有している必要はないとのことである。 

委託の理由については、実態に合わせた適切な記載に改める必要がある。 
 

 

（２）前金払いの適用について 

【現状】 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

本業務で前金払いを適用する理由について、委託業務実施伺いには、「本契約

に係る委託経費はすべて人件費と運営費であり、毎月々被雇用者に支払われな

ければならず、前金払いとしなければ運転資金不足となるため」と記載されて

いる。  
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この業務の受託者は、市の外郭団体である公益財団法人静岡産業振興協会で

あり、ホームページで決算書を開示している。平成 25 年度の決算書を見ると、

年間の経常費用は 884 百万円で、借入金の返済支出も 358 百万円あるが、経常

収益は 939 百万円であり、減価償却費も 338 百万円計上している。また、平成

26 年 3 月 31 日現在で 317 百万円の現金預金を保有していることもわかる。これ

らを総合的に勘案すると、６百万円に満たない本業務の委託料を前金払いとし

なかったとしても、受託先が運転資金不足となる可能性は見当たらない。 

 

【指摘事項】 

前金払いの適用については、本報告書の他の箇所でも指摘をしているが、指

摘の対象となっている委託先は、すべて市の外郭団体である。ここで指摘して

いる外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後の支払いではなく、例外

的な前払いとなっている以上、市はその合理性を説明する必要がある。しかし、

現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっている。 

まずは、給付完了後の支払いとして、部分払いの適用が可能かどうか、検討

する必要がある。そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用する場合

には、合理的な根拠を具体的に記載し、市民への説明責任を果たす必要がある。 
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14．静岡市日本平動物園園内管理業務 

【概要】 

委託業務名 静岡市日本平動物園園内管理業務 

積算金額 178,423,350 円 

予定価格 178,416,000 円 

契約額 177,849,000 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部日本平動物園 

委託先名 （一財）静岡市動物園協会 
 

【事業の概要】 

業務内容について、委託事業実施伺いは、次のとおり記載されている。 
 

静岡市立日本平動物園の運営に係る次の園内管理業務を行う。 

（１）売改札（入園等使用料徴収業務を含む）及び案内業務、遊具施設の運

転・始業点検及び軽微な故障時のメンテナンス、駐車場の運営並びに園

内の清掃及びゴミの回収 

（２）入園者誘致及び教育普及事業に係る各種事業の共同開発・実施（夜間

開園等各種イベント、誘致宣伝キャンペーン、渋滞緩和対策及びゴミの

分別・タバコの分煙等の啓発等） 
 

また、仕様書には、より詳細に委託業務の内容が記載されている（以下、仕

様書より抜粋）。 
 

３ 委託業務の内容 

（１）入園者に対する売改札（徴収）および案内業務 

（２）駐車場の運営 

（３）遊戯施設の運営 

（４）動物園（動物収容施設を除く）内の清掃業務 

（５）入園者誘致および教育普及事業にかかる各種事業の共同開発・実施 

（６）「ふしぎな森の城」の巡視 

（７）前各号の業務を行うために必要な施設及び機材の管理に関すること 

（８）その他市長が必要と認める事項 
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【委託の理由等】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

本業務は定型的な管理業務であり、これについては、市職員が行うより委

託する方が効率的であるため。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

委託料の大半が、人件費のため、前金払いによらなければ事業運営に支障を

きたすことになるため、年 12 回の前金払いとしたい。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（一財）静岡市動物園協会へ委託している。

【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記

載されている。 
 

当該業者は、開園以来 43 年間日本平動物園の運営に貢献してきた実績をも

つ。 

当該業者が行うボランティア組織の運営や各種教育普及活動などの業務と

一体的に園内管理業務を実施することが、園として全体的な事業効果を高め、

来園者へのサービスの維持向上が確保できる。 

以上により、当該業者との単独随意契約としたい。 

 
 

（１）委託の理由について 

【現状】 

 委託業務実施伺いには、「本業務は定型的な管理業務」であることが、この業

務を委託する理由として記載されている。一方、【見積参加者が１者である理由】

には、「当該業者が行うボランティア組織の運営や各種教育普及活動などの業務

と一体的に園内管理業務をすることが、園として全体的な事業効果を高め、来

園者へのサービスの維持向上が確保できる」と記載がある。この【見積参加者

が１者である理由】からは、本業務が「定型的な管理業務」であるとは判断で

きない。 

この点について、担当課に確認したところ、「委託の理由は市が直接管理する

より、民間に委託した方が効率的である理由を記載して」いると回答があった。 
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【指摘事項】 

しかし、業務の実施伺いや仕様書には、園内管理業務の１つとして、「入園者

誘致及び教育普及事業に係る各種事業の共同開発・実施」と明記されている。

この委託業務を全体で捉えた場合に「本業務は定型的な管理業務」と言い切る

ことは困難である。 

「本業務は定型的な管理業務」であるとする、現状の委託の理由は不適切で

あると考える。委託の理由を適切な表現に改めるべきである。 

 
 

（２）前金払いの適用について 

【現状】 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

本業務で前金払いを適用する理由について、委託業務実施伺いには、「委託料

の大半が、人件費のため、前金払いによらなければ事業運営に支障をきたすこ

とになるため、年 12 回の前金払いとしたい」と記載されている。 

この業務の受託者は、市の外郭団体である一般財団法人静岡市動物園協会で

あり、ホームページで決算書を開示している。平成 25 年度の決算書を見ると、

年間の経常費用は 345 百万円であり、１ヶ月当たりの経常費用は 28 百万円であ

る。また、平成 26 年 3 月 31 日現在で 139 百万円の現金預金を保有しているこ

ともわかる。仮に毎月の業務完了後に部分払いを行うこととした場合には、現

状と比べ、１ヶ月多くの資金が必要となるが、受託者の１ヶ月分の必要資金は

概算で 28 百万円である。現金預金の保有残高が 139 百万円であることからする

と、部分払いを適用すれば、前金払いを行わなくても資金不足とはならないは

ずである。よって、前金払いを行わなかったとしても、事業運営に支障をきた

すとは考えられない。 

 

【指摘事項】 

前金払いの適用については、本報告書の他の箇所でも指摘をしているが、指

摘の対象となっている委託先は、すべて市の外郭団体である。ここで指摘して

いる外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後の支払いではなく、例外

的な前払いとなっている以上、市はその合理性を説明する必要がある。しかし、
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現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっている。 

まずは、給付完了後の支払いとして、部分払いの適用が可能かどうか、検討

する必要がある。そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用する場合

には、合理的な根拠を具体的に記載し、市民への説明責任を果たす必要がある。 

 

 

（３）積算金額の算定根拠について 

【現状】 

本業務の管理ファイルに編纂されていた積算金額の内訳は、以下のとおりで

ある。 
 

項目 金額（円） 

職員給料 51,472,000 

諸手当 35,183,000 

賃金 31,254,000 

福利厚生 18,109,000 

物件費その他 10,224,000 

小計 146,242,000 

管理費 23,685,000 

租税公課 8,496,350 

合計 178,423,350 
 

 平成 25 年度の積算は、まずは、平成 24 年度の財政課の査定をベースに、受

託者である動物園協会が作成した平成 24 年度予算要求明細書を参考として、担

当課で 178,694 千円と算定している。その後、財政課の査定を受け、査定額が

178,424 千円となったため、これを参考に再度積算を行い、上記の積算書を作成

するに至っている。 

 

【指摘事項】 

 このような積算作成過程の中で、担当課には、大まかな数値の積算書しか資

料が残っていない。すなわち、積算金額のうち、個別の項目の数値に結び付き、

算出根拠の明細となる資料は存在していない。 

積算は、予定価格決定や契約締結の根拠となるものである。その数値の算出

根拠を詳細に記載した積算書の作成を行うべきである。 
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（４）仕様書に基づく積算書の作成について 

【現状】 

「委託業務等各種契約事務処務事務お助けマニュアル」（契約課作成）には、

「予算要求時の留意点」として、以下の事項が記載されている（以下、本業務

に関係する部分のみを抜粋している）。 
 

予算要求時の留意点 

（ア）仕様書を作成し、これに基づく積算を行うこと 

（ウ）随意契約業務で積算ができない場合に、やむを得ず外部（業者等）に「参

考見積書」作成を依頼するときは、次の点に注意すること。 

③ 参考見積書の内容は、他都市も含む前例との比較、市販の物価単価表そ

の他参考資料により可能な限りチェックを行い、不明な点等は、解析可能

な課の意見や指導を求めること 
 

本業務では、仕様書に基づく積算は行われていない。この点について、担当

課に「業務ごとの所要日数や必要人員を算出して積算を行うべきではないか」

と質問したところ、「今後、算出し把握に努めます」と回答があった。 

 

【指摘事項】 

現状の積算は、動物園協会が作成した予算要求明細書の所要経費がベースと

なっているため、標準的な経費水準との関係がわかりにくい状態となっている。

上記のマニュアルにもあるように、仕様書に基づく積算を行うことによって、

より適切な内容の積算となり、適切な水準の委託料を把握することも可能にな

る。現状の積算方法を改め、仕様書に基づいた積算を行う必要がある。 

 

 

（５）業務の発注形態について 

【現状】 

【概要】に記載したとおり、日本平動物園園内管理業務は、仕様書上、以下

の８つの業務で構成されている。 
 

（１）入園者に対する売改札（徴収）および案内業務 

（２）駐車場の運営 

（３）遊技施設の運営 

（４）動物園（動物収容施設を除く。）内の清掃業務 
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（５）入園者誘致および教育普及事業にかかる各種事業の共同開発・実施 

（６）「ふしぎな森の城」の巡視 

（７）前各号の業務を行うために必要な施設及び機材の管理に関すること 

（８）その他市長が必要と認める事項 
 

ここで、仕様書に載されている業務について、個別に見ていくと、「（５）入

園者誘致および教育普及事業にかかる各種事業の共同開発・実施」以外の業務

については、対応可能な業者は複数存在すると考えられる。現に市の委託業務

でも、駐車場の運営のみ、あるいは、清掃業務のみでも、業務委託は行われて

いる。また、日本平動物園の管理業務には、以下のように、本業務とは別に、

市が外部へ委託している業務もある。 
 

業務名 契約金額 契約相手 

日本平動物園夜間警備業務 7,150 千円 （株）ユアーズ静岡 

日本平動物園園内植栽管理業務 5,502 千円 （公財）静岡市シルバー人材センター 
 

担当課によれば、この２業務は、静岡市動物園協会へ委託したとしても、明

らかに再委託となる可能性が高いため、動物園協会を通さずに、市から直接委

託しているとのことであった。 

このように業務を分割し、個別に委託することは、本業務に含まれる駐車場

の運営や清掃業務においても可能と考えられるが、現状では、市は個別に業務

委託を行うことはせず、包括的な業務委託契約としている。 

【概要】にも記載したとおり、「当該業者が行うボランティア組織の運営や各

種教育普及活動などの業務と一体的に園内管理業務を実施することが、園とし

て全体的な事業効果を高め、来園者へのサービスの維持向上が確保できる」と

いうのが、その理由である。 
 

 ここで、現在の包括的な発注形態と比較し、駐車場の運営や清掃業務を個別

に発注したときのメリットとデメリットを考えると、以下の点が挙げられる。 
 

メリット 競争原理を働かせることによって、委託料を下げることがで

きる。 

デメリット 

（※） 

ボランティア組織の運営や各種教育普及事業などの業務との

一体的な管理が阻害され、園として全体的な事業効果を低下

させ、来園者へのサービスの低下につながるおそれがある。 

（※）ここでのデメリットは、個別に業務を発注すると、単独随意契約の理由として記

載されているメリットが失われる、という意味で記載している。 
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このメリットとデメリットを検討すると、仮に個別に発注した場合に削減さ

れる委託料の範囲内で、デメリットを補うことが可能であれば、個別に発注し

たほうが合理的といえる。デメリットを補うための方策としては、例えば、個

別に発注した各業者を管理するための人員を多くすることが考えられる。これ

により追加で発生するコストが、削減される委託料の範囲内で収まるのであれ

ば、現在の【見積参加者が１者である理由】の合理性は失われてしまうことに

なる。 

 

【指摘事項】 

 現時点では、委託料削減の観点から、業務の発注形態を検討することは行わ

れていない。先にも記載したとおり、仕様書に基づく積算を行うことによって、

こうした観点からの検討も可能になると考えられる。市の財政負担の軽減化、

日本平動物園の全体的な事業効果の向上と来園者へのサービスの維持向上を両

立させるためにも、業務の発注形態について、検討する必要があると考える。 

 

 

（６）委託料の積算と実績との比較について 

【現状】 

日本平動物園協会の正味財産増減計算書では、本業務の経費の実績が、経常

費用のうち「受託事業費」として計上されており、それはホームページでも公

表されている。 

 平成 25 年度の経費実績と契約金額とを比較すると、次のとおりとなる。 
 

（単位：円） 

科目 ①実績値 ②契約金額 ※１ 差額 ①－② 

職員給料 48,670,000 51,306,310 △2,636,310 

諸手当 34,897,534 35,069,745 △172,211 

臨時雇用賃金 29,800,299 31,153,392 △1,353,093 

退職給付費用 10,339,110 10,244,915 ＋94,195 

福利厚生費（社会保険料） 16,730,513 18,050,707 △1,320,194 

租税公課 5,951,263 8,469,000 △2,517,737 

委託料 0 6,831,937 △6,831,937 

本会計への繰入金支出※２ 15,927,000 13,363,842 ＋2,563,158 

その他 6,388,795 3,359,152 ＋3,029,643 

合計 168,704,514 177,849,000 △9,144,486 
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※１ ここでの契約金額は、積算書の各項目の金額（動物園協会の予算要求明細書をベー

スとして市が調整を入れた額）に契約率（契約金額÷積算金額）を乗じて、監査人が

算出したものである。 

※２ 本会計への繰入金支出は、動物園協会の本部費（主に管理部門経費）のうち、受託

会計が負担する分である。 

 

この比較によると、本業務における動物園協会の経費実績は、契約金額に比

べ、９百万円少なくなっていることがわかる。 

この差額の主な要因を分析してみると、職員給料、諸手当、臨時雇賃金、福

利厚生費などのいわゆる人件費で△5,481,808 円、委託料で△6,831,937 円、本

会計への繰入金の増加で＋2,563,158 円となっている。 

このうち、委託料については、当初は清掃業務と入園者安全誘導業務をシル

バー人材センターへ再委託する予定であったが、実際には再委託を行わず、ア

ルバイトや臨時職員の雇用により対応したため、実績値はゼロであったとのこ

とである。つまり、当初は、委託料として支払われるはずだった経費が、この

実績では、人件費として支出されているということになる。となると、動物園

協会の人件費の実績は、市の積算金額に比べ、△12,313,745 円少なくなってい

るということになる。 

この点について、担当課に見解を求めたところ、「協会の経営努力により人件

費を大幅に削減することができたと考えられます」と回答があった。 

確かにこのような評価も可能ではあるが、動物園協会からの予算要求の段階

で、市の査定が甘かったのではないかと考えることもできる。 

また、本会計への繰入金支出が、市の積算金額と比べ、増加しているという

ことは、予算要求の段階では認めていなかった本部経費が、本業務の委託料に

より負担されているということでもある。 

 

【指摘事項】 

現状では、委託業務の終了時点において、市の積算と動物園協会の経費実績

との比較分析は行っていないということである。 

本業務は、市の外郭団体との単独随意契約である。相手先からの予算要求資

料が、市の積算の参考資料としても使用されている。市の積算と前年実績との

比較分析を行い、翌年度の積算を厳しく行うことが、委託料の削減に直結する

と考えられる。本業務の委託料について、積算と実績の比較分析を行う必要が

ある。 
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（７）市が委託する業務と受託先が行う独自業務との区分について 

【現状】 

仕様書には、委託業務の内容の一部として、以下の記載がある（一部抜粋）。 
 

３ 委託業務の内容 

（５）入園者誘致および教育普及事業にかかる各種事業の共同開発・実施 

① 各種イベントに関すること（開園時間の変更を含む） 

② 誘客宣伝に関すること 

③ 渋滞緩和対策に関すること 

④ ゴミの分別・禁煙の啓発等に関すること 
 

一方、動物園協会の平成 25 年度事業報告を見ると、協会は公益目的事業とし

て、以下の事業を行っていると記載している。 
 

Ⅱ 事業の状況 

２．公益目的事業 

（１）教育普及事業 

 動物園と協働し、子供たちの動物愛護の心を育み、命の大切さを学ぶ情操

教育、絶滅危惧種から環境破壊を考える環境教育等への取り組みを行った。 

（２）イベント推進事業 

 動物園に課される役割の一つに「レクリエーションの場」であることが挙

げられる。当協会では、来園される多くの方々が動物園を有効利用すること

により、動物達のすばらしい能力に感動し、生きていることを実感できる場

として余暇をリラックスし楽しく過ごしていただくための場を提供するた

め、年間を通して様々なイベントを実施した。 

（３）市民団体等の指導育成及び協働事業 

 動物園関係事業を補完するため、飼育、研究等を担当する動物園とともに

動物の愛護運動を通じ豊かな心の醸成に取り組んでいる。近年のボランティ

ア志向の高まりを受け、当協会では各事業を推進するため市民団体の窓口と

して、ガイドボランティアの指導、育成に努めた。 

（４）シティプロモーション事業 

 動物園の安定した集客を確保し、安定経営を図るためイベント案内の送

付、各機関と連携した観光案内マップ等への広告の掲載を通じて広くプロモ

ーション活動を実施した。 
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 この事業報告の「事業の状況」では、「公益目的事業」の次に「受託事業」が

掲げられている。つまり、市の委託業務については、「公益目的事業」とは別に

「受託事業」として実施しているということになる。 

しかし、この事業報告を読むと、市が委託している「入園者誘致および教育

普及事業にかかる各種事業の共同開発・実施」について、協会では、「公益目的

事業」として実施しているように見受けられる。言い換えれば、市が委託して

いる事業、すなわち、協会にとっての「受託事業」と、協会が独自に実施して

いる「公益目的事業」には、同様の業務が存在していると思われる。 

この点について、担当課に確認したとこと、回答は次のとおりであった。 
 

入園者誘致および教育普及事業にかかる各種事業の共同開発・実施に記載し

ている教育普及事業は、園側が主体となった教育事業であり、サマースクール

が該当します。協会で行う教育事業は、上記、園側主体の教育普及事業の共催

と、園主体の教育普及事業を補完する協会独自の教育事業であり、講演会、動

物園博士、動物園親子教室、職場体験学習が該当します。 

 

【指摘事項】 

【事業の概要】にも記載したとおり、委託業務の内容として、事業実施伺い

には、「入園者誘致および教育普及事業にかかる各種事業の共同開発・実施」の

括弧書きとして、「各種イベント、誘致宣伝キャンペーン」と明記されている。

担当課からは、上記のような回答が得られたが、市が委託している「各種イベ

ント」と協会が「公益目的事業」として独自に行う「各種イベント」との区分

は明確ではない。 

市が委託している業務というのは、本来ならば、市が実施すべき業務を、業

務効率等の観点から、外部へ委託しているものであり、業務の受託先が独自に

行っている事業とは明確に区分されるべきものである。 

市が委託すべき業務と協会独自の業務を明確に区分するためにも、仕様書等

の内容をより詳細に記載することにより、業務の範囲を明確化する必要がある。 
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15．長沼遺跡発掘調査業務 

【概要】 

委託業務名 長沼遺跡発掘調査業務 

積算金額 62,247,150 円 

予定価格 61,635,000 円 

契約額 60,900,000 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部文化財課 

委託先名 ㈱フジヤマ 
 

【事業の概要】 

埋蔵文化財包蔵地「長沼遺跡」内にて静岡市都市局市街地整備課が行う東静

岡駅周辺区画整理事業実施にあたり、文化財保護法に基づく発掘調査業務 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

当該埋蔵文化財包蔵地における調整池築造事業に先立ち、発掘調査を緊急

に実施する必要があり、市が直接実施するよりも他の者へ委託して実施する

方が効率的であるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、随意契約により、㈱フジヤマへ委託している。２度の見積り合

わせを行った結果、予定価格を下回る見積りを提出した者がいなかった。こ

のため、２回目の見積り合わせの時に最低価格を提示した㈱フジヤマと協議

を行い、随意契約を交わしている。 

 

 

（１）特記仕様書の虚偽記載について 

【現状】 

本業務は、静岡市都市局市街地整備課が長沼遺跡内で行う区画整理事業にお

いて、文化財保護法に基づき実施する発掘調査業務の一部であり、静岡市生活

文化局文化財課が市街地整備課からの委嘱を受けて実施されるものである。通

常、静岡市内の埋蔵文化財包蔵地内で行われる一定規模の開発行為では、文化

財課にて、表土掘削も含め発掘調査が行われることになる。ただし、今回の発
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掘調査については、市街地整備課において、調整池築造に伴う先行工事として、

表土掘削を行うこととなっていた。 

本業務の契約事務は、以下のスケジュールで行われている。 
 

市街地整備課からの委嘱日 平成 25年 9 月 2 日 

事業実施伺決裁日 平成 25年 9 月 10 日 

見積合わせ実施日 平成 25年 9 月 25 日 

契約書締結日 平成 25年 9 月 25 日 

契約期間 平成 25年 9 月 25 日～平成 26 年 3月 31 日 
 

この業務の契約書内にある特記仕様書には、「表土掘削は、静岡市にて実施済

みである」と記載されている。しかし、実際の表土掘削は、平成 25 年 10 月と

11 月に実施されており、契約書の締結日である平成 25 年 9 月 25 日には、表土

掘削は実施されていなかった。 

この点について、担当課に確認したところ、表土掘削工程に遅延が発生して

いるという情報が、文化財課と市街地整備課との間で共有できていなかったと

のことであった。 

これにより、本委託業務の開始時期は２ヶ月程度遅れたため、当初の契約期

間内に業務を完了させることができなくなった。そこで、平成 26 年 3 月 28 日

に契約期間延長の協議書を締結するとともに、本業務を平成 26 年度に繰り越す

処理を行っている。 

仮に、表土掘削の工程遅延が文化財課に伝わっていた場合は、本業務の終了

が、平成 26 年 3 月 31 日以降となることは、当初より判明していることになる

ため、債務負担行為の手続をとっていたとのことである。 

 

【指摘事項】 

この委託業務では、契約書の締結時点において、表土掘削は実施されていな

かったにもかかわらず、契約書内の特記仕様書に、表土掘削は「実施済みであ

る」と記載されていた。これは、たとえ意図的ではなかったにせよ、結果的に

は、虚偽の記載がなされていたということになる。 

直接的な原因は、文化財課と市街地整備課との間で共有できていなかったこ

とにあるといえるが、文化財課においては、契約前の段階で、工程の進捗状況

等について、現場を確認しておく必要があったといえる。 

今後は、契約の前提となる重要な事項について、他の所管課から文化財課へ

確実に情報を伝えること（情報の伝達）と、文化財課のほうからも情報を確認

すること（情報の確認）の徹底が必要と考える。  
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16．三保松原ガイダンスブース観光案内・管理業務 

【概要】 

委託業務名 三保松原ガイダンスブース観光案内・管理業務 

積算金額 3,224,576 円 

予定価格 3,223,500 円 

契約額 3,202,500 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部文化財課 

委託先名 （公財）静岡観光コンベンション協会 
 

【事業の概要】 

静岡市清水区三保に設置する三保松原ガイダンスブースにおける以下の業務 

（１）来館者に対する観光案内及び施設案内業務 

（２）各月の報告書作成業務（来館者状況調べ・管理日誌等） 

（３）施設及び付属備品の管理業務 
 

【委託の理由等】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

県内外から訪れる不特定多数の観光客を対象とする業務であり、業務を円滑

に遂行するためには接客を専門とする業者に委託するのが望ましい。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

人件費が大部分を占める業務内容から、前金払いが妥当であるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡観光コンベンション協会へ委託

している。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次の

とおり記載されている。 
 

本業務を遂行するにあたっては、市内全体の観光情報を有し、観光資源の紹

介に精通した案内業務が要求される。また特定の者に利益が偏ることのないよ

う、公正中立な立場が求められる。このような条件を満たす業者は当該業者し

かいない。 
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（１）前金払いの適用について 

【現状】 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

本業務で前金払いを適用する理由について、委託業務実施伺いには、「人件費

が大部分を占める業務内容から、前金払いが妥当であるため。」と記載されてい

る。 

この業務の受託者は、市の外郭団体である公益財団法人静岡観光コンベンシ

ョン協会であり、ホームページで決算書を開示している。平成 25 年度の決算書

を見ると、年間の経常費用は 210 百万円であるが、経常収益は 211 百万円であ

り、減価償却費も 1 百万円計上している。また、平成 26 年 3 月 31 日現在で 101

百万円の現金預金を保有していることもわかる。これらを総合的に勘案すると、

総額 3,202 千円の本業務の委託料を前金払いとしなかったとしても、受託先が

運転資金不足となる可能性は見当たらない。 

 

【指摘事項】 

前金払いの適用については、本報告書の他の箇所でも指摘をしているが、指

摘の対象となっている委託先は、すべて市の外郭団体である。ここで指摘して

いる外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後の支払いではなく、例外

的な前払いとなっている以上、市はその合理性を説明する必要がある。しかし、

現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっている。 

まずは、給付完了後の支払いとして、部分払いの適用が可能かどうか、検討

する必要がある。そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用する場合

には、合理的な根拠を具体的に記載し、市民への説明責任を果たす必要がある。 

 

 

（２）人件費単価の割り増しについて 

【現状】 

 積算で使用している人件費の単価は、静岡県交通基盤部が公表している静岡

県建設資材等価格表（業務委託等技術者）の単価を参考として、市が独自に調

整して算出したものであり、参考見積の徴収は行っていない。 
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 この業務は、ブース内だけでなく外に出て案内等も行うため、人件費単価に

ついては、上記価格表の「交通誘導員Ｂ」の日額 9,200 円を参考としている。

これを１日８時間で除して得られた１時間当たりの単価 1,150 円に、最終的に

は 100 円を加えた 1,250 円を、積算上の単価として採用している。また、年末

年始については、この 1,250 円を 1.5 倍（市の時間外割合）した 1,875 円に、

最終的には 125 円を加えた 2,000 円を積算上の単価としている。 

これらの関係を表にまとめると以下のとおりとなる。 
 

 積算採用時給 単純計算時給 差額 

通常時 1,250 円 1,150 円 100 円 

年末年始 2,000 円 ※ 1,725 円 275 円 

※ 年末年始の単純計算時給は、通常時の単純計算時給 1,150 円に 1.5 を乗じて算出し

ている。 
 

このように、人件費の単価については、単純に計算した時給より若干高めの

時給を適用していることがわかる。この理由について、担当課に確認したとこ

ろ、回答は次のとおりであった。 
 

土日祝日や年末年始を含め 365 日無休であることや、勤務場所が中心部から

離れていることを考慮し、時間単価を高めに設定した。 
 

監査人が１月の業務日誌を確認したところ、31 日の従事日数において、延べ

19 名が従事しており、最も日数の多い従事者で 10 日間であった。また、勤務場

所が中心部から離れているとはいえ、清水区役所から９km 弱の距離であり、乗

用車で 30 分もかからない程度の時間である。 

通常の時給で積算を行った場合の積算金額は 2,987,651 円であり、現行の積

算金額よりも７％減少する。この金額を基準として予定価格を決定していた場

合には、相手方の見積金額は予定価格を超える金額となる。 

 

【指摘事項①】 

現状からすると、人件費の単価を高めに設定することの合理性は乏しいと考

えられる。県が公表している単価に、市が独自の上乗せをして、それを積算上

の単価とするのであれば、市民が納得できるレベルでの合理的な説明が必要で

ある。 

また、人件費の単価を高めに設定した根拠等について、積算書には明示され

ていない。仮に単価を高めに設定するとしても、積算金額の計算過程において、

その根拠等を明確にしておく必要があると考える。  
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【指摘事項②】 

積算金額の算定について、「委託業務等各種契約事務処務事務お助けマニュア

ル」（契約課作成）には、次の記載がある。 
 

競争入札業務については、財政部契約課作成の「積算標準」に基づき積算す

る（ただし、仮設建物賃借契約、電算業務、物品等の賃借契約の場合を除く。）。

その他（随意契約業務）については、類似業務や実績等を参考にするか、参考

見積書を基に、設計書、積算書、内訳書等を作成し、一件書類に綴じる。 
 

 このマニュアルによれば、随意契約業務の積算価格の算定は、「類似業務や実

績等を参考にする」か「参考見積書を基に」行うこととなっている。ここでの

委託業務は、新規の業務であるため、積算価格の算定上、「類似業務や実績等を

参考にする」ことは困難である。そこで、この業務では、「参考見積書を基に」

積算価格を算定することになる。 

しかし、この業務は新規の業務でありながら、参考見積書の徴取を行うこと

もなく、積算価格の算定が行われている。市のルールにしたがった事務手続を

行う必要がある。 

 

 

（３）契約率 99％の新規事業について 

【現状】 

平成 25 年 6 月、三保松原を構成資産として富士山が世界遺産に登録され、三

保松原への観光客が増加したことにより、平成 25 年 12 月に、ガイダンスブー

スが開設されている。これを受け、本業務は、平成 25 年度より新規に実施して

いる委託業務である。 

 この契約の予定価格、契約金額等は、次のとおりである。 
 

予定価格 契約金額 差額 契約率 

3,223,500 円 3,202,500 円 21,000 円 99.3％ 

 （※）上記の金額は、すべて消費税込の額である。 
 

先にも述べたとおり、この業務は、平成 25 年度より新規に実施した業務であ

り、市は参考見積を徴取していない。人件費の単価についても、市が独自の調

整を加えたうえで、積算価格の算定を行っている。このような状況の中で、受

託業者の見積額は、予定価格よりも税込で 21,000 円少ないだけの金額となって

おり、契約率も 99.3％と非常に高くなっている。 
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 予定価格とほぼ同額である点について、担当課の見解を確認したところ、次

の回答があった。 
 

当該業務においては、内容の大半を占める人件費の地理的条件や勤務条件な

ど、諸条件を考慮した業者の見積が結果として予定価格に近いものとなったと

思われます。 

 

【意見】 

担当課の説明によれば、差額 21,000 円も、受託者側の見積算定がもたらした

偶然の結果にすぎないということになるが、監査人からすると、予定価格の漏

洩を疑われても仕方がないのではないかという結果となっている。 

静岡市では、平成 26 年度において、工事契約の予定価格漏洩が刑事事件へと

つながったケースが実際に起きている。 

業者の見積価格の算定において、通常では起こりえないことが起きていると

考えられる場合には、市の姿勢として、予定価格の漏洩を疑う、漏洩等の事実

が起きていないことを確かめるといったことも必要になると考える。 
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17．旧マッケンジー邸管理業務委託 

【概要】 

委託業務名 旧マッケンジー邸管理業務 

積算金額 3,146,129 円 

予定価格 2,982,000 円 

契約額 2,849,700 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部文化財課 

委託先名 （公財）静岡市文化振興財団 
 

【事業の概要】 

旧マッケンジー邸施設の管理業務、開閉館業務および来館者に対する各種案

内業務 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

公開と維持管理業務を円滑に実施するためには、業務委託が効率的である

ため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡市文化振興財団へ委託している。

【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記

載されている。 
 

当該業者は、静岡文化の創造に寄与することを目的に、市民の文化振興に関

する事業や文化施設等の管理に関する事業を行っており、市内に残る数少ない

洋館である当該施設について熟知している上、前年度の事業実績も良好である

ことから、当該施設の管理業務に最も適した団体であるため。 
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（１）文化財施設の運営の見直しについて 

【現状】 

この業務では、委託料の積算は、以下のとおり行われている。 
 

項目 金額 算出基礎 

賃金 2,506,000 円 パートタイマー２名（週４日１人、週３日１人） 

共済費 240,314 円 上記中１名分 

事業費 250,000 円 事務費、事業執行費 

小計（税抜） 2,996,314 円  

積算金額（税込） 3,146,129 円  
 

これによると、積算金額のほとんどは人件費であることがわかる。 

平成 25 年度の入館者数は 2,869 人、開館日数は 301 日（月曜日と年末年始は

閉館）である。よって、１日当たりの入館者数は約 9.5 人となる。現状の入館

者数は必ずしも多いとは言えない水準である。 

この委託業務では、積算の大部分が人件費で構成されているため、延べ従事

日数を下げることができれば、委託料を下げることが可能になる。 

この点について、担当課の見解を問い合わせたところ、回答は次のとおりで

あった。 
 

文化財施設（文化財）は、単に文化財関係者の間で保存されるだけでなく、

広く一般に公開されるべきで、また、そうして広く親しんでもらうことが、そ

の文化財をよりよく保存し、後世へ継承していくことにもつながると考えてい

る。その意味では、日数を限定することなく公開していくことが望まれる。 

 

【意見】 

しかし、一方で、「施設の現状把握を行った上、事業範囲を含めた今後の方向

性（保存中心か利活用拡大）の計画を検討する予定である」とのことである。 

今後の計画については、現状の入館者数や費用対効果を十分考慮したうえで、

効率的な運営が行われるよう、方向性を検討していただきたいと考える。 
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18．中勘助文学記念館管理運営業務 

【概要】 

委託業務名 中勘助文学記念館管理運営業務 

積算金額 3,036,552 円 

予定価格 3,036,495 円 

契約額 3,036,096 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部文化振興課 

委託先名 （公財）静岡市文化振興財団 
 

【事業の概要】 

中勘助の業績の顕彰と市民に文化活動の場を提供するために整備された中勘

助文学記念館の管理運営業務 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

施設の管理と運営を円滑に実施するのは業務委託が効率的であるため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡市文化振興財団へ委託している。

【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記

載されている。 
 

当該施設は、中勘助の業績の顕彰と市民に文化活動の場を提供するために整

備されたものである。市内の文化施設の維持管理に精通し、当該施設において

中勘助の業績の顕彰と文芸推進活動を具体化し、事業展開できるのは当該業者

しかいないため。 
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（１）事業の成果測定について 

【現状】 

この委託事業の「事務事業総点検表」では、成果指標として、年間入館者数

が掲げられている。平成 25 年度の目標と実績等は、次のとおりである。 

 

H25 目標 H25 実績 評価 H24 実績 

2,200 人 2,314 人 Ａ（期待通り） 2,087 人 
 

また、受託者からの報告書によると、入館者の内訳は次のとおりである。 
 

見学者 撮影・写生 会議 催事利用 その他 合計 

1,386 人 51 人 11 人 507 人 359 人 2,314 人 
 

入館者数の「その他」には、巡回に来た市の職員や委託先の役員も含まれて

おり、茅葺屋根の葺き替え工事担当者 123 人についてもカウントされている。 
 

【指摘事項】 

このように、現状の「入館者数」には、巡回に来た市の職員、委託先の役員、

茅葺屋根の葺き替え工事担当者も含まれているが、一般的には、「入館者」とし

て取り扱われないものである。 

平成 24 年度よりも入館者が増加しており、努力の跡が伺えるが、事業の成果

として、工事担当者のように職務で訪れた人員を含めて、Ａ評価とするのは適

切ではないと考える。 

事業の成果測定は、純粋な「入館者数」によって行うべきである。 

 

（２）記念館開館日の見直しについて 

【現状】 

この業務では、委託料の積算は、以下のとおり行われている。 
 

項目 金額 算出基礎 

賃金 2,279,550 円 パートタイマー２名（週４日１人、週３日１人） 

共済費 212,404 円 上記中１名分 

事業費 400,000 円 事務費、管理修繕費、事業執行費 

小計（税抜） 2,891,954 円  

積算金額（税込） 3,036,552 円  
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これによると、積算金額のほとんどは人件費であることがわかる。 

平成 25 年度の入館者数は、前述の「その他」入館者数を除外すると、1,955

人である。また、平成 25 年度の開館日数は 303 日（月曜日と年末年始は閉館）

である。よって、「その他」入館者を除く１日当たりの入館者数は約 6.5 人とな

る。現状の入館者数は必ずしも多いとは言えない水準である。 

この委託業務では、積算の大部分が人件費で構成されているため、延べ従事

日数を下げることができれば、委託料を下げることが可能になる。 

この点について、担当課の見解を問い合わせたところ、来館者の中には、「県

外からの来館者も含まれており、遠方からの来館者に対応するためにも現状日

数での開館は必要である。」との回答であった。 

しかし、監査人の集計によると、県外からの来館者は年間 159 人であり、1日

当たり 0.5 人にすぎなかった。 
 

【指摘事項】 

繰り返しになるが、この業務では、委託料の大半が人件費で構成されている

ため、閉館曜日の増加や閉館期間の設定により、開館日を少なくすることが出

来れば、委託料を減らすことが可能である。 

1 日当たり 0.5 人にすぎない来館者のために、現状の日数での開館が本当に必

要かどうかについて、再度検討する必要があると考える。 

 

（３）委託の理由の具体性について 

【現状】 

業務を委託する理由は、前述のとおりであるが、何がどのように「効率的」

なのかについて、具体的には記載されていない。 

この点について、担当課に確認したところ、以下の回答があった。 
 

当該施設は、中勘助の業績の顕彰と市民に文化活動の場を提供するために整

備されたものである。運営に際して必要な業務としては、①施設の日常管理（簡

易修繕を含む）、②中勘助顕彰事業の企画・実施、の２点があり、実施にあた

っては、この２点を１つの体制で実施することが効率的であることから、この

ようなノウハウを持つ団体に委託することとしたものである。 
 

【指摘事項】 

【概要】に記載したとおり、【見積参加者が１者である理由】には、同様の趣

旨の記載があるが、委託の理由には十分な記載がなかった。 

委託の理由についても、より具体的に記載する必要がある。  
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19．静岡市民文化会館前駐車場使用料徴収業務 

【概要】 

委託業務名 静岡市民文化会館前駐車場使用料徴収業務 

積算金額 17,062,500 円 

予定価格 17,062,500 円 

契約額 16,480,800 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部文化振興課 

委託先名 ㈱セリオ 
 

【事業の概要】 

静岡市民文化会館前駐車場の使用料徴収および駐車場施設の清掃等の管理業務 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

高度または専門的な知識や技術などを必要とするため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、随意契約により、㈱セリオへ委託している。委託業者は、７者に

よる競争見積りの結果、㈱セリオが選定されている。 

 

 

（１）委託の理由について 

【現状】 

この業務を委託する理由として、委託業務実施伺いには、「高度または専門的

な知識と技術などを必要とするため」と記載がある。しかし、駐車場の使用料

を徴収する際に、どのような業務が「高度または専門的な知識と技術などを必

要とする」のかについては、具体的には記載されていない。 

この点について、担当課に確認したところ、以下の回答があった。 
 

使用料徴収は本来市がなすべき行為であるものの、駐車車両の円滑な出庫及

び精算処理をおこなうに当たっては同様の業務に関する知識及び経験等が必

要と考え、本業務を委託しています。しかし、本業務の委託に当たっては、上

記以外にも委託による経費節減や事務の効率化の観点もあると考え、平成 26
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年度の委託理由を、「市が直接実施するよりも当該業務を委託するほうが効率

的であり、高度又は専門的な知識や経験を必要とするため」と改めました。 

 

【指摘事項】 

委託業務の内容からすると、経費節減のほうが、委託する理由としては大き

な要因となっていると考えられる。平成 25 年度における委託理由の記載は不十

分であったといえる。また、平成 26 年度に記載した理由についても、何がどの

ように「効率的」なのかについて、具体的には記載されていない。 

現状の記載では、具体性に乏しいと言わざるを得ないため、より具体的に記

載する必要がある。 

 

 

（２）機械式駐車場の導入について 

【現状】 

市民文化会館前駐車場は、有人精算方式による運営となっている。 

この委託業務の積算によれば、従事時間は延べ 12,067 時間となっており、人

件費だけでも 15,711,559 円が計上されている。 

仮に機械式の駐車場を導入した場合には、機械式駐車場の設置等に関連する

支出とその後の機械の維持費用等が発生するものの、委託に係る人件費は減少

するため、トータルコストは減少する可能性がある。 

そこで、過去における機械化の検討の有無および今後機械化を行う予定の有

無について、担当課に確認したところ、以下の回答であった。 
 

駐車場管制設備（駐車台数管理等）の保守点検業者より、機械化導入提案を

受けたことがあります。しかし、静岡市民文化会館を含む同エリア全体の再整

備方針が定まっていないため、現時点での導入は見送っております。方針が定

まった際には、導入のメリット及びデメリットを勘案し、導入時期を検討した

いと考えています。 
 

この回答では、静岡市民文化会館を含む同エリア全体の再整備方針が決まる

ことが、導入の検討を行う条件となっている。しかし、再整備方針が決まる時

期は、現状では未定である。 
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【指摘事項】 

このような状況下であったとしても、機械式駐車場導入のメリットとデメリ

ットを検討した結果、エリアの再整備が実施されると想定される時期までに、

設備投資金額を上回るコスト削減効果があると判明する可能性もある。その場

合には、早急に機械化を実施すべきという意思決定がなされるべきである。 

たとえ再整備の方針が決まる前であっても、機械式駐車場導入のメリットと

デメリットについて検討し、その内容を把握しておくことが必要と考える。 
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20．静岡市生涯学習センター、女性会館及び南部勤労者福祉センター使用料徴

収事務委託 

【概要】 

委託業務名 静岡市生涯学習センター、女性会館及び南部勤労者福

祉センター使用料徴収事務 

積算金額 5,423,250 円 

予定価格 5,423,250 円 

契約額 5,409,600 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部生涯学習推進課 

委託先名 （公財）静岡市文化振興財団 
 

【事業の概要】 

静岡市生涯学習センター計 11 施設、女性会館及び南部勤労者福祉センターの

使用料徴収業務 
 

【委託の理由等】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

生涯学習センター（葵生涯学習センター外 10 施設）、女性会館及び南部勤

労者福祉センターは、指定管理者制度が導入されており、使用料徴収事務に

ついても指定管理者に委託して行う方が、合理的かつ効率的な運営が図れる

ため。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

地方自治法施行令第163条第3号前金で支払いをしなければ契約しがたい請

負、買入れ又は借入れに要する経費に該当（受付事務等従事職員の給与及び諸

手当に充てるため。） 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡市文化振興財団へ委託している。

【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記

載されている。 
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当該業者は、当該施設の指定管理者であり、指定管理業務に含まれる使用許

可と本業務の使用料の徴収は一連の業務であるため、当該業者に委託すること

が最も合理的かつ効果的である。 

 
 

（１）前金払いの適用について 

【現状】 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

本業務で前金払いを適用する理由について、前述のとおり、委託業務実施伺

いに次の記載がある。 
 

地方自治法施行令第163条第3号前金で支払いをしなければ契約しがたい請

負、買入れ又は借入れに要する経費に該当（受付事務等従事職員の給与及び諸

手当に充てるため。） 
 

この業務の受託者は、市の外郭団体である公益財団法人静岡市文化振興財団

であり、ホームページで決算書を開示している。平成25年度の決算書を見ると、

年間の経常費用は 1,764 百万円であるが、経常収益は 1,892 百万円であり、減

価償却費も 6 百万円計上している。また、平成 26 年 3 月 31 日現在で 448 百万

円の現金預金を保有していることもわかる。これらを総合的に勘案すると、総

額 5,409 千円である本業務の委託料を前金払いとしなかったとしても、受託先

が運転資金不足となる可能性は見当たらない。 

 

【指摘事項】 

前金払いの適用については、本報告書の他の箇所でも指摘をしているが、指

摘の対象となっている委託先は、すべて市の外郭団体である。ここで指摘して

いる外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後の支払いではなく、例外

的な前払いとなっている以上、市はその合理性を説明する必要がある。しかし、

現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっている。 

まずは、給付完了後の支払いとして、部分払いの適用が可能かどうか、検討

する必要がある。そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用する場合

には、合理的な根拠を具体的に記載し、市民への説明責任を果たす必要がある。  
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21．清水区生涯学習交流館使用料徴収事務委託 

【概要】 

委託業務名 清水区生涯学習交流館使用料徴収事務 

積算金額 9,292,160 円 

予定価格 9,292,160 円 

契約額 9,291,450 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部生涯学習推進課 

委託先名 清水区生涯学習交流館運営協議会 
 

【事業の概要】 

清水区生涯学習交流館（辻生涯学習交流館外 19 施設）における交流館使用料

の徴収事務 
 

【委託の理由等】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

清水区生涯学習交流館（辻生涯学習交流館外 19 施設）は指定管理者制度が

導入されているため、清水区生涯学習交流館の使用料徴収事務についても協

定書の指定管理者業務仕様書に基づき、指定管理者へ委託して行う方が、合

理的かつ効率的な運営が図れるため。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

地方自治法施行令第 163 条第３号前金で支払いをしなければ契約しがたい

請負、買入れ又は借入れに要する経費に該当（受付事務等従事職員の給与及び

諸手当に充てるため。） 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、清水区生涯学習交流館運営協議会へ委託し

ている。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のと

おり記載されている。 
 

当該業者は、当該施設の指定管理者であり、指定管理業務に含まれる使用許

可と本業務の使用料の徴収は一連の業務であるため、当該業者に委託すること

が最も合理的かつ効果的である。 
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（１）積算方法の見直しについて 

【現状】 

本委託業務の積算金額は、次のように算定されている。 
 

（前提条件） 

・常勤形態の日額職員 8,600 円/日（1日＝7.75 時間） 

・契約書上の受付時間 12.5 時間、開館日数 319 日、対象施設 20 館 

（人件費） 

8,600 円 ÷ 7.75 時間 × 12.5 時間 × 0.1 人工 × 319 日 × 20 館 

≒ 8,849,677 円 

（積算金額） 

8,849,677 円 × 1.05 ＝ 9,292,160 円 
 

 この人件費の算定方法によると、１日の受付時間 12.5 時間のうち 0.1 人工、

すなわち、１館平均 1.25 時間（75 分）程度の時間が、使用料徴収事務に要して

いるという積算になっている。 

そこで、平成 25 年度の清水区生涯学習交流館の１件当たり所要時間を算定し

てみると、結果は次のとおりである。 
 

生涯学習交流館名 件数 
１件当たり 

所要時間※ 

辻 343 件 70 分 

江尻 246 件 97 分 

蒲原 210 件 114 分 

有度 198 件 121 分 

興津 196 件 122 分 

交流館名省略（10 館合計） 486 件  

駒越 33 件 629 分 

飯田 31 件 771 分 

高部 26 件 920 分 

小島 17 件 1,407 分 

両河内 5 件 4,785 分 

20 館合計 1,791 件  

１館平均 89.5 件 267 分 
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※１件当たり所要時間は、市の積算で使用している１日 75分、年間 319 日（平成 25

年度実績）をもとに計算している。 
 

平成 25 年度の実績によると、使用料の徴収件数は、多い生涯学習交流館で年

間 343 件、１日平均 1.1 件弱の取扱件数であり、１件当たりの所要時間は 70 分

（1時間 10 分）である。１館平均では、徴収件数は年間 89.5 件、１日平均 0.26

件の取扱件数であり、１件当たりの所要時間は 267 分（4 時間 27 分）となる。

徴収件数が最も少ない両河内生涯学習交流館になると、使用料徴収事務を行う

のは、２～３ヶ月に１回であり、１件当たりの所要時間は 4,785 分（79 時間 45

分）として、人件費を積算していることになる。 

この結果を受け、実際の業務内容等について、担当課へ問い合わせたところ、

次の回答が得られた。 
 

使用料徴収事務は、使用料の発生の有無にかかわらず、毎日、金庫内の確認

及び当課への報告を行っている。また、会計課への月例報告として出納金報告

書を作成している。使用料が発生した場合は、徴収金額を確認後、現金を保管

し翌営業日に金融機関へ払込を行ない、出納金受払簿に記帳している。現金の

取り扱いについては、基本的に複数人で行うこととしているため、委託料の水

準は適正と考えている。 

 

【指摘事項】 

 受託者は、毎日金庫内の確認や担当課への報告を行い、月次では出納金報告

書の作成、そして、使用料発生時には金融機関への払込事務を行っているとの

ことである。しかし、たとえそのような業務を行っているとはいえ、使用料徴

収１件当たりの所要時間を 267 分（4 時間 27 分）として、人件費を積算するこ

とは、到底理解しがたいものである。 

この委託契約は単独随意契約であり、契約金額は積算金額の 99.99%とほぼ同

額である。そのため、積算を適切に行うことが非常に重要である。使用料徴収

業務 1 件当たりの所要時間や、それ以外の各種事務作業に要する時間等につい

て、実態を適切に把握したうえで、事実に応じた適切な積算を行うべきである。 
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22．生涯学習センター社会教育事業企画運営業務 

【概要】 

委託業務名 生涯学習センター社会教育事業企画運営業務 

積算金額 5,939,850 円 

予定価格 5,939,850 円 

契約額 5,880,000 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部生涯学習推進課 

委託先名 （公財）静岡市文化振興財団 
 

【事業の概要】 

静岡市生涯学習センターの社会教育事業（高齢者学級及び女性学級）の企画

運営 

（高齢者学級） 

高齢者たちの仲間づくりや異なる世代間の交流を図り、これまでの人生から

得た知識や技術、経験を活かすとともに新しい知識、技術を学習させ、社会参

画を進めながら、自らの生きがいを創造するとともに、豊かな人生をおくるこ

とを目的とする。 

（女性学級） 

 現代社会は、従来の性別役割分担意識の見直し、男女が互いに協力し合う男

女共同参画社会の発展など、女性をとりまく環境が急速に変化してきている。

こうした女性たちの社会参画や自立をサポートする。 
 

【委託の理由等】 

委託の理由については、委託業務実施伺いに記載されていない。 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

地方自治法施行令第 163 条第３号前金で支払いをしなければ契約しがたい

請負、買入れ又は借入れに要する経費に該当するため（企画運営従事職員の給

与及び諸手当に充てるため）。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡市文化振興財団へ委託している。

【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記

載されている。 
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当該事業は、各生涯学習センターを会場として行うため、当該施設の指定管

理者であり専門的な知識や能力を有する当該業者が実施することが最も効率

的かつ効果的である。 

 

 

（１）委託の理由の未記載について 

【現状】 

委託業務実施伺いには、委託の理由が記載されていない。 

この点について、担当課に確認したところ、理由の記載もれであり、以下の

事項を記載する必要があったとのことである。 
 

（委託の理由） 

生涯学習センター（葵生涯学習センター外 10 施設）に指定管理者制度を導

入しているため、生涯学習センターでの社会教育事業企画運営業務を運営する

にあたり、指定管理者に委託して行う方が合理的かつ効果的な運営が図られる

ため。 

 

【指摘事項】 

「委託業務等各種契約事務処務事務お助けマニュアル」（契約課作成）では、 

「事業決裁への記載事項」として、「委託の場合は、その理由」と定めている。 

委託の理由は、外部委託を行う妥当性を判断するのに重要な事項であるため、

適切に記載することが必要である。 

 

 

（２）前金払いの適用について 

【現状】 

地方公共団体が締結する契約については、契約の相手方の給付が完了した後

に、代金を支払うのが原則である。前金払いは、相手方の給付が完了する前の

支出であり、法令で認められた特例と解されている。市の会計事務の手引でも、

法の趣旨に則り、「安易に前金払いとするようなことは慎むこと」と記載されて

いる。前金払いの適用にあたっては、合理的な理由がなければならない。 

本業務で前金払いを適用する理由について、前述のとおり、委託業務実施伺

いに次の記載がある。 
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地方自治法施行令第163条第3号前金で支払いをしなければ契約しがたい請

負、買入れ又は借入れに要する経費に該当するため（企画運営従事職員の給与

及び諸手当に充てるため）。 
 

この業務の受託者は、市の外郭団体である公益財団法人静岡市文化振興財団

であり、ホームページで決算書を開示している。平成25年度の決算書を見ると、

年間の経常費用は 1,764 百万円であるが、経常収益は 1,892 百万円であり、減

価償却費も 6 百万円計上している。また、平成 26 年 3 月 31 日現在で 448 百万

円の現金預金を保有していることもわかる。これらを総合的に勘案すると、総

額 5,880 千円である本業務の委託料を前金払いとしなかったとしても、受託先

が運転資金不足となる可能性は見当たらない。 

 

【指摘事項】 

前金払いの適用については、本報告書の他の箇所でも指摘をしているが、指

摘の対象となっている委託先は、すべて市の外郭団体である。ここで指摘して

いる外郭団体への代金支払いが、原則的な給付完了後の支払いではなく、例外

的な前払いとなっている以上、市はその合理性を説明する必要がある。しかし、

現状の記載内容は、説明が不十分なものとなっている。 

まずは、給付完了後の支払いとして、部分払いの適用が可能かどうか、検討

する必要がある。そして、部分払いの適用が困難で、前金払いを適用する場合

には、合理的な根拠を具体的に記載し、市民への説明責任を果たす必要がある。 
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23．静岡市岡生涯学習交流館生涯学習事業企画運営業務委託 

【概要】 

委託業務名 静岡市岡生涯学習交流館生涯学習事業企画運営業務委託 

積算金額 9,647,400 円 

予定価格 9,639,000 円 

契約額 9,628,500 円 

担当課 生活文化局文化スポーツ部生涯学習推進課 

委託先名 清水区生涯学習交流館運営協議会 
 

【事業の概要】 

事業の実施目的と業務内容について、仕様書には、次のとおり記載されている。 
 

（実施目的） 

多様化する学習ニーズや地域に潜在する課題に対応する学習機会の提供を

行うとともに、市民団体や関係組織と連携を図り、地域のコミュニティーづく

りの拠点的役割を担うことを目的とする。 

（業務内容） 

（１）市民、大学、市民活動団体等との地域における連携及び協力並びにこれ

らの支援に関すること 

（２）生涯学習に関する各種講座、講演会等の開催に関すること 

（３）市民主体のまちづくりを推進する人材の育成に関すること 

（４）生涯学習に関する情報の収集及び提供並びに相談に関すること 
 

【委託の理由】 

委託の理由については、委託業務実施伺いに記載されていない。 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

地方自治法施行令第 163 条第３号前金で支払いをしなければ契約しがたい

請負、買入れ又は借入れに要する経費に該当するため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、清水区生涯学習交流館運営協議会へ委託し

ている。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のと

おり記載されている。 
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清水区生涯学習交流館 20 館の指定管理者である当該団体が、岡地区住民へ

の生涯学習サービスを提供することが、他地区との一貫性があり、もっとも合

理的であり効果的であるため。 

 

（１）委託の理由未記載について 

【現状】 

委託業務実施伺いには、委託の理由が記載されていない。 

この点について、担当課に確認したところ、理由の記載もれであり、以下の

事項を記載する必要があったとのことである。 
 

（委託の理由） 

清水区生涯学習交流館（静岡市辻生涯学習交流館外 19 施設）に指定管理者

制度を導入しており、岡生涯学習交流館の生涯学習事業企画運営業務について

も、同受託者に委託して行う方が合理的かつ効率的な運営が図られるため。 
 

【指摘事項】 

「委託業務等各種契約事務処務事務お助けマニュアル」（契約課作成）では、 

「事業決裁への記載事項」として、「委託の場合は、その理由」と定めている。 

委託の理由は、外部委託を行う妥当性を判断するのに重要な事項であるため、

適切に記載することが必要である。 

 

（２）事業報告の内容について 

【現状】 

本業務の積算金額は、次のように算定されている。 
 

 項目 内訳 積算金額 

1 人件費 職員 1人分・昼間非常勤 1人分・臨時職員 1.5 人分 7,457,000 円 

2 事業費 報償費・消耗品費・印刷製本費・通信運搬費・使用料 716,000 円 

3 一般管理費 上記 1+2 の 15%以内 1,225,000 円 

4 事業収入 平成 24 年指定管理に係る他の館と同額 210,000 円 

5 積算金額 （1+2+3-4）×1.05 9,647,400 円 

 

この人件費の内訳を見てみると、3.5 人分の人件費が計上されていることがわ

かる。つまり、この積算からは、３人がフルタイムで業務に携わり、１人が１

日の半分程度の業務に携わる事業規模であることが判断できる。 
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一方で、年度末に受託者から提出された事業報告書によると、以下のとおり

講座が実施されたことが報告されている。 
 

講座実施回数 20 種類延べ 26 回 

募集人数 911 人 

実参加者数 769 人 

延参加者数 943 人 
 

平成 25 年度の年間の講座実施回数は延べ 26 回であり、１ヶ月当たりの実施

回数は 2.2 回となる。また、監査人側で集計した延べ講座時間数は 48 時間であ

った。１ヶ月当たりの実施時間は４時間ということになる。 

この数値からすると、講座を実施する事前事後の準備に時間を要するにして

も、3.5 人分の人員が必要な事業規模には思われない。この点について、担当課

に確認したところ、次の回答が得られた。 
 

岡生涯学習交流館は、講座の提供のほか、団体等の連携、地域コミュニティ

づくりの拠点の役割を担うため、清水庁舎に仮事務所を設置している。業務は

利用団体や市民からの日々の問い合わせへの対応、団体の有料印刷機の利用支

援、地域への協力としては自治会定例会への出席、16 自治会・連合会の活動の

支援、月 1 回の館報の作成などのほか、建設検討会議への出席、生涯学習団体

（9 条認定団体）の認定登録作業、市民への生涯学習情報の提供（子どもの宿

題の支援など）を行っている。仮事務所から移動して庁外の会場で講座を行う

ため、2 人体制で実施していること、現金を取り扱う際は複数で行っているこ

と、仮事務所での窓口業務も実施していることから 3.5 人工は妥当である。 

 

【指摘事項】 

担当課の回答に記載されている業務は、主として、仕様書上の「（3）市民主

体のまちづくりを推進する人材の育成に関すること、（4）生涯学習に関する情

報の収集及び提供並びに相談に関すること」に関連する事項である。１ヶ月当

たりの講座の実施時間が４時間であることからすると、日常業務のメインは、

これらの業務であり、相当の時間を要していることがわかる。 

しかし、仕様書上で提出が義務付けられている事業報告書と事業日誌には、

講座の内容が報告されているのみであり、仕様書（3）、（4）についての業務報

告は行われていない。 

事業報告書の様式の見直しを行い、具体的にどのような業務を行っているか

を報告させることによって、翌年度以降の事業改善につなげるという、ＰＤＣ

Ａサイクルの確立に努める必要があると考える。  



 

- 123 - 

 

24．静岡市霊園管理業務委託 

【概要】 

委託業務名 静岡市霊園管理業務委託 

積算金額 12,668,292 円 

予定価格 12,668,292 円 

契約額 12,651,156 円 

担当課 生活文化局市民生活部区政課 

委託先名 （公財）静岡市シルバー人材センター 
 

【事業の概要】 

静岡市営の愛宕霊園・沓谷霊園・沼上霊園・愛宕霊堂における墓所案内・施

設点検・清掃・除草・受付事務等業務の実施 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

当該業務は、墓所案内・施設点検・清掃・除草・受付事務等、多岐にわた

り、現行配置されている３名の非常勤嘱託職員のみでは対応ができないため、

霊園の管理・運営を円滑に実施するため、一部業務について外部に委託する。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、（公財）静岡市シルバー人材センターへ委託

している。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次の

とおり記載されている。 
 

シルバー人材センターは地方自治法施行令第 167 条の２第１項第３号によ

り、高齢者等の就業援助など福祉目的促進を支援する施策を実施している団体

として、随意契約が認められている。 

当該業務は高齢者の就業援助など福祉目的促進を支援することに適した軽

作業であることから、市内で唯一受託可能なシルバー人材センターである、当

該事業者のみを選定した。 
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（１）契約書別紙編纂もれ 

【現状】 

静岡市霊園管理業務委託契約書第７条には、以下の記載がある。 
 

（報告書の提出） 

第７条 乙（受託者）は、毎月上旬に前月分の委託業務に係る報告書（別記様

式）を甲に提出するものとする。 
 

しかし、編纂された契約書内には「別記様式」が綴じられていなかった。 

この点について、担当課に確認したところ、「契約書の編纂時に遺漏してしま

ったものと思われます」との回答があった。 

 

【指摘事項】 

例年同じ業者に委託している業務であり、実務上、問題はなかったとのこと

である。しかし、契約書で「別記様式」と定めている以上、適切に編纂してお

く必要がある。 
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25．静岡市民ギャラリー運営等業務委託他４業務 

（１）委託の理由の具体性について 

【現状】 

すでに記載済のもの以外でも、生活文化局の委託契約には、業務を外部へ委

託する理由として「効率的なため」と書かれているだけで、何がどのように「効

率的」なのかについては、具体的に記載されていないものが散見された。そこ

で、担当課へ説明を求めたところ、下記の回答が得られた。以下は、委託業務

実施伺いに記載されている委託の理由と、それについての担当課の説明である。 

 

①静岡市民ギャラリー運営等業務委託（文化スポーツ部文化振興課） 

（業務内容） 

静岡市役所静岡庁舎本館１階内の静岡市民ギャラリーの管理運営業務 

（委託の理由） 

市が直接実施するより効率的であるため。 

（担当課の説明） 

本業務を円滑に遂行するには、利用率向上のため、市内の文化団体及び関係

団体との協力体制を維持し、かつ当該施設のＰＲのための事業を企画・実施す

る能力を有していなければならない。よって本業務を実施できるのは、「しずお

か文化」の創造に寄与することを目的に設立され、市内外の文化団体等と密接

な連携を取りながら、市民の文化の振興に関する事業及び多くの文化施設の維

持管理の事業経験を積み重ねてきた当該団体以外にない。 

 

②静岡市ふれあい健康増進館使用料徴収業務（文化スポーツ部スポーツ振興課） 

（業務内容） 

静岡市ふれあい健康増進館における使用料徴収業務 

（委託の理由） 

市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施させるほうが効率的なため。 

（担当課の説明） 

当該施設は指定管理者制度を導入し、管理、運営を委託している。使用料徴

収業務は受付業務と同時に行うことで応対時間を短縮できるため、利用者への

サービス向上と人件費の抑制ができる。 

 

③清水日本平運動公園球技場・庭球場外２件使用料徴収業務（文化スポーツ部

スポーツ振興課） 
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（業務内容） 

清水日本平運動公園球技場・庭球場、清水蛇塚スポーツグラウンド及び清水

庵原球場における使用料徴収業務を行う。 

（委託の理由） 

市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施させるほうが効率的なため。 

（担当課の説明） 

当該施設は指定管理者制度を導入し、管理、運営を委託している。使用料徴

収業務は受付業務と同時に行うことで応対時間を短縮できるため、利用者への

サービス向上と人件費の抑制ができる。 

 

④静岡市体育館及び総合運動場使用料徴収業務（文化スポーツ部スポーツ振興課） 

（業務内容） 

静岡市体育館（中央・東部・北部・南部・長田・清水清見潟公園）及び総合

運動場（西ケ谷・清水）における使用料徴収業務 

（委託の理由） 

市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施させるほうが効率的なため。 

（担当課の説明） 

当該施設は指定管理者制度を導入し、管理、運営を委託している。使用料徴

収業務は受付業務と同時に行うことで応対時間を短縮できるため、利用者への

サービス向上と人件費の抑制ができる。 

 

⑤安倍川河川敷スポーツ広場仮設トイレ維持管理業務（文化スポーツ部スポー

ツ振興課） 

（業務内容） 

安倍川河川敷スポーツ広場仮設トイレ維持管理および清掃業務 

（委託の理由） 

市が直接実施するよりも、他の者へ委託し、実施させるほうが効率的なため。 

（担当課の説明） 

安倍川河川敷スポーツ広場の当該業務実施場所には、仮設トイレ等が 56 基設

置してあり、点検箇所が広範囲（駿河区中島～葵区下）にわたる。 

また、週１回（主に休日明けの平日）点検を行い、トイレの清掃、汲み取り

の要否及び施設の不具合の確認、備品・水の補充などの業務を行っているが、

上記業務を市職員が直接実施した場合、短期間（休日明け２日間程度）に実施

するためには、係職員を多く動員して行う等対応が必要となるため、他の管理

業務遂行に影響が出ると思われる。 

したがって、他の者へ委託し、実施させる方が効率的である。 
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【指摘事項】 

いずれもこのような理由が付記されていれば、業務を委託する合理性を見い

出すことができるが、現状の記載では、具体性に乏しいと言わざるを得ない。 

委託の理由については、より具体的に記載する必要がある。 
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26．静岡市手話奉仕員養成講座（入門課程）業務 

【概要】 

委託業務名 静岡市手話奉仕員養成講座(入門課程)業務 

積算金額 1,430,100 円 

予定価格 1,430,100 円 

契約額 1,430,100 円 

担当課 保健福祉局福祉部障害者福祉課 

委託先名 社会福祉法人静岡市しみず社会福祉事業団 
 

【事業の概要】 

 手話通訳者の養成を図るため、厚生労働省の手話奉仕員及び手話通訳者養成

カリキュラムに基づき、初めて手話を習う人を対象とした「静岡市手話奉仕員

養成講座（入門課程）」を市内２か所で開催する。 
 

【委託等の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

専門的な知識、技術、技能及び経験を必要とするとともに、市が直接実施

するよりも、他の者へ委託し、実施させる方が効率的なため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、社会福祉法人静岡市しみず社会福祉事業団

へ委託している。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、

次のとおり記載されている。 
 

本業務は、専門的な知識、技術、経験等を有する講師陣との協力・連携を十

分に図る必要があり、市内で当該業務を適切に実施できる者は、講師陣との十

分な連携体制を確保している「社会福祉法人静岡市しみず社会福祉事業団」し

かないため。（地方自治法施行令第 167 条の２第１項第２号該当） 
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手話奉仕員養成講座業務は、将来の手話通訳者の育成を目的として、手話通

訳者養成講座の入門、基礎講座を行う業務である。 

手話奉仕員養成講座、手話通訳者養成講座の各講座を修了し、全国手話通訳

者統一試験に合格すると、静岡市ろうあ協会の推薦により、静岡市の手話通訳

者として登録ができる（登録手話通訳者）。 

登録手話通訳者は、聴覚障がいのある方の通訳派遣申請にもとづき、病院の

受診、町内会の会合、所属団体の会議通訳、学校の授業参観、講演会のステー

ジ通訳等、様々な場面で通訳活動を行っている。 

静岡市の場合、登録手話通訳者になるためのステップは、次のとおりである。 

 

 

 

静岡市では、このフローの最初のステップである「手話奉仕員養成講座」を

開催しており、それを単独随意契約で「社会福祉法人静岡市しみず社会福祉事

業団」へ委託している。 
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（１）事業の効果について 

【現状】 

静岡市では、年間延べ 1,300 件を超える手話通訳の派遣申請があるが、手話

通訳者として登録されているのは 45 名しかいない。登録手話通訳者の多くは兼

業者であり、人手不足の状態となっている。 

市が委託している「手話奉仕員養成講座」は、平成 25 年度の定員は 150 名で

あるが、実際の参加者（事業開始時）は 95 名と定員の 63％にすぎなかった。こ

れを受け、平成 26 年度は定員を大きく減らすこととし、80 名まで減少させてい

る。 

手話通訳者になるためには、「手話奉仕員養成講座」が修了しても、その後３

年間の「手話通訳者養成講座」を受講し、さらに難関な全国手話通訳者統一試

験に合格しなければならない。静岡市で手話通訳者として登録される人数は、

毎年多くて数名程度となっている。 

 

【指摘事項】 

この事業の目的は、「将来の手話通訳者の育成」である。しかし、現状は、市

が委託している講座では、定員が 150 名から 80 名へと大幅に減少しており、静

岡市で登録される手話通訳者は、年に数名しかいないという状況である。この

登録者数からすると、手話通訳者の人手不足を解消できる状況にはなく、事業

の効果は大きいとはいえない。 

 まずは、「手話奉仕員養成講座」の受講者数を増やすため、市のＰＲを積極的

に強化する具体的な方法を検討し、実施していくことが必要である。 

また、「手話奉仕員養成講座」については、民間市場に委ねることも検討すべ

きと考える。市が講座を開催しなくても、民間の講座受講者で、ある条件をク

リアした者には、市が講座料金等を補助するという方法も考えられる。 

最終的には、静岡市に登録される手話通訳者の増加につながるよう、市の具

体的な取り組み方法を再度検討しておくことが必要と考える。 
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27．障害者等相談支援事業 

【概要】 

委託業務名 障害者等相談支援事業 

積算金額 下記参照 

予定価格 下記参照 

契約額 下記参照 

担当課 保健福祉局福祉部障害者福祉課 

委託先名  下記参照 
 

障害者等相談支援事業は、事業区域別（葵区・駿河区・清水区）、内容別（身

体・知的）の６事業、これに「重心（重症心身障害者）」を合わせ、合計７事業

の委託契約を締結している。 

（単位：千円） 

業務名 委託先名 
予定 

価格 

積算 

金額 
契約額 

葵区・身体 社会福祉法人恩賜財団済生会支部静岡県済生会 13,734 13,734 13,725 

駿河区・身体 特定非営利活動法人静岡ピアサポートセンター 13,734 13,734 13,725 

清水区・身体 特定非営利活動法人清水障害者サポートセンターそら 13,734 13,734 13,650 

葵区・知的 社会福祉法人明光会 11,815 11,815 11,804 

清水区・知的 社会福祉法人静岡市しみず社会福祉事業団 11,813 11,813 11,799 

駿河区・知的 社会福祉法人恩賜財団済生会支部静岡県済生会 12,908 12,908 12,902 

重心 社会福祉法人小羊学園 6,232 6,232 6,230 

 

【事業の概要】 

 静岡市障害者等相談支援事業実施要綱に基づき、障害者等が障害福祉サービ

スその他のサービスを利用しつつ、自立した日常生活又は社会生活を営むこと

ができるよう、障害者等及び保護者等からの相談に応じ、情報提供等必要な支

援を行うとともに、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関す

る法律に基づき、虐待を受けた障害者からの届出や、発見者からの通報の受理、

障害者や養護者等に対する指導・助言を実施するものとして、指定特定相談支

援事業又は指定一般相談事業を実施する事業所にて、次の事業を実施する。 
 

・相談支援事業   ・ピアカウンセリング事業 

・障害児等療育支援事業  ・身体障害者生活支援事業 

・障害者虐待防止センター事業  
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【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

専門的な知識、技術、技能及び経験を必要とするため。 
 

また、この事業では、前金払いが採用されている。委託業務実施伺いには、

前金払いの理由として、次のとおり記載されている。 
 

当該業務委託料は、業務に係る事業費及び人件費に充てるものであり、受託

者において業務を円滑に実施するためには、これらの経費の早期執行が必要で

あることから、委託料を前金払いにて執行する。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、すべて単独随意契約により、委託されている。「葵区・身体」の【見

積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり記載さ

れている。 
 

本業務は、身体障害のある人等への相談支援や関係機関との連携、ピアカウ

ンセリングの実施など、相談支援に関する専門的な知識や技能、経験を必要と

するものであるが、葵区内にて事業所を開設するとともに、当該業務に必要な

専門的知識等を有し、関係機関との連携体制を構築している者は、「社会福祉

法人恩賜財団済生会支部静岡県済生会」しかないため。 
 

その他の業務についても、単独随意契約の理由は、おおむね同様の記載がさ

れている。 
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（１）積算と実績の乖離について 

【現状】 

障害者等相談支援事業の積算金額の算出方法については、厚生労働省から指

針が出されている。それによると、積算金額は、①相談支援事業、②ピアカウ

ンセリング事業、③身体障害者生活支援事業、④障害児等療育支援事業、⑤共

通経費（業務管理費、一般管理費）の区分により算出されることになる。 

このうち、④障害児等療育支援事業については、指導や相談に対応した人数

や回数に積算単価を乗じて、積算金額を算出する。ここでの積算単価は、静岡

県健康福祉部障害者支援総室長による「障害者自立支援法に係る地域生活支援

事業の実施について」における単価を使用している。 

この積算単価に乗じることとなる積算人数（回数）、事業開始時に提出する事

業計画書に記載されている人数（回数）、実績報告書に記載されている人数（回

数）には、乖離が見受けられた。具体的な乖離と積算金額に与える影響額は、

次のとおりである。 
 

（訪問による療育指導） 

事業所 積算（人） 実績（人） 実績-積算（人） 単価（円/人） 金額（円） 

葵区・知的 24 68 44 7,250 319,000 

駿河区・知的 73 210 137 7,250 993,250 

清水区・知的 24 18 △ 6 7,250 △ 43,500 

重心 36 57 21 7,250 152,250 

 

（外来による療育指導） 

事業所 積算（人） 実績（人） 実績-積算（人） 単価（円/人） 金額（円） 

葵区・知的 48 9 △ 39 2,890 △112,710 

駿河区・知的 280 354 74 2,890 213,860 

清水区・知的 24 19 △ 5 2,890 △ 14,450 

重心 72 84 12 2,890 34,680 

 

（療育技術の指導） 

事業所 積算（回） 実績（回） 実績-積算（回） 単価（円/回） 金額（円） 

葵区・知的 7 5 △ 2 22,370 △ 44,740 

駿河区・知的 12 12 0 22,370 0 

清水区・知的 10 4 △ 6 22,370 △134,220 

重心 2 3 1 22,370 22,370 
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（療育機関に対する支援） 

事業所 積算（回） 実績（回） 実績-積算（回） 単価（円/回） 金額（円） 

葵区・知的 2 0 △ 2 22,370 △ 44,740 

駿河区・知的 0 18 18 22,370 402,660 

清水区・知的 2 1 △ 1 22,370 △ 22,370 

重心 3 4 1 22,370 22,370 

 

（事業所ごとの乖離金額合計） 

事業所 積算（円） 実績（円） 実績-積算（円） 
  

葵区・知的 514,050 630,860 116,810 
  

駿河区・知的 1,606,890 3,216,660 1,609,770 
  

清水区・知的 511,800 297,260 △ 214,540 
  

重心 580,930 812,600 231,670 
  

 

事業所ごとの乖離金額を見てみると、「清水区・知的」以外は、積算金額より

も実績金額のほうが大きくなっていることがわかる。特に「駿河区・知的」の

差額が多額となっている。「清水区・知的」は実績金額のほうが少ないが、これ

については、平成 25 年度に事業所名を変更し、新しい事業所名の周知が徹底さ

れていなかったことから、実績が大きく伸びなかったという要因があった。 

 

【指摘事項】 

相談支援事業所には、毎日、簡単に解決できない多種多様な相談が寄せられ

ている。相談支援は、それぞれの事業所の特性を活かし、事業所ごとに実施す

るため、何回以上実施しなくてはならないということはない。 

しかし、計画よりも実績のほうが大きくなっている場合でも、事業開始時に

契約した金額が増額されるというわけでもない。積算金額が、必要以上に低く

見積もられている場合には、事業所の経営が圧迫され、十分なサービスの提供

がなされない恐れがある。 

積算金額については、実績にもとづき、業務の実態を反映したうえで計算す

る必要があると考える。 
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28．静岡地区放置自転車等移送業務 

【概要】 

委託業務名 静岡地区放置自転車等移送業務 

積算金額 23,424,450 円 

予定価格 23,424,450 円 

契約額 23,415,000 円 

担当課 都市局都市計画部交通政策課 

委託先名 一般財団法人静岡市環境公社 
 

【事業の概要】 

路上及び自転車等駐車場内に放置されている放置自転車等の撤去及び移送を

行う。 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

 市が直接実施するより他の者へ委託し、実施させる方が効率的であり、また、

専門的な知識、技術、技能及び経験を必要とするため。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、一般財団法人静岡市環境公社へ委託してい

る。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次のとおり

記載されている。 
 

本業務は、自転車等を条例に基づき撤去・運搬するなど公益性の高い業務で

あるため、市民対応の慎重かつ的確な実施が可能で実績があり、営利に捉われ

ず十分な人員を配置できる、財団法人静岡市清掃公社（※）を選定した。 

（※）現在の一般財団法人静岡市環境公社のことである。 
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（１）業務仕様書と積算の整合性について 

 ① 移送班の業務時間について 

【現状】 

１）業務仕様書の記載 

 放置自転車等移送班の業務時間について、業務仕様書には、次のとおり記載

されている。 
 

３ 指定時間 

(1) 移送班 毎日 午前９時から午後４時まで 

（ただし、土曜日、日曜日、祝日、休日及び 12 月 29 日から 1月 3 日までを除く） 

      以下省略 
 

 仕様書では、業務時間は、「午前９時から午後４時まで」の７時間となってい

るが、これには休憩時間 1時間が含まれている。よって、休憩時間を除くと６

時間になる。 

 

２）市の積算（人件費部分） 

 本業務の積算表から、人件費部分を抜粋したものは、次のとおりである。 
 

項目 摘要 単価 数量 単位 金額 備考 

人件費 合計(A) 
   

13,420,000    

  土木一般世話役 18,800 0   0  公共工事設計労務単価表より 

  普通作業員 13,500 488 人・日 6,588,000  公共工事設計労務単価表より 

  運転手（一般） 14,000 488 人・日 6,832,000  公共工事設計労務単価表より 

 

備考欄にある「公共工事設計労務単価」とは、国土交通省が公表するもので

あり、１日の業務時間は８時間（休憩時間は含まれない）を前提としている。 

これによると、積算上の単価は、１日の業務時間を８時間としたものであり、

上記の仕様書の指定時間６時間とは２時間の乖離があり、整合性がとれていな

いように見受けられる。 

そこで、この点につき、所管課へ問い合わせたところ、次の回答があった。 
 

指定時間については、現場での業務実施時間であり、指定車両の移動、整備

等も含めて８時間（休憩時間１時間除く）として積算しております。 
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この回答について、所管課へのヒアリングを実施した結果、指定時間とは現

場での作業にかかる時間のことであり、乖離している２時間は、車両の移動や

整備に要する時間であるとのことであった。 

 

【指摘事項】 

移送班の業務時間について、業務仕様書では６時間とする記載がありながら、

積算書では８時間として人件費を計算しているため、整合性がとれていないよ

うに見受けられる。これは、業務仕様書に記載された時間（指定時間６時間）

が、業務時間の実態（段取り等を含む８時間）と異なることによるものである。 

業務仕様書の記載内容を業務の実態を反映したものへと改めることにより、

積算との整合性を図る必要があると考える。 

 

② 補助員の人件費について 

【現状】 

１）業務仕様書の記載 

 本業務に従事する人員について、業務仕様書には、次の記載がある。 
 

１ 委託内容 

(1) 市長の指示した場所及び時間帯に「放置自転車等移送班（以下「移送班」

という。）」を派遣し、本市職員の指示する放置自転車等を、市長の指定する

保管場所に移送する業務（以下「移送業務」）に従事させること。 

(2) 自転車等放置禁止区域及び同規制区域における自転車等の撤去を実施する

際、静岡市茶町自転車等保管所へ市長の指示した時間帯に「放置自転車等移

送補助員（以下「補助員」という。）」を派遣し、同保管所職員及び移送班の

業務の補助に従事させること。 

(3) 業務受託者は、放置自転車等移送班として、下記の車両ならびに人員を配

置させること。 

① 移送班第 1車両 

積載量が４トンの車両（パワーゲートを装備した車両とする。）を用意し、

移送班員２名以上をもって配置すること。 

② 移送班第２車両 

積載量が２トン以上の車両（パワーゲートを装備した車両とする。）を用意

し、移送班員２名以上をもって配置すること。 

以下省略 
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また、業務の指定時間については、次のとおり記載されている。 
 

３ 指定時間 

(1) 移送班 毎日 午前９時から午後４時まで 

 （ただし、土曜日、日曜日、祝日、休日及び 12 月 29 日から 1月 3日までを

除く） 

(2) 補助員 道路上における放置自転車等の撤去を実施する日 

      午前 10 時から午後３時までのうち市長が指示する３時間。 

 （ただし、金曜日、土曜日、日曜日、祝日、休日及び 12 月 29 日から 1月 3

日までを除く） 

以下省略 
 

 

２）市の積算（人件費部分） 

 前述のとおり、積算表から人件費部分を抜粋したものは、次のとおりである。 
 

項目 摘要 単価 数量 単位 金額 備考 

人件費 合計(A) 
   

13,420,000    

  土木一般世話役 18,800 0   0  公共工事設計労務単価表より 

  普通作業員 13,500 488 人・日 6,588,000  公共工事設計労務単価表より 

  運転手（一般） 14,000 488 人・日 6,832,000  公共工事設計労務単価表より 

 

 これによると、人件費は、普通作業員 2人分（2人×244 日＝488 人・日）、運

転手（一般）2人（2 人×244 日＝488 人・日）分だけが積算されており、仕様

書で見た「補助員」の分が考慮されていないことがわかる。 

つまり、積算には「補助員」の人件費が漏れており、業務仕様書の記載と積

算の間に不整合が生じているように見受けられる。 

そこで、この点につき、所管課へ問い合わせたところ、次の回答が得られた。 
 

 業務を実施するエリアの広さ、天候、保管所の容量等によって作業の分量は

流動的であるため、日によって補助員を追加することもあれば、標準人員数（４

名）を下回る人員しか配置しないこともある。そして、これを正確に把握する

ことは現状できていない。 

以上のことから、積算上は標準人員数を用いている。 
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【指摘事項】 

業務仕様書では、業務時間を定めている補助員について、積算上は、人件費

を計上していないため、両者の整合性がとれていない状態となっている。 

所管課では、補助員の稼働状況について、正確に把握していないということ

であるが、実際に補助員を供給している環境公社では、日報等により補助員の

稼働実績を把握しているはずである。 

そこで、環境公社から、補助員の見積人数、実績報告等の情報を入手し、積

算への反映や業務の管理に役立てることが必要と考える。 
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29．道路パトロール管理業務 

【概要】 

委託業務名 道路パトロール管理業務 

積算金額 10,164,000 円 

予定価格 10,164,000 円 

契約額 10,049,550 円 

担当課 建設局道路部道路保全課 

委託先名 公益財団法人静岡市まちづくり公社 
 

【事業の概要】 

道路施設等の維持管理に必要である豊富な知識や経験を有する者が、パトロ

ール車両内からの道路状況の観察、異常箇所の応急処理、処理状況の報告等を

行う。 
 

【委託の理由】 

委託の理由について、委託業務実施伺いには、次のとおり記載されている。 
 

 パトロールの管理に精通した者が実施することにより、市職員が遂行するよ

り効率的に実施できるため、業務を委託する。 
 

【委託業者の選定】 

本業務は、単独随意契約により、公益財団法人静岡市まちづくり公社へ委託

している。【見積参加者が１者である理由】について、見積参加者表には、次の

とおり記載されている。 
 

本業務は、静岡市が管理する道路及び道路付属施設の安全管理を補助するも

のであり、行政的知識と経験を有し、かつ土木構造物に関する各種基準に精通

し、業務遂行に必要な技術力を必要とする。 

（公財）静岡市まちづくり公社は、公益法人として、高度の行政的見地があ

り、また、土木技術の知識を持つ（国土交通省中部地方整備局が認定する「施

設等管理支援技術者」の資格保有）職員を有しており、道路維持管理における

補修必要箇所など統一的な視点で道路パトロール管理業務の遂行が可能であ

ることから、（公財）静岡市まちづくり公社と随意契約する。 
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（１）不測の事態への対応について 

【現状】 

単独随意契約の理由として記載のある「施設等管理支援技術者」は、保有者

自体が非常に少ない資格であり、静岡市内でも１名しかいない。この１名は、

静岡市まちづくり公社におり、これが公社との単独随意契約とする理由の１つ

ともなっている。 

現状では、「施設等管理支援技術者」は、市の職員には 1人もいない。このよ

うな状態で、市に委託業務の管理監督が十分できるのか、資格保有者が業務を

離れるなど、不測の事態が生じた場合でも、市は業務を継続できるのか、とい

うことが問題点として危惧される。 

そこで、この点につき、所管課の考え方を確認するために、質問をしたとこ

ろ、次の回答が得られた。 

 

【質問】 

「施設等管理支援技術者」は現状まちづくり公社に１名いらっしゃるのみと

いうことですが、市の職員の中にも「施設等管理支援技術者」は必要であると

お考えですか。また、そうお考えの理由をご教示ください。 

 

【回答】 

職員が維持管理に関する見識を高め必要性を理解し、効率的な管理を実施・

継承していく上では、職員の資格取得は効果的な一手段であると考えます。 

施設メンテナンスの重要性が明確になり、維持管理に関する環境が大きく変

わっていく中で、国による新たな資格制度など、今後の動向にも注視し対応し

ていきたいと考えております。 

【理由】 

 これまで、道路ストックの維持管理は、建設業者主体ではなく市の職員が主

体となり行ってきました。これは、社会ストックの建造年数が経過していなか

ったこともあり、大きな作業（利益）を伴う修繕（更新）が少なかったことが

要因であると考えます。 

 こうした中、高度成長期に一斉に建設された莫大な量の社会ストックが、今

後同時期に高齢化を迎え、近い将来大きな負担が自治体に生じることが懸念さ

れています。 

 道路ストックを取り巻く環境は、維持予算や技術職員が削減される一方なの

ですが、老朽化は静かに進行しており、既に危険水域に入っていると、国土交

通省の社会資本整備審議会は警鐘を鳴らしています。 



 

- 142 - 

 

 事実、平成 24 年度の中央自動車道、笹子トンネルでの大事故や、同時期には

静岡市でも国道 150 号で照明灯の器具が落下し車 6台を巻き込む事故が発生し

ており、「老朽化の危機」は既に顕在化してきていると言えます。 

 このように、道路ストックのメンテナンスは多くの人命に関わることですの

で、経験が重要となる維持管理技術が継承されていくためにも、市の職員が増

員され、こうした資格を取得し対処していければ良いのですが、建設局以外で

理解が進むことがなく、今後も人員の削減は進む一方ではないかと考えます。 

 これを補うためにも、「施設等管理支援技術者」は民間企業にもっと広まって

ほしい資格であると思いますが、まだまだ維持管理に関する認識は甘いものが

あり、また民間には難易度の高い試験でもあることから受験者も年々減少し、

資格の存続自体も危ぶまれているようです。 
 

①市の技術職員が増員され、維持管理業務を一つの技術として継承していく。 

②維持管理に関する資格が、施工管理技士のような建設に関する資格と同様に

確立され、民間業者の中で維持管理に関する意識が醸成されていく。 
 

少しでも早い段階で、これらが実現していくことを望みます。 
 

所管課では、道路ストックの「老朽化の危機」は既に顕在化してきていると

認識してはいるものの、市の技術職員の増員が行われない現状では、職員によ

る資格取得は難しいと考えているようである。 

 それを補うためには、民間資格の活用が必要となってくるが、「施設等管理支

援技術者」の試験は難易度が高く、資格の存在自体も危ぶまれているという問

題もあることがわかる。 
 

 道路ストックの維持管理に民間資格を活用することについては、国（国土交

通省）の取り組みも見られるところである。以下は、2014 年 7 月 15 日付の建設

通信新聞の記事を抜粋したものである。 
 

 国土交通省は 14 日、社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部

会「社会資本メンテナンス戦略小委員会」（委員長＝家田仁東大・政策研究大学

院大学教授）を開き、維持管理に関する資格制度のあり方案を提示した。まず

は道路の橋梁や河川の堤防など、８分野１１施設の点検や診断業務などに既存

民間資格を活用する。国による登録期間は５年程度とし、資格運営団体には更

新制度や消除規定などを整えさせ、知識・技術水準の維持向上を図る。今後パ

ブリックコメントを経て、８月中に小委員会としての提言をまとめる。９月以

降に資格の登録規定や必要な知識・技術の大臣告示を定めた上で、民間資格を

公募・評価し、2015 年度から業務発注時の要件などに使う。 
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（中略） 

 民間資格の評価・登録プロセスによると、まず国が各施設の点検、診断業務

などに求める技術水準を明確化する。例えば、道路橋梁の点検業務を行う担当

技術者には、国が定める定期点検要領の事項を確実に履行できる知識・技術と

いったように、技術的な評価事項を大臣告示で示す。その上で、民間資格を対

外的に広く公募する。学識経験者や専門家らで組織する第三者委員会の評価結

果を踏まえ、国が基準を満たす資格を登録・公示する。 

15 年度以降、国の業務発注時の資格要件などに使うとともに、地方公共団体

にも活用促進を働き掛けていく。将来的には資格保有の義務化も視野に入れて

いる。 

（以下略） 
 

以上のように、国（国土交通省）の取り組みはすでに始まっている。ここか

らは、民間資格を「15 年度以降、国の業務発注時の資格要件などに使うととも

に、地方公共団体にも活用促進を働き掛けていく」こと、「将来的には資格保有

の義務化も視野に入れている」ことが、今後の動きとして読み取れる。 

 

【指摘事項】 

現状では、「施設等管理支援技術者」の資格を有する者は、市の職員には１人

もなく、静岡市内に１人しかいないため、不測の事態が生じた場合には、代わ

りとなる者がいない状況にある。その場合には、資格を有効に活かした業務の

遂行が危ぶまれるとともに、資格の保有を前提とした委託業務の継続性にも危

惧が生じると考えられる。 

所管課では、こうした問題を始め、道路の維持管理における問題点を十分に

認識してはいるが、それらへの対応としては、技術職員の増員や民間資格の市

場の醸成を待っているように見受けられる。 

所管課の姿勢として、技術職員の増員などの環境変化を待つだけではなく、

市の職員による資格保有も視野に入れ、職員の育成について、むしろ積極的に

取り組んでいくことが必要と考える。 
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30．入院患者給食業務委託 

【概要】 

静岡市では、静岡病院、清水病院ともに入院患者給食業務を外部に委託して

いる。この業務は、個々の患者の病態に応じた適切な給食を調整・供給し、疾

病の治癒並びに回復を図ることを目的としている。具体的には、献立の作成、

給食材料の調達等、調理、配膳、下膳、設備の清掃・洗浄・消毒・管理、その

他各種調査、報告等を含めた病院給食全般に関する委託である。内容について

は両病院に多少の差異はあるが、概ね同様の民間委託といえるものである。 

 

【委託業者の選定】 

近年の委託業者の選定方式等は、以下のとおりである。 
 

年度 
静岡病院 清水病院 

選定方式 受託業者 選定方式 受託業者 

平成 20 年度 

(上期） 

単独随意契約 

(前年事業者） 

㈱サンタモン 

コーポレーション 単独随意契約 

(前年事業者） 
日清医療食品㈱ 

平成 20 年度 

(下期） 
  

平成 21 年度 
ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式 

（H20/10/1） 

㈱サンタモン 

コーポレーション 

単独随意契約 

(前年事業者） 
日清医療食品㈱ 

平成 22 年度    
 

 

平成 23 年度 
単独随意契約 

(前年事業者） 

㈱サンタモン 

コーポレーション 

ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式 

（H22/4/1） 

シダックス 

フードサービス㈱ 

平成 24 年度 
単独随意契約 

(前年事業者） 

㈱サンタモン 

コーポレーション 
  

平成 25 年度 
単独随意契約 

(前年事業者） 

㈱サンタモン 

コーポレーション ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式 

（H25/4/1） 

シダックス 

フードサービス㈱ 
平成 26 年度 

競争見積 

（H26/4/1） 

㈱サンタモン 

コーポレーション 

 

静岡病院は、平成 20 年度に「プロポーザル方式」により業者を選定し、契約

は 22 年度までの長期継続契約(２年６ヶ月)である。平成 23～25 年度について

は、厨房設備更新工事の計画・実行があり、これに対する柔軟な対応を目的と

して、直前業者との「単独随意契約」を行っている。平成 26 年度は、設備工事
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が完了し、その間に必要な業務仕様、作業マニュアルの作成が完了したため、「プ

ロポーザル方式」ではなく、「競争見積」を導入している。 

一方、清水病院は、平成 18 年度に「プロポーザル方式」による業者選定を実

施し、翌平成 19 年度～21 年度まで各年前年事業者と「単独随意契約」を行って

いる。その後、平成 22 年度～24 年度、平成 25 年～27 年度については、「プロ

ポーザル方式」による業者選定を継続し、それぞれ３年間の長期継続契約を行

っている 。 

 

【委託金額の内訳】 

静岡病院と清水病院の委託金額の内訳は、次のとおりである。 
 

  
契約単価 25 年度提供数実績 ２５年度実績金額（税込）※１ 

静岡 清水 静岡 清水 静岡 清水 

一般食 512 円 651 円 204,374 食 177,097 食 104,721,237 円 115,290,147 円 

特別食 604 円 704 円 176,409 食 117,569 食 106,506,934 円 82,709,792 円 

産後食 -  672 円 -  7,026 食 -  4,721,472 円 

選択食加算 18 円 -  2,503 食 -  44,679 円 -  

祝膳加算 1,050 円 -  316 食 -  374,192 円 -  

献立作成 3,429 円 -  365 回 -  1,251,695 円 -  

食数と食事提供に係る委託料金額                     合計 212,898,737 円 202,721,411 円 

経腸栄養(静岡) 

/経管流動(清水） 
210 円 399 円 19,108 食 23,088 食 4,012,680 円 9,212,112 円 

経管流動に係る 

材料調達※２ 
- 別途算定 - 別途算定 -  7,881,016 円 

調乳 4,701 円 399 円 365 回 365 回 1,715,810 円 145,635 円 

その他の提供に係る委託料金額                              合計 5,728,490 円 17,238,763 円 

委託料総額 218,627,227 円 219,960,174 円 

※１：契約実績をもとに監査人が作成（端数四捨五入）。 

両病院の委託契約内容は完全には一致しておらず、他方にはない契約項目が数点ある。 

※２：清水病院は経管流動食に係る材料調達を委託の範囲に含めているが、静岡病院にはない。 

 

 このように、給食業務の委託は、提供食事内容ごとに単価を定め、これに実

績数を乗じて委託料を算定する「単価契約」となっている。 
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（１）「一般食」と「特別食」の契約単価について 

【現状】 

静岡病院と清水病院の「一般食」と「特別食」とでは、それぞれ単価に次の

差異がある。 
 

 
①静岡病院 ②清水病院 ②－① 

一般食 512 円 651 円 139 円  

特別食 604 円 704 円 100 円 

 

これを見ると、「一般食」、「特別食」ともに、清水病院の単価のほうが高いこ

とがわかる。 

どちらの病院も同じ市立病院であり、入院病床もともに約 500 床と、規模も

ほぼ同様の病院である。業務の委託は、静岡病院、清水病院がそれぞれ別々に

業者を選定し契約するものであるが、入院患者へ安全で適切な食事を提供する

という点では、基本的に同様のサービスの提供が求められているはずである。 

通常、同様の品質水準の業務を「単価契約」により委託する場合、その単価

はある程度近似するものと考えられる。しかし、実際の契約を見ると、清水病

院のほうが 1食当たりの単価が高い契約となっている。 

そこで、この原因を検討するために、以下では、監査人が委託費を「変動費」

と「固定費」に分解して分析を行っている。 

 

【計算の前提】 

給食業務委託仕様書を確認したところ、「材料費」の目安が、以下のように示

されている。 
 

静岡病院 
平均給食材料費は、「入院時療養費（Ⅰ）」と特別食を提供した時の加算

額の合計額の 36％を目安として調達すること。 

清水病院 平均給食材料費は「診療報酬単価」の 40％を目安として調達すること。 
 

静岡病院と清水病院とでは、多少の表現の相違はあるが、これは材料調達コ

ストの目安について、診療報酬の範囲で規定しているものといえる。「診療報酬

単価」は主として、「入院時療養費（Ⅰ）640 円」と「特別食提供加算額 76 円」

からなるため、次のように算定することができる。 
 

一般食：「入院時療養費（Ⅰ）640 円」 

特別食：「入院時療養費（Ⅰ）640 円」+「特別食提供加算額 76 円」= 716 円 
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静岡病院ではこの金額の 36％が、そして、清水病院ではこの金額の 40％が、

平均給食材料費の目安となっていると考えられる。 

以下では、「材料費」は、食事の提供数との比例関係が強いため、「変動費」

としている。また「材料費」以外のコストである「労務費」と「経費」につい

ては、食事の提供数と比例する関係のものは少なく、変動費と固定費を合理的

に分解することも困難なため、ここではすべて「固定費」とみなしている。 

 

【計算結果】 

 両病院の委託料を「変動費」と「固定費」に分解した結果は、次のとおりで

ある。 
 

（静岡病院） 

   単価目安 提供食数 推定金額 

推定変動費 材料費 一般食 ※1  230 円 204,374 食 47,006,020 円 

  特別食 ※2  258 円 176,409 食 45,513,522 円 

 上記以外 選択食加算※３ - - 44,679 円 

  祝膳加算  ※３ - - 374,192 円 

    380,783 食 92,938,413 円 

推定固定費 （給食委託料合計－推定変動費より逆算）  119,960,324 円 

   給食委託料合計 212,898,737 円 

※１：640 円 × 36％ ＝ 230 円 

※２：（640 円＋76 円）× 36％ ＝ 258 円 

※３：特殊な食事に対する加算金額のため、変動費とみなしている。 

 

（清水病院） 

   単価目安 提供食数 推定金額 

推定変動費 材料費 一般食 ※1  256 円 177,097 食 45,336,832 円 

  特別食 ※2  286 円 ※3 124,595 食 35,634,170 円 

    301,692 食 80,971,002 円 

推定固定費 （給食委託料合計－推定変動費より逆算）  121,750,409 円 

   給食委託料合計 202,721,411 円 

※１：640 円 × 40％ ＝ 256 円 

※２：（640 円＋76 円）× 40％ ＝ 286 円 

※３：産後食 7,026 食を変動費とみなし、特別食に含めている。 

7,026 食 ＋ 117,569 食 ＝ 124,595 食 
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（静岡病院と清水病院の比較） 

  ①静岡病院 ②清水病院 ②－① 

給食委託料 

推定変動費 92,938,413 円 80,971,002 円 -11,967,411 円 

推定固定費 119,960,324 円 121,750,409 円 1,790,085 円 

合計 212,898,736 円 202,721,411 円 -10,177,325 円 

提供食数（一般食、特別食等） 

提供食数 380,783 食 301,692 食 - 

１食当たり単価  

１食当たり変動費単価 244 円 268 円 24 円 

１食当たり固定費単価 315 円 404 円 89 円 

合計 559 円 672 円 113 円 

 

静岡病院と清水病院とを比較してみると、推定変動費は、静岡病院が 92,938

千円、清水病院が 80,971 千円と、静岡病院のほうが 11,967 千円大きくなって

いる。これは主として提供食数の差から生じたものである。 

 また、推定固定費については、静岡病院が 119,960 千円、清水病院が 121,750

千円と概ね近似しており、差額も 1,790 千円（差額比率 1.5％）と僅少である。

したがって、両病院の「固定費」は１億 2,000 万円前後のほぼ同水準といえる。 

１食当たりの単価で見た場合、変動費単価は清水病院のほうが 24 円高くなっ

ている。これは、仕様書の規定の差から生じるものである。また、固定費単価

についても、清水病院のほうが 89 円高くなっている。これは、静岡病院に比べ、

清水病院の提供食数が少ないため、同水準の固定費を食数で除して算定される

単価は、清水病院のほうが大きくなってしまうことによる。 

 

① 変動費について 

静岡病院と清水病院の推定変動費の差額を分析すると、次のとおりである。 
 

  ①静岡病院 ②清水病院 ③清水病院※ 差額 

推定変動費 92,938,413 円 80,971,002 円 - -11,967,411 円 

うち数量差額 92,938,413 円 - 73,634,670 円 -19,303,743 円 

うち単価差額 - 80,971,002 円 73,634,670 円 7,336,332 円 

提供食数 380,783 食 301,692 食 79,091 食 

１食当たり変動費単価 244 円 268 円 244 円 24 円 

 ※ 静岡病院の単価で清水病院の食数を提供したときの金額である。 

（92,938,413 円 ÷ 380,783 食）× 301,692 食 ＝ 73,634,670 円 
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両病院の変動費の差額は△11,967 千円であるが、これは純粋な食数の相違に

よる差額△19,303 千円と、単価の相違による差額 7,336 千円から生じている。 

 すなわち、仮に両病院の単価が同一であったとすれば、静岡病院より 79,091

食少ない清水病院の変動費は、本来19,303千円少なくなるはずである。しかし、

静岡病院より単価が 24 円高いため、その影響額 7,336 千円を除いた 11,967 千

円しか少なくなっていない。つまり、清水病院側の材料費は、7,336 千円割高に

なっていると考えられる。 

 

 この単価の相違から生じる差額は、先述のとおり、仕様書の規定で、清水病

院が静岡病院よりも給食材料費の目安を４％高く設定していることに起因して

いる。 
 

静岡病院 
平均給食材料費は、「入院時療養費（Ⅰ）」と特別食を提供した時の加算

額の合計額の 36％を目安として調達すること。 

清水病院 平均給食材料費は「診療報酬単価」の 40％を目安として調達すること。 
 

 ただし、清水病院の材料費が高く設定されていることにより、給食の質が向

上し、入院患者の満足度が高まることも考えられる。そこで、両病院の実施し

た患者嗜好調査について見たところ、結果は次のとおりであった。 
 

  
静岡病院 清水病院 

平成 25 年 平成 26 年 平成 25 年 平成 26 年 

満足 34% 44% 35% 31% 

普通 46% 41% 47% 50% 

不満足 19% 14% 5% 4% 

無回答 1% 1% 13% 15% 

※静岡と清水で調査時期、頻度ともに異なるため、各年度の最終値を利用している。 

 

 この調査は、入院患者の食事に対する嗜好調査の一環として、各病院で実施

したものである。静岡病院では、平成 25 年よりも 26 年のほうが「満足」と回

答した患者の割合が増えているが、逆に清水病院ではその割合が減少している

ことがわかる。嗜好調査という性格から、その評価の有用性は限定的ではある

と思われるが、少なくともこの結果からは、清水病院で材料費を高く設定して

いることと、患者の嗜好満足度との間には、明確な因果関係は見受けられない。 
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【指摘事項】 

以上見てきたように、平均給食材料費の目安について、清水病院では静岡病

院よりも４％高く設定している。監査人の試算では、この影響により、清水病

院の委託費は 7,336 千円割高になっていると算定された。 

同一市内にある同規模の静岡病院では、清水病院よりも割安な単価を設定し、

委託業務が遂行されており、また、入院患者の嗜好満足度の結果から判断する

と、清水病院の割高な単価設定には、特に合理的な理由が見い出せられない。 

清水病院では、割高となっている平均給食材料費について、仕様書の見直し

を行い、適正な単価にもとづいた契約を行うことにより、委託料の削減に努め

る必要があると考える。 

 

 

② 固定費について 

 静岡病院と清水病院の過去３年間の変動費、固定費について、前述の計算方

法と同様に算定すると、以下のようになる。 
 

（静岡病院） 

  
契約 

単価 
食数 変動費 固定費 委託料 

平成 23 年度 

実績 

一般食 512 円 198,305 食 45,610,150 円 56,001,332 円 101,611,482 円 

特別食 604 円 191,796 食 50,121,259 円 67,568,957 円 117,690,216 円 

合計 390,101 食 95,731,409 円 123,570,289 円 219,301,698 円 

平成 24 年度 

実績 

一般食 512 円 204,508 食 47,036,840 円 57,753,059 円 104,789,899 円 

特別食 604 円 179,955 食 46,898,122 円 63,471,136 円 110,369,258 円 

合計 384,463 食 93,934,962 円 121,224,195 円 215,159,157 円 

平成 25 年度 

実績 

一般食 512 円 204,374 食 47,006,020 円 57,715,218 円 104,721,238 円 

特別食 604 円 176,409 食 45,932,393 円 62,245,106 円 108,177,499 円 

合計 380,783 食 92,938,413 円 119,960,324 円 212,898,737 円 

（注）特別食の変動費には、選択食加算、祝膳加算が含まれている。 

 

（静岡病院の病床利用率） 

 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

病床利用率 97.0% 96.3% 94.1% 

 対前年増減 - -0.7% -2.2% 
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 静岡病院の平成 23 年度から 25 年度の入院病床利用率は、97.0％、96.3％、

94.1％と高水準で推移しており、過去３年間は満床に近い状況であることがわ

かる。したがって、入院患者へ提供する食数は、500 床クラスの病院のキャパシ

ティに概ね近似していると考えられる。 

また、固定費として算定される金額は、過去３年間で 123,570 千円、121,224

千円、119,960 千円と若干減少している。ただし、平成 23 年度から 25 年度まで

の減少率が３％と小さいことからすると、静岡病院の固定費は、概ね一定（３

年平均 121,584 千円）で推移していると考えられる。 

以上、静岡病院の過去３年の実績からすると、500 床クラスの病院として必要

な固定費は、概ね 120,000 千円前後と推測される。 

 

 一方、清水病院の変動費と固定費の推移は次のとおりである。 
 

（清水病院） 

  
契約 

単価 
食数 変動費 固定費 委託料 

平成 23 年度 

実績 

一般食 596 円 192,602 食 49,306,112 円 65,484,680 円 114,790,792 円 

特別食 617 円 130,783 食 37,456,251 円 43,236,860 円 80,693,111 円 

合計 323,385 食 86,762,363 円 108,721,540 円 195,483,903 円 

平成 24 年度 

実績 

一般食 596 円 185,400 食 47,462,400 円 63,036,000 円 110,498,400 円 

特別食 617 円 122,202 食 34,998,653 円 40,399,981 円 75,398,634 円 

合計 307,602 食 82,461,053 円 103,435,981 円 185,897,034 円 

平成 25 年度 

実績 

一般食 651 円 177,097 食 45,336,832 円 69,953,315 円 115,290,147 円 

特別食 704 円 124,595 食 35,634,170 円 51,797,094 円 87,431,264 円 

合計 301,692 食 80,971,002 円 121,750,409 円 202,721,411 円 

 

（清水病院の病床利用率） 

 
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

病床利用率 80.3% 76.7% 73.6% 

 対前年増減 - -3.6% -3.1% 

 

 清水病院の平成 23 年度から 25 年度の入院病床利用率は、80.3％、76.7％、

73.6％と静岡病院より低くなっている。清水病院の規模は、静岡病院と同様の

500 床クラスであるが、病床には若干余剰が生じていることがわかる。 

 次に、静岡病院と清水病院の固定費を比較したのが以下の表である。 
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（静岡病院と清水病院の固定費比較） 

項目 年度 ①静岡 ②清水 ②-① 

固定費金額 

平成 23 年度 123,570,289 円 108,721,540 円 -14,848,749 円 

平成 24 年度 121,224,195 円 103,435,981 円 -17,788,214 円 

平成 25 年度 119,960,324 円 121,750,409 円 1,790,085 円 

 

平成 23年度と 24年度は、静岡病院よりも清水病院の固定費のほうが少なく、

差額も 23 年度が△14,848 千円、24 年度が△17,788 千円と多額になっている。

一方、平成25年度は、清水病院の固定費のほうが多くなっており、差額は＋1,790

千円と少額になっている。 

これは、平成 23、24 年度の契約単価は、一般食が 596 円、特別食が 617 円で

あったが、平成 25 年度からは、一般食が 651 円、特別食が 704 円と単価を高く

して契約したことによるものである。 

清水病院の規模が、静岡病院と同様に 500 床クラスであることからすると、

やはり、清水病院の固定費も、静岡病院と近似する 120,000 千円程度の金額が

必要になると考えられる。単価を引き上げたことにより、結果として、委託業

者は、平成 25 年度からは、少ない食数でもその固定費を賄うことができるよう

になったと推測される。逆に、平成 23、24 年度は、固定費に対する委託料は不

足していたと考えられる。 
 

 次の表は、清水病院の委託料について、平成 25 年度の想定食数と実績食数と

の関係を示したものである。 
 

（清水病院：想定食数と実績食数による比較） 

  
契約 

単価 
食数 変動費 固定費 委託料 

平成 25 年度 

想定食数 

一般食 651 円 192,000 食 49,152,000 円 75,840,000 円 124,992,000 円 

特別食 704 円 130,000 食 37,232,000 円 54,065,500 円 91,297,500 円 

合計 322,000 食 86,384,000 円 129,905,500 円 216,289,500 円 

平成 25 年度 

実績食数 

一般食 651 円 177,097 食 45,336,832 円 69,953,315 円 115,290,147 円 

特別食 704 円 124,595 食 35,634,170 円 51,797,094 円 87,431,264 円 

合計 301,692 食 80,971,002 円 121,750,409 円 202,721,411 円 

 

この契約単価により、契約上の想定食数 322,000 食を提供した場合には、固

定費は 129,905 千円となる。ところが、実際の食数は 301,692 食であり、想定

食数よりも少なかったため、固定費は 121,750 千円となり、想定よりも 8,155

千円少なくなっている。 
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 一方、逆に実際の食数が想定よりも多くなった場合を仮定したものが、次の

表である。ここでは、清水病院の実績食数が、静岡病院の平成 25 年度の実績と

同じであったと仮定して計算している。 
 

（清水病院：想定食数と静岡病院実績食数による比較） 

  
契約 

単価 
食数 変動費 固定費 委託料 

平成 25 年度 

想定食数 

一般食 651 円 192,000 食 49,152,000 円 75,840,000 円 124,992,000 円 

特別食 704 円 130,000 食 37,232,000 円 54,065,500 円 91,297,500 円 

合計 322,000 食 86,384,000 円 129,905,500 円 216,289,500 円 

平成 25 年度 

参考食数 

※1 

一般食 651 円 204,374 食 52,319,744 円 80,727,730 円 133,047,474 円 

特別食 704 円 176,409 食 50,523,538 円 73,580,194 円 124,103,732 円 

合計 380,783 食 102,843,282 円 154,307,924 円 257,151,206 円 

※1 参考食数として、静岡病院の平成 25 年度の実績食数をもって計算している。 

 

清水病院での実績食数が、静岡病院での提供食数程度に増加した場合、固定

費は 154,307 千円となり、想定食数で算定した金額よりも 24,402 千円多くなる

ことがわかる。病床利用率が高水準である静岡病院でも、固定費は概ね 120,000

千円である。病院の規模からしても、清水病院のほうが、静岡病院よりも多額

の固定費が必要となるということは、基本的には考えにくい。 
 

このように、単価契約においては、固定費を変動費的に取り扱うことになる。

実際の食事の提供数量が、想定数量よりも少ない結果となると、固定費に対す

る委託料の支払額も少なくなる。これは、委託業者にとってみれば、固定費の

回収金額が減少するということであり、その影響が大きい場合には、業務の運

営に支障をきたすリスクが存在することになる。 

逆に、提供数量（実績値）が、想定数量よりも多い結果となると、今度は、

市の固定費の支払が、必要以上に過剰となるリスクも存在している。 

 

【指摘事項】 

固定費を変動費的に取り扱う単価契約では、本来は提供食の数と直接連動し

ない、人件費や経費といった固定費が、食数の多寡によって変動してしまうた

め、委託業者に支払う委託料に過不足が発生する可能性がある。 

固定費というのは、人員の増減や経費負担区分の大幅な変更等がなければ、

本来、毎年度安定的に発生すべきものである。 

実態に即した積算金額を算定するためには、固定費を提供食数に連動させる

のではなく、人件費や経費など、個別に必要な金額を見積もることが、より適
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切な方法であると考える。静岡病院、清水病院ともに、変動費については単価、

固定費については総価を前提として、積算や契約の方法等を見直す必要がある

と考える。 

 

（２）経腸栄養（経管流動）の契約単価について 

【現状】 

入院患者の給食には、「一般食」や「特別食」のような食事以外にも、以下

のようなものもある。 
 

  
契約単価 25 年度提供数実績 25 年度実績金額(税込） 

静岡 清水 静岡 清水 静岡 清水 

経腸栄養(静岡) 

/経管流動(清水） 
210 円 399 円 19,108 食 23,088 食 4,012,680 円 9,212,112 円 

経管流動に係る

材料調達※1 
- 別途算定 - 別途算定 -  7,881,016 円 

 

静岡病院の「経腸栄養（経腸栄養管理料）」もしくは清水病院の「経管流動（経

管流動食調整費）」とは、ともに、経口摂取が不可能あるいは不十分な患者に対

し、体外から消化管内に通したチューブを用いて流動食を投与する処置をいう。

病院により表現は異なるが、基本的には同様の処置である。 

材料費については、静岡病院では病院側が調達しているが、清水病院では委

託業務に含めており、別途実費精算としている（上記※１参照）。 

上記の「経腸栄養（静岡）／経管流動（清水）」の契約単価には、このような

流動食の提供にあたり、対象材料である「経腸栄養剤」を適切に配膳、管理（在

庫管理含む）する費用が想定されており、材料費は含まれていない。 

 このように、「経腸栄養／経管流動」の業務内容は、両病院ともに、流動食提

供に関する管理業務という面で同様のものである。しかし、その金額について

は、静岡病院が 4,012 千円、清水病院が 9,212 千円と、清水病院のほうが 5,199

千円（2.3 倍）高くなっている。その差額を分析した結果が次の表である。 
 

  ①静岡病院 ②清水病院 ③清水病院※ 差額 

経腸栄養(静岡)/経管流動(清水） 4,012,680 円 9,212,112 円 - 5,199,432 円 

 うち数量差額 4,012,680 円 - 4,848,480 円 835,800 円 

 うち単価差額 - 9,212,112 円 4,848,480 円 4,363,632 円 

提供食数 19,108 食 23,088 食 - 

１食当たり単価 210 円 399 円 210 円 189 円 
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※ 静岡病院の単価で清水病院の食数を提供したときの金額である。 

210 円 × 23,088 食 ＝ 4,848,480 円 

 

両病院の差額は 5,199 千円であるが、その内訳は、純粋な食数の相違による

差額 835 千円のほか、単価の相違による差額が 4,363 千円ある。すなわち、差

額の大半は単価の相違によるものである。これは、静岡病院の単価が 210 円で

あるのに対し、清水病院は 399 円と 189 円高いことによるものである。つまり、

この業務については、清水病院は静岡病院より 4,363 千円割高となっていると

考えられる。 
 

【指摘事項】 

この業務は、両病院ともに材料の調達を含まない流動食の提供・管理という

役務提供業務としては同種の業務である。ただし、両者の委託業務の範囲は異

なっており、契約単価も異なるものとなっている。その結果、清水病院では静

岡病院の低い単価によった場合に比べると、委託料の金額が 4,363 千円多額と

なっている。これは、仮に静岡病院と同一の業務範囲で同一の単価であったな

らば、4,363 千円の委託料削減が可能であったということでもある。 

静岡病院と清水病院とでは、委託業務の範囲が異なるとはいえ、清水病院に

コスト削減の余地はあると考えられる。清水病院では、現行の業務内容を分析

し、単価差異の原因を究明することにより、委託料の削減に努める必要がある

と考える。 

 

（３）調乳の契約単価について 

【現状】 

調乳とは、乳児の月齢、発育状態などに応じて、乳製品を適度な濃度と量に

調整することをいい、この業務は、両病院ともに医師の指示により、新生児、

乳幼児にミルクを与える際に必要な調整をすることが想定されている。 

 平成 25 年度の実績は、次のとおりである。 
 

  
契約単価 25 年度提供数実績 ２５年度実績金額(税込） 

静岡 清水 静岡 清水 静岡 清水 

調乳 4,701 円※1 399 円※1 365 日※2 365 回※2 1,715,810 円 145,635 円 

※1：静岡病院はミルク材料価格込みであり、清水病院ではミルクは別途調達するため、材料価

格は含まれていない。 

※2：提供頻度について、静岡病院は日数、清水病院は回数で表現しているが、いずれも 1日 1

回で年間 365(日／回)としており、実質的には同様の頻度である。 
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 この委託業務の内容は、医師の指示に基づきミルクの必要量を調整し、病棟

看護師に受け渡すという面で、両病院ともに同様である。しかし、その金額に

ついては、静岡病院が 1,715 千円、清水病院が 145 千円と、静岡病院は清水病

院の 10 倍以上の金額となっている。 

ただし、静岡病院では、材料調達を含めて委託しているため、材料価格を含

んだ委託料であるのに対し、清水病院では、材料は病院側で調達しており、役

務提供部分のみの委託料となっている。そのため、静岡病院のほうが、契約単

価が高いのは当然であり、このままでは単純には比較できない。 

そこで、以下では、監査人が材料費を試算して、両病院の比較を行った。結

果は次のとおりである。 
 

①材料費の試算 
 

  市価 
使用量(缶） 試算金額 

①静岡 ②清水 ①静岡 ②清水 

850g 缶 約 3,000 円※1 113 缶 

※2 

12 缶 324,875 円 

※2 

36,000 円 

800g 缶 約 2,750 円※1 16 缶 44,000 円 

350g 缶 約 2,250 円※1 10 缶 51 缶 22,500 円 114,750 円 

合計 - 123 缶 79 缶 347,375 円 194,750 円 

上記の金額については、以下の通り、監査人が一定の条件のもとで試算している。 

※１：調乳材料は、複数銘柄の市販のミルクを利用している。監査人が調査したところ、市販価

格は 850g 缶で 1缶 2,500 円～3,500 円、800g 缶で 1缶 2,000 円～3,500 円、350g 缶で 1

缶 2,000 円～3,500 円であったため、これらの単純平均値を市価としている。 

※２：静岡病院は 850g 缶と 800g 缶のミルク銘柄を 4 か月交代で使いわけているため、113 缶の

うち、それぞれを 1/2 ずつ利用したとみなして単純平均により算定している。 

（3,000 円 × 113 缶 ÷ 2）＋（2,750 円 × 113 缶 ÷ 2） ＝ 324,875 円 

 

②材料費を除く調乳単価 
 

  ①静岡 ②清水 

委託料（実績） （Ａ） 1,715,810 円 145,635 円 

材料費概算（上記①表より） （Ｂ） 347,375 円 194,750 円 

材料費を除いた委託料 （Ｃ）＝（Ａ）－（Ｂ）※１ 1,368,435 円 145,635 円 

提供基準（契約上）（Ｄ） 365 日 365 回 

１(日/回)当たり平均調乳単価 （Ｃ÷Ｄ） 3,749 円/日 399 円/回 

※１：清水病院の委託料には、材料費が含まれていないため、実績額をそのまま使用している。 
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このように、材料費の影響を除いたうえで、両病院の調乳単価を比較したと

ころ、静岡病院が 3,749 円、清水病院が 399 円と、静岡病院が 3,350 円（清水

病院の 9.4 倍）も上回っていることが判明した。結果として、材料費を除いた

金額は、静岡病院が 1,368 千円、清水病院が 145 千円と、静岡病院は清水病院

よりも 1,223 千円割高となっていることがわかる。 
 

【指摘事項】 

この業務は、材料の調達部分を除けば、両病院ともに新生児、乳幼児にミル

クを与える際に必要な調整をするという、役務提供業務として同一の業務であ

りながら、契約単価が異なるものとなっている。 

その結果、静岡病院では清水病院の低い単価によった場合に比べると、委託

料の金額が 1,223 千円多額となっている。これは、清水病院の単価で契約して

いれば、1,223 千円の委託料削減が可能であったということでもある。 

両病院の単価の差が大きくなっていることから、静岡病院では、現行の業務

内容を分析し、単価差異の原因を究明することにより、委託料の削減に努める

必要があると考える。 

 
 

（４）静岡病院と清水病院との比較検討について 

【指摘事項】 

以上、（１）～（３）で見てきたように、静岡病院と清水病院の入院患者給食

業務では、主として以下の差額が発生していることがわかった。 
 

  ①静岡病院 ②清水病院 差額 ②-① 

(1)一般食、特別食の変動費（単価差額） 73,634,670 円 80,971,002 円 7,336,332 円 

(2)経腸栄養(静岡)/経管流動(清水)（単価差額） 4,848,480 円 9,212,112 円 4,363,632 円 

(3)材料費を除いた調乳 1,368,435 円 145,635 円 -1,222,800 円 

（注）①静岡病院の（１）と（２）の金額は、静岡病院の単価を使用して、清水病院の金額を算

定した場合の数値である。 

 

 静岡病院と清水病院では、類似する病院給食業務を外部へ委託しているが、

両病院の契約単価等については、これまで特に比較検討されてきたわけではな

い。静岡病院と清水病院の契約内容を比較することにより、現行の業務内容を

改善すべき点が他にもないか、あらためて検討することが必要と考える。 
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31．上下水道検針事務委託 

【概要】 

 静岡市では、上下水道の検針事務を外部に委託している。合併前の旧静岡市

では、平成 14 年度から、私人に委託していたもののうち一部を法人事業者への

委託に切り替えている。また、旧清水市等でも、平成 16 年度から、私人検針員

の退職に伴う欠員分を法人事業者への委託に切り替えている。 

 平成 25 年度の上下水道検針事務委託の契約状況は、以下のとおりである。 
 

※１：私人への委託は、過年度より「単独随意契約」により委託者が選定されている。 

※２：平成 25 年度の法人への委託は、新料金徴収システム導入に伴い、「単独随意契約」により

前回の受託者と契約を締結している。その事業者は、平成 23 年度に「競争見積方式」に

より選定され、２年間の長期継続契約を締結している。 

※３：前回の委託が H23/7～H25/6（２年間）の長期継続契約であったため、平成 25 年度は、H25/7

～26/3（９か月間）の契約となっている 。 

 

「水道事業及び下水道事業に係る検針事務委託」は、私人を契約の相手方と

し、上下水道メーターの検針と、その附随業務（諸届代行や検針連絡会出席等）

を委託するものである。 

一方、「水道及び下水道未納料金収納等業務」は、法人を契約の相手方とし、

上下水道メーターの検針等に加え、「納入通知書返戻分調査に関する業務」、「未

納料金収納業務」、「給水停止業務」など、包括的な内容を委託するものである。

法人のメーター検針業務は、私人検針から移管された特定の地区を対象として

いるが、「納入通知書返戻分調査に関する業務」、「未納料金収納業務」、「給水停

止業務」等は、市内全域を対象としている。 

 現状の委託体系としては、私人と法人とでは業務範囲を別にしており、その

内容は次のとおりとなっている。 

  

契約名称 水道事業及び下水道事業に係る検針事務委託 
水道及び下水道 

未納料金収納等業務 

区分 旧静岡地区 旧清水地区 旧蒲原地区 静岡市全域 

受託者 私人（14名） 私人（17名） 私人（1名） 法人 

契約期間 H25/4～26/3 H25/4～26/3 H25/4～26/3 H25/7～26/3※3 

選定方式 単独随意契約※1 単独随意契約※1 単独随意契約※1 単独随意契約※2 

契約方式 単価契約 単価契約 単価契約 単価契約 

委託金額(総額） 48,892 千円 26,905 千円 1,548 千円 135,293 千円 
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検針、その他業務内容 私人 法人 

水道メーター及び井水計測器等

の定例検針に関する業務 

一般メーター検針、集中メーター検針※ ○ ○ 

特定メーター検針※ - ○ 

未賦課発見業務(下水道） ○ ○ 

諸届代行、検針連絡会出席等 ○ - 

転居等検針及び精算業務 - ○ 

水道・下水道納入通知書返戻分調査業務 - ○ 

未納料金収納業務(一部抜粋） - ○ 

給水停止に伴う業務(一部抜粋） - ○ 

給水停止執行後のメーター実態調査業務 - ○ 

口座振替勧誘業務 - ○ 

※集中メーター検針とは、マンションのように集中検針盤が設置されている場所での検針をいう。 

※特定メーター検針とは、夜間等検針作業の難度の高い場所での検針をいう。 

 

 

（１）私人検針員の契約単価の相違について 

【現状】 

 上下水道の検針業務等の委託については、業務内容ごとに単価を設定し、こ

れに実績検針等件数を乗じて算定した金額を支払う「単価契約」である。主な

業務内容と契約単価は、次のとおりである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

このように、私人に対する検針業務の委託は、①旧静岡地区、②旧清水地区、

③旧蒲原地区に契約がわかれており、それぞれ別々の単価が適用されている。 

検針等業務内容 単位 
私人検針委託 

①静岡地区 ②清水地区 ③蒲原地区 

 検針業務単価（主なもの） 

検針業務（一般メーター検針） 1 件 95.55 円 71.37 円 89.38 円 

検針業務（集中メーター検針） 1 件 95.55 円 54.85 円 89.38 円 

検針業務（特定メーター検針） 1 件 - 円 - 円 - 円 

 その他付随業務単価（主なもの） 

諸届代行業務 1 件 100 円 100 円 - 円 

未賦課発見業務(上水道） 1 件 200 円 200 円 - 円 

未賦課発見業務(下水道） 1 件 3,000 円 3,000 円 - 円 

検針連絡会 1 回 3,300 円 3,300 円 3,300 円 
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 「一般メーター検針」では、①旧静岡地区は１件当たり 95.55 円、②旧清水

地区は 71.37 円、③旧蒲原地区は 89.38 円であり、「集中メーター検針」では、

①旧静岡地区は 95.55 円、②旧清水地区は 54.85 円、③旧蒲原地区は 89.38 円

となっている。いずれも①旧静岡地区の単価が最も高く、②旧清水地区の単価

が最も低くなっており、①旧静岡地区の単価は、②旧清水地区に比べ、「一般メ

ーター検針」で 34％、「集中メーター検針」で 74％高くなっている。 

しかし、同一市内で行う同一の業務内容が、地域によってこれだけの差異が

あるとは考えにくく、むしろ、地域に関係なく同一の作業が行われていると考

えるほうが自然である。②旧清水地区で「一般メーター検針」を単価 71.37 円、

「集中メーター検針」を 54.85 円で出来るのであれば、①旧静岡地区と③旧蒲

原地区でも、同一の単価でも可能な業務と考えられる。 

仮に①旧静岡地区と③旧蒲原地区においても、②旧清水地区と同一の単価を

使用していたとすると、委託料は次のように試算される。 
 

（同一の単価に基づく試算） 

  ①静岡地区 ②清水地区 ③蒲原地区 

 平成 25年度検針種類別契約単価 

検針業務（一般メーター検針） 95.55 円 71.37 円 89.38 円 

検針業務（集中メーター検針） 95.55 円 54.85 円 89.38 円 

    
 平成 25年度検針件数実績 

 検針業務（一般メーター検針） 352,131 件 335,546 件 16,919 件 

 検針業務（集中メーター検針） 141,614 件 34,410 件 0 件 

合計 493,745 件 369,956 件 16,919 件 

    
平成 25 年度私人契約者数 14 名 17 名 １名 

    
 各地区契約単価による上記の検針委託料 

 （Ａ） 47,177,335 円 25,835,307 円 1,512,220 円 

１人当たり委託料 3,369,810 円 1,519,724 円 1,512,220 円 

    
 清水地区の単価による上記の検針委託料  

 （Ｂ） 32,899,117 円 25,835,307 円 1,207,509 円 

１人当たり委託料 2,349,937 円 1,519,724 円 1,207,509 円 

    
 単価の差異から生じる検針委託料の差額  

差額（Ａ）－（Ｂ） 14,278,218 円 0 円 304,711 円 

１人当たり委託料 1,019,873 円 0 円 304,711 円 
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この結果、②旧清水地区と同一の単価を使用していた場合に比べると、①旧

静岡地区で 14,278 千円、③旧蒲原地区で 304 千円、委託料が多くなっているこ

とがわかる。これは契約者 1 人当たりの委託料にすると、①旧静岡地区では

1,019,873 円、③旧蒲原地区では 304,711 円、②旧清水地区の契約者よりも多く

委託料を受けとっていることになる。 

 

【指摘事項】 

この委託業務は、同一市内における同一業務でありながら、地域によって契

約単価が異なるものとなっている。その結果、市内で最も低い単価によった場

合に比べ、委託料の金額が 14,582 千円（旧静岡地区で 14,278 千円、旧蒲原地

区で 304 千円）多額となっている。これは、低い単価に統一すれば、14,582 千

円の委託料の削減が可能であったということである。また、１人当たりの委託

料も地域によって異なっており、委託者間の公平性を欠いたものとなっている。 

 これらは、旧清水、旧蒲原の合併時において、それぞれの地域で別々の契約

として行われていた業務を統一することなくそのまま継続し、合併以降も、契

約状況の見直しを行ってこなかったことに起因していると考えられる。 

地域ごとに異なる単価について見直しを行い、委託料の削減、公平性の確保

に努める必要があると考える。 

 
 

（２）法人委託への全面移行について 

【現状】 

① 私人と法人の業務内容 

 静岡市では、水道検針業務を法人と私人へ委託している。【概要】にも記載し

たとおり、私人と法人の業務範囲には、主として次のような差異が生じている。 
 

〇私人と法人の業務内容（再掲） 

検針、その他業務内容 私人 法人 

水道メーター及び井水計測器等

の定例検針に関する業務 

一般メーター検針、集中メーター検針※ ○ ○ 

特定メーター検針※ - ○ 

未賦課発見業務(下水道） ○ ○ 

諸届代行、検針連絡会出席等 ○ - 

転居等検針及び精算業務 - ○ 

水道・下水道納入通知書返戻分調査業務 - ○ 

未納料金収納業務(一部抜粋） - ○ 
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検針、その他業務内容 私人 法人 

給水停止に伴う業務(一部抜粋） - ○ 

給水停止執行後のメーター実態調査業務 - ○ 

口座振替勧誘業務 - ○ 

 

 これを見ると、私人への委託は、水道メーターの検針業務のみであり、部分

的となっているのに対し、法人への委託では、それ以外の収納に関連するほと

んどの業務が包括的に含まれていることがわかる。 

また、私人の場合は、検針業務の中で発見した軽微な異常につき、異常を発

見したことまでの報告は行うが、その後は市の職員が調査を担当することにな

る。一方、法人の場合は、異常の原因調査、結果報告まで行うことが求められ

ている。 

業務内容からすると、私人への委託よりも、法人への委託のほうが、外部委

託の効率性は高いと考えられる。 

 

② 法人への委託（競争見積）の理由 

法人との契約は、競争見積により行われており、法人への委託の理由は、次

のとおりである。 
 

収納業務を法人に委託することにより、業務遂行の効率化が図られ、収納率

の向上が期待できる。また、夜間訪問など柔軟な収納対応により、未納料金の

早期回収が図られる。検針業務も併せて法人に委託することにより、業務遂行

の効率化が図られる。 

競争見積りにより委託業者を選定した理由については、当業務を行える業者

は複数あり競争原理を働かせることにより、契約金額を安価にする。また、長

期継続契約を締結することによって、継続的・安定的なサービスの供給が図ら

れるため、競争見積りにより契約相手方を決定した。 
 

それ以外にも、法人の人的組織を利用したほうが業務遂行の安定性に資する

こと、私人と複数の契約を交わすより、法人と個別の契約をするほうが事務負

担の軽減につながることも、法人への委託のメリットとして挙げられる。 

ここでも、私人に比べ、法人への委託のほうが優位性は高いと考えられる。 
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なお、平成 25 年度は、新料金徴収システム導入に伴い、事務処理に大幅な変

更が生じるため、委託業者の変更により業務の継続に支障が生じることを避け

る目的で、前回の受託者と「単独随意契約」により契約を締結している。その

事業者は、平成 23 年度に「競争見積方式」により選定されており、市と２年間

の長期継続契約を締結している。 

平成 23 年度の競争見積の状況は、次のとおりである。 
 

事業者 入札金額※ 備考 

（株）ジェネッツ 335,747,760 円 現委託業者 

第一環境（株） 358,775,100 円  

（株）宅配 368,717,100 円  

※平成 23 年７月１日から平成 25 年６月 30 日までの２年間の長期継続契約の金額で

ある。 

 

③ 私人への委託（単独随意契約）の理由 

 私人との契約は、単独随意契約により行われており、その理由は次のとおり

である。 
 

検針事務は、限られた期間内に機器を用い検針を行うことから、地理及び機

器に精通した経験を要する業務であり、受託者を変更することは、業務の停滞、

ひいては一連の水道料金徴収業務の遅延を招く恐れがあるため、私人検針員と

単独随意契約にて実施する。 
 

上下水道の検針業務は、平成 25 年度（平成 25 年４月～26 年３月まで）の検

針件数で見ると、私人による検針が 880,620 件、法人による検針が 1,015,616

件と、法人の全体に占める割合が半数以上（54％）となっている。また、平成

23 年度の競争見積には、３者の法人が応募していることから、この業務は複数

の法人が参入可能な業務であることもわかる。よって、「地理及び機器に精通し

た経験を要する」私人に限定する必要性は乏しいと考えられる。 

また、単独随意契約の理由について、「受託者を変更することは、業務の停滞、

ひいては一連の水道料金徴収業務の遅延を招く恐れがある」と記載されている。

しかし、同一の業務で競争見積を行っているということは、受託者の変更につ

いても当然想定しているはずであり、受託者が変更したとしても、業務の遂行

は十分可能なことが前提となっているはずである。競争見積により、私人では

なく法人へ委託をすれば、受託者の変更による弊害は特に考慮する必要のない

問題であるといえる。 
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④ 法人委託への全面移行 

静岡市では、将来的には私人への委託を廃止し、法人への包括的な業務委託

へ全面的に移行することを検討しているとのことである。しかし、現在公表さ

れている「第２次水道事業中期経営計画」には、そのような内容は含まれてい

ない。 

現状の方針は、現在契約中の私人検針員については、定年等による退職まで

委託を継続し、退職により欠員が生じた際には、法人への委託範囲を拡大し、

その部分を補充するというものである。言ってみれば、私人契約者の自然減に

任せたものとなっている。 

この場合のスケジュールは、次ページの表のとおりである（表は平成 26 年 4

月 1 日現在のものである）。 
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私人検針の残存委託期間について

1 静岡地区私人検針員の委託期間

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度 46年度 47年度

H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H32.4.1 H33.4.1 H34.4.1 H35.4.1 H36.4.1 H37.4.1 H38.4.1 H39.4.1 H40.4.1 H41.4.1 H42.4.1 H43.4.1 H44.4.1 H45.4.1 H46.4.1 H47.4.1

1 静岡１ 64

2 静岡２ 63 64

3 静岡３ 63 64

4 静岡４ 63 64

5 静岡５ 63 64

6 静岡６ 63 64

7 静岡７ 62 63 64

8 静岡８ 61 62 63 64

9 静岡９ 58 59 60 61 62 63 64

10 静岡１０ 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

11 静岡１１ 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

12 静岡１２ 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

12 11 6 5 4 4 4 3 3 3 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0

1 5 1 1 0 0 1 0 0 2 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 ―

2 清水地区私人検針員の委託期間（蒲原地区含む）

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度 41年度 42年度 43年度 44年度 45年度 46年度 47年度

H26.4.1 H27.4.1 H28.4.1 H29.4.1 H30.4.1 H31.4.1 H32.4.1 H33.4.1 H34.4.1 H35.4.1 H36.4.1 H37.4.1 H38.4.1 H39.4.1 H40.4.1 H41.4.1 H42.4.1 H43.4.1 H44.4.1 H45.4.1 H46.4.1 H47.4.1

1 清水１ 64

2 清水２ 63 64

3 清水３ 61 62 63 64

4 清水４ 61 62 63 64

5 清水５ 60 61 62 63 64

6 清水６ 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

7 清水７ 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

8 清水８ 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

9 清水９ 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

10 蒲原１ 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

11 清水１０ 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

12 清水１１ 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

13 清水１２ 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

14 清水１３ 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

15 清水１４ 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

16 清水１５ 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64

16 15 14 14 12 11 11 11 11 11 10 9 8 6 5 5 4 4 4 3 1 0

1 1 0 2 1 0 0 0 0 1 1 1 2 1 0 1 0 0 1 2 1 ―

総計

28 26 20 19 16 15 15 14 14 14 11 10 9 6 5 5 4 4 4 3 1 0

2 6 1 3 1 0 1 0 0 3 1 1 3 1 0 1 0 0 1 2 1 ー

検針員総数

退職者数

検針員総数

退職者数

№ 氏名

検針員総数

退職者数

№ 氏名
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 このように、私人検針員の定年による自然減を前提にした場合、全面的な法

人委託が完了するのは平成 47 年度と、現在から 20 年以上の年月がかかること

がわかる。すなわち、現状の方針では、私人との契約の解消に相当長期の年月

がかかることになる。 

 

【指摘事項】 

これまで見てきたように、上下水道の検針業務については、私人へ委託する

よりも、法人へ委託するほうに優位性があると考えられる。 

しかし、静岡市では、私人から法人委託への移行について、明文化された計

画はなく、私人との契約解消については、明確な期限を持たず、自然減という

手段をとっている。現状では、私人の定年退職を待っているだけの状態であり、

法人への全面移行までに 20 年以上の年月を費やすことになる。 

 近年、主な政令指定都市では、概ね法人への包括的業務委託に移行しており、

未移行の都市でも、例えば、北九州市では、平成 27 年度までの水道事業中期経

営計画で法人への移行を明示している。 

静岡市においても、私人検針員の自然減に任せるのではなく、法人委託への

全面移行について、取り組んでいくことが必要と考える。 
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32．平成 17 年度包括外部監査の措置状況 

【指摘事項の概要と措置の内容】 

平成 17 年度包括外部監査の指摘事項に対する市の措置状況は、以下のとおり

である。なお、以下の「指摘事項の概要」、「措置の内容」は「静岡市報」より

転載している。 
 

№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

 １．市民生活部市民生活課  

１ ア．単独随意契約について  

 （ア）現状 

静岡地域証明書交付及び手数料収納業務

はＣ社へ単独随意契約として委託してい

る。 

単独随意契約とした理由として「当該業者

は、戸籍住民課の業務に精通し、個人情報

の保護についてもプライバシーマークを

平成 17 年３月末に認定される予定であり

体制も整っている。また、県内における公

金の取り扱いも多く、本市での実績も良好

である。」としている。Ｃ社は静岡市立病

院の公金の取り扱いや医事業務も受託し

ており、本市での実績も十分にある。 

（イ）結論 

しかし、静岡市における他の総合病院にお

いては医事業務等の委託はＣ社以外の業

者へも委託しているところがあり、公金の

取り扱いも十分に可能であると考えられ

る。そのことから、Ｃ社へ単独随意契約を

行う理由としては十分ではないと思われ

る。確かに、見積合わせや入札を毎年行う

ことは委託業者にとっては委託業務にお

けるノウハウの蓄積ができないという欠

点はある。しかしながら、競争性の原理を

最初から排除した例外的な契約方法であ

［市民環境局 市民生活部 市民生活課］ 

当該業務については、平成 18 年７月か

ら業務実施可能な業者（本市の基準で定

める業者数を選定）で見積合わせを実施

し、委託先を決定することとしました。 

なお、 

① ４月から６月までは、委託に係る業

務の繁忙期に当たり、この時期に委託先

を変更すると窓口業務に支障を来たす 

② 新年度予算議決（３月下旬）後に５

日以上の見積期間を経て見積執行を行

い、４月１日に委託契約を締結、同日付

で業務を実施する場合、業務実施までの

準備期間が短いことから現在受託して

いる業者が有利となり、適正な競争が働

かない可能性があることから、７月から

翌年３月までの契約を見積執行により

行い、４月から６月までを前年度に委託

した業者と単独随意契約することとし

ました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

る単独随意契約とするのではなく、数年に

１度程度は見積合わせを行う意味は十分

にあると考える。 

２ イ．積算金額の統一  

 （ア）現状 

行政文書の配付業務は、現在静岡地域と清

水地域とに分けて見積随意契約により業

者を選定して委託を行っている。静岡地域

と清水地域の積算資料を比較してみると

相違がみうけられた。 

配送の人件費は、積算金額の 10 円未満の

端数処理の違いによるものである。車両費

用は民間のレンタカー料金を参考に算出

したものであるが、レンタカー会社により

料金の差異が生じてしまったものである。 

（イ）結論 

静岡地域と清水地域との積算金額の統一

が至急望まれる。また、他のレンタカー会

社のデータも定期的に取り入れて検討す

ることによって積算金額の精度は高まる

こととなろう。 

［市民環境局 市民生活部 市民生活課］ 

当該業務は、平成 18 年度から各区ごと

業務委託を行うこととなり、委託金額の

積算基礎となる数値は、市民生活課が静

岡県作成のデータや複数の民間の料金

等を参考に作成したため、各区の積算が

統一されました。 

また、積算基礎は毎年の予算要求時に見

直しを行い、常にその精度を高めること

としました。 

 

３ ウ．住民異動届引継票の確認について  

 （ア）現状 

住民異動データ等入力処理業務は外部へ

委託している。日々の日報として「住民異

動届引継票」を作成し、業務委託入力件数

を報告することとしている。当該引継票で

報告を受け、課長、統括主幹、副主幹及び

主査は当該報告を確認し、引継票に押印す

ることとされている。平成 17 年３月の「住

民異動届引継票」を閲覧した結果、平成

17 年３月 25 日の「住民異動届引継票」に

おいて、課長、統括主幹、副主幹及び主査

の押印がなされていなかった。 

［市民環境局 市民生活部 市民生活課］ 

「住民異動届引継票」を簿冊に保存する

際に、供覧が完了したかどうか確認する

よう担当者に周知徹底しました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

（イ）結論 

本来市が行う業務を外部に委託したもの

であり、委託の業務成果の報告を受けたら

その内容を確認し押印をすることは、委託

契約どおりに業務がなされたことを確か

めたことを示すものであり、重要な意味を

もつものと言える。「住民異動届引継票」

への責任者の押印を漏れなく行う必要が

ある。 

 ３．健康文化部スポーツ振興課  

４ ア．契約書に規定されていない委託業務の

再委託が行われている 

 

 （ア）現状 

「静岡市ふれあい健康増進館管理運営業

務委託」を除く「公の施設に係る管理運営

委託」の業務委託契約書には再委託に関

し、「乙（受託者）は、第三者に対し委託

業務の全部若しくは一部の実施を委託し、

または請け負わせてはならない。」（第７条

第２項）と記載されているだけであり、再

委託を認める規定は設けられていない。 

しかし上記の委託業務の受託者である

（財）静岡市振興公社は、設備保守等に係

る専門家がいないことなどを理由に、設備

保守業務、施設管理業務及び芝生維持管理

業務等の業務を民間の業者に再委託して

いる。 

（イ）結論 

そのため上記の委託業務では契約書に規

定されていない再委託が行われているこ

とになり、静岡市としてもこれを看過して

いたことになる。委託業務に係る全ての事

項は業務委託契約書に基づいて進められ、

業務委託契約書は業務を委託するに当た

［市民局 文化スポーツ部 スポーツ振

興課］ 

平成 17 年度の契約書では、委託契約の

標準書式に従い、再委託を認める規定を

設けました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

り最も重要な書類であると言えることか

ら、その契約書を遵守せずに手続を実施す

ることはあってはならないことであり、早

急に是正が求められる。 

（財）静岡市振興公社が再委託をせずに業

務を受託することは体制面から考えて現

実的に困難であることが予想されること

から、この状態を解消するためには実態を

契約書の記載内容に合わせるのではなく、

契約書の記載内容を実態に即したものに

修正する必要があると考える。具体的に

は、再委託を行う場合の契約書の標準書式

が静岡市の委託事務に係るマニュアルに

定められているため、これに従い契約書を

変更する必要がある。 

なお平成 16 年度の契約書に再委託を認め

る規定が設けられていなかった原因とし

ては、契約書の記載内容を静岡地域と清水

地域で統一する過程で再委託を認める規

定が抜けてしまったと考えられるとのこ

とであり、平成 15 年度以前の契約書には

再委託を認める規定が設けられていた。ま

た平成 17年度の契約書では、標準書式に

従い再委託を認める規定が設けられてお

り、契約書に基づいて委託業務の再委託が

行われている。 

５ イ．契約書に従った再委託に係る管理がさ

れていない 

 

 （ア）現状 

「静岡市ふれあい健康増進館管理運営業

務委託」は他の「公の施設に係る管理運営

委託」とは異なり、業務委託契約書に再委

託を認める規定が設けられている。 

契約書の規定によれば、受託者が再委託を

［市民局 文化スポーツ部 スポーツ振

興課］ 

平成 17 年度においては、再委託に係る

契約書の写しを提出させ、再委託の業務

内容等適正に執行していることを確認

しました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

行う場合には、静岡市の条例や規則等を準

用して契約事務を執行するとともに（第２

項）、静岡市は再委託に係る契約書の写し

を入手しなければならない（第３項）。ま

た、その契約書には静岡市に当該再委託業

務に関する指示権、検査権がある旨を付記

しなければならないとされている（第４

項）。 

しかしながら、実際には再委託に係る契約

事務が静岡市の条例や規則等を準用した

ものとなっているかの確認を行っておら

ず、また再委託に係る契約書の写しも入手

していないため、静岡市に指示権、検査権

がある旨が付記されているかを確認する

ことが出来ない。 

（イ）結論 

したがって静岡市ふれあい健康増進館管

理運営業務委託契約書第 11 条に関し、第

２項・第３項を遵守しておらず、また第４

項を遵守していないおそれのあることが

わかる。そのため、「ア．契約書に規定さ

れていない委託業務の再委託が行われて

いる」と同様に契約書を遵守せずに手続を

実施していると言え、早急に是正が求めら

れる。 

また、静岡市と（財）静岡市振興公社の間

で契約価格を決定するにあたっては、再委

託に係る業務についても事前に必要な業

務であるかの検討を行い、再委託される業

務の内容に応じた金額を契約価格に織り

込んでいる。しかし、上述したとおり静岡

市では再委託に係る契約書の写しを入手

していないため、あらかじめ決められた業

務内容で再委託先と契約書を締結したか

また、当初契約書の中に市に当該再委託

業務に関する指示権、検査権がある旨を

再委託契約書に付記されていなかった

ため、変更契約によりその条項を付記さ

せました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

を確認することが出来ず、契約の際に求め

た業務の水準を満たしていないおそれが

ある。 

したがって、再委託に係る契約を把握して

いないということは契約書を遵守してい

ないということだけに留まらず、契約事務

の基本原則（透明性の確保・公正な競争の

促進・適正な履行の確保・不正行為の排除

の徹底）が遵守されていないことに他なら

ない。このことはイ．で述べた再委託が原

則として認められない理由と同様であり、

原則として再委託が認められないからこ

そ、例外的に再委託を認める場合には契約

事務の基本原則に照らして適正に再委託

業務が履行されていることを確認する必

要がある。そのためア．のように契約書の

記載内容を実態に即したものに修正する

のではなく、実態を契約書の記載内容に合

わせなければならない。 

上記のような状況は「静岡市ふれあい健康

増進館管理運営業務委託」だけにとどまら

ず、他の「公の施設に係る管理運営委託」

にも当てはまる。ア．で述べたとおり、他

の「公の施設に係る管理運営委託」は平成

17 年度の契約書では再委託を認める規定

を設けているものの、この規定に基づいて

手続きを実施しておらず、再委託に係る手

続の実施状況は「静岡市ふれあい健康増進

館管理運営業務委託」と同じである。 

これらの体育施設等の管理運営業務委託

は、委託料に占める再委託の割合が高く、

再委託業務の管理が非常に重要であると

言える。この点から考えても、受託者であ

る（財）静岡市振興公社と再委託先との契
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

約事務が適切に執行されているかを検証

し、契約事務の基本原則が遵守されている

ことを確認する必要がある。 

 ４．経済部地域産業課駿府匠宿  

６ ア．積算の誤りについて  

 （ア）現状 

平成 16 年度における駿府匠宿の管理運営

業務委託料の積算過程において、人件費の

積算に誤りが発見された。詳細は以下のと

おりである。 

駿府匠宿のスタッフ（正社員分）の給与等

を積算するに当たり、年度の途中で新たに

赴任する予定とされていた施設担当職員

の給与等が算定されていたにもかかわら

ず、当該金額が合計額から漏れていた。こ

れによる影響額は 2,523 千円である。誤り

が生じた原因は、地域産業課では、人件費

の積算をパソコンの表計算によって行っ

ていたが、当該施設担当職員の給与等の欄

を合計額に加算していなかったという単

純なミスによるものであった。 

（イ）結論 

結果だけみると、当該誤りによって積算金

額の合計が下がることとなり、経費削減に

つながったともいえなくはない。また、年

度末における精算時点においては不用額

が返還されていることからも最終的な影

響としてはそれほど大きなものではなか

ったといえる。けれども、計算を誤ってい

たという事実に変わりはなく、仮に他で同

種のミスが生じた場合には、次回は積算金

額合計が上がる結果につながらないとは

言い切れないであろう。 

このような単純なミスは、積算の過程にお

［経済局 商工部 地域産業課］ 

今後、このようなミスをなくすため、積

算作業担当者においては、細心の注意を

払い全項目について検算を行うことは

もちろんのこと、決裁の過程で複数の者

による確認作業を徹底していきます。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

いて確認計算さえしていれば防げたはず

である。今後、積算を行う際には、細心の

注意を払い、必ず全項目について検算を行

う等の措置を取っていただきたい。 

 ５．経済部清水港振興課  

７ ア．契約書に規定されていない委託業務の

再委託がおこなわれている 

 

 （ア）現状 

港湾会館清水日の出センター管理運営業

務委託の受託者である清水港振興会では

14 件の業務について再委託を行ってい

る。 

（イ）結論 

港湾会館清水日の出センター管理運営業

務委託では、多くの再委託が行われている

が、清水港振興会との契約書には再委託に

ついて、特に規定は定められていない。地

方公共団体の契約は、契約の相手方として

特定の者を公正に選定した上で、契約の履

行確保を図るものであるため、再委託等に

より、その相手方以外の者に契約を履行さ

せることは、適正な履行の確保の観点から

認めることはできないとする静岡市の立

場からすると、契約書上で再委託に関する

何らかの規定を設けることが必要である。 

契約書を実態に即したものに修正すると

ともに今後、再委託を行う場合は、契約書

の標準書式が静岡市の委託事務に係るマ

ニュアルに定められているので、これに従

い契約書を作成してもらいたい。 

［経済局 商工部 清水港振興課］ 

港湾会館清水日の出センターにかかる

管理運営については、平成 18 年度より

従来の管理委託制度から、指定管理制度

への変更に伴い、再委託を認める条項を

作成した協定書に改めました。 

 ６．経済部中央卸売市場  

８ ア．清掃業務の委託について  

 （ア）現状 

管理・関連棟等の日常清掃及び定期清掃を

［経済局 商工部 中央卸売市場］ 

本件業務受託業者に対し業務報告書の
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

委託している。定期清掃については、事前

に「清掃作業計画書」で各月において定期

清掃を行う場所を決めて実施している。毎

月、清掃作業完了報告書に清掃業務日誌を

添付しているが、「清掃作業計画書」にお

いては平成 16年 10 月には、４階（議場・

議員控室・特別室・会議室・研修室・湯沸

室）を定期清掃すべきところが、清掃作業

日誌においては４階の定期清掃は 10 月に

実施されていなかった。 

委託業者に確認をしたところ、10 月の定

期清掃を実施したが、その旨を清掃作業日

誌に記載もれであったことが判明した。 

（イ）結論 

本来市の行う業務を第三者へ委託したの

であり、当該委託業務が契約どおりに履行

されているかを市が確かめる必要がある。

委託業者に清掃作業日誌に実施した作業

内容を網羅的に記載することを徹底する

ことが必要である。さらに、委託業務が契

約どおりに実施されているかを確認する

ため、市としては清掃作業日誌の記載内容

を定期的に確認することが不可欠である。 

記載方法の指導を行うと共に、受託業者

から業務報告書が提出されるごとに記

載事項と業務の履行確認を行い、記載も

れが発生しないよう努めてまいります。 

９ イ．単独随意契約について  

 （ア）現状 

汚水処理施設の運転管理業務は単独随意

契約としているが、単独随意契約とした理

由として「市場の開市日に当市場の汚水処

理場に常駐することが委託条件となって

おり、他に常駐対応できる業者がないた

め」としている。 

（イ）結論 

しかしながら、単独随意契約とする場合

は、当該相手先しかできない理由を明確に

［経済局 商工部 中央卸売市場］ 

本件業務につきましては、再度業務内容

を精査し、併せて仕様書等の見直しを行

い、複数業者による見積執行を実施する

方向で業者を選考したところ、条件を満

たす業者は数者となりましたが、生鮮食

料等を安全かつ衛生的に扱うという市

場の持つ機能の確保を考慮した場合、実

質的に対応可能な業者は、現受託業者１

者と判断しました。このため 18 年度は、
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

記載することとなっているが、その理由で

は十分ではないと思われる。汚水処理施設

の運転管理については、静岡市の下水道事

業においては民間に委託しているところ

もある。なお、現在委託内容の常駐勤務に

ついて再検討中であり、業者選定について

も来年度以降は単独随意契約にならない

予定とのことである。 

安易に競争原理を排除した例外的な契約

方法である単独随意契約とするのではな

く、業者選定にあたっては十分に検討する

必要がある。 

単独随意契約をすることとなりました

が、業者の選定につきましては、今後も

単独随意契約にこだわることなく競争

原理が働くよう引き続き研究してまい

りたいと考えております。 

 ９．都市計画部公園緑地課  

10 ア．随意契約等の業者選定方法について  

 （ア）清水地域における樹木、緑地等の管

理委託業務（３業務） 

ａ．現状 

平成 16 年度における清水地域の樹木、緑

地等の管理委託業務の業者選定について

は、次のような問題点が挙げられる。 

① 市のルールとしては、積算金額が 500

万円を超える契約の場合、見積参加業者数

を７者程度としているが、清水地域におけ

る樹木、緑地等の管理委託業務について

は、見積参加業者はいずれも２組合であ

り、市のルールを大幅に下回っている。 

② 静岡地域において実施されている、業

者を各等級に格付した「格付表」の作成や

「格付表」を基礎とした造園工事発注基準

内規の利用による業者の選定は行われて

いない。 

ｂ．結論 

見積参加業者については、静岡地域におい

て行われているように「格付表」を作成し、

［都市局 都市計画部 公園緑地課］ 

指摘のあった管理委託業務における見

積参加業者の選定方法については、平成

17 年度から市の内規に基づき、設計金

額による業者数（100 万円～500 万円ま

で５者程度、500 万円以上７者程度）を

選定するようにしました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

造園工事発注基準内規を利用した業者選

定を行うべきであると考える。業者数につ

いては、市のルールに従って選定すべきこ

とはいうまでもない。 

 10．建設部道路建設課  

11 ア．収入印紙への割印漏れについて  

 （ア）現状 

印紙税法上、請負に関する契約書には印紙

税が課せられる旨が定められており（印紙

税法第二条、別表一）、それぞれの委託契

約書には収入印紙が貼付されることにな

る。「丸子常盤団地３号線外 15 測量設計業

務委託」の契約書には、他の委託契約と同

様に収入印紙が貼付されているものの、そ

の収入印紙への割印がなされていなかっ

た。 

印紙税法及び印紙税法施行令には、契約書

には収入印紙を貼付するとともに、押印ま

たは署名により消印（契約書と印紙にかけ

て割印）しなければならないと定められて

いる。 

（イ）結論 

そのため、当該契約書は印紙税法及び印紙

税法施行令を遵守していないことになる。 

なお、貼付されていた収入印紙の金額は印

紙税法に基づく金額であり、金額に関して

問題はなかった。 

［建設局 道路部 道路計画課］ 

平成 18 年３月９日に開催した道路部の

業者選定部会において、部会長より、今

後、契約書の作成にあたっては、貼付さ

れた収入印紙について、割印の確認を徹

底するよう指導を行いました。 

 11．水道部簡易水道課  

12 ア．給水用メーター取替え業務委託につい

て 

 

 （ア）現状 

給水用メーターは８年に一度取り替えを

行うことが計量法により義務づけられて

いる。給水メーター取替えにおいてメータ

［企業局 水道部 簡易水道課］ 

給水用メーター取替業務委託の遂行に

あたり、取付メーターの電算入力の際に

は、複数の職員によるチェックを行い入



 

- 178 - 

 

№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

ーの規格ごとに１件当たりの取り替え単

価の積算を行なっている。給水用メーター

の規格の明細は、給水台帳に基づき把握し

ているが、実際に取り替え業務を行ったと

ころ給水用メーターの規格と異なったも

のが判明した。簡易水道の給水用メーター

の台帳が正確に記載されていなかったの

が原因である。給水用メーターの台帳は現

物と一致していなければ台帳に基づいて

算定した契約は適正とは言いがたくなる。 

坂の上地域の給水用メーター取替えの積

算金額は実際 535 円過少となっていた。委

託の契約金額は予定価格よりも少なく設

定されており、このことにより契約の変更

はなされていない。今後、給水用メーター

の取替を行っていくに当たり、台帳と実際

の給水用メーターの規格が大きく異なる

ことがあれば当然に委託契約の変更が必

要となってくる。原因は給水用メーターの

台帳が正しく記入されなかったことであ

るが、給水用メーターの定期的な取替えに

応じて実態と異なれば修正することとな

る。 

（イ）結論 

給水用メーターの帳簿と現物が不一致と

ならないように入力の際には、特に留意さ

れたい。 

力ミスを防ぐよう改善しました。また、

取替業務委託実施中に、受託者より現物

のメーターの規格について、使用者台帳

上の規格と異なる旨の連絡があった場

合は、現物のメーターに合わせた単価で

の変更契約を受託業者との間で締結い

たします。 

 12．教育委員会学校給食課  

13 ア．単独随意契約について  

 （ア）現状 

市街地・藁科学校給食センター合併汚水処

理施設管理運転業務については、単独随意

契約としているが、単独随意契約の理由と

して、市は、地方自治法施行令 167 条の２

［教育委員会事務局 学校給食課］ 

当該業務の実施に当たっては、主要業務

である合併汚水処理施設の汚泥除去に

際し、大型バキュームを所有する業者が

実施したほうがより効率的であること、



 

- 179 - 

 

№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

第１項第２号に該当し、具体的理由とし

て、「特に営業区域の定めのない業務であ

る合併処理施設の保守管理であるので、本

市が全額出資している財団法人静岡市清

掃公社と単独随意契約したい」を挙げてい

る。 

（イ）結論 

しかし、業務の内容等について関連資料等

で調査した限りでは、その業務が市内の民

間業者でも十分対応可能な業務であり、当

該業者でなければできない特殊な業務で

はないことが理解できた。上記の内容が単

独随意契約の理由として十分であるかを

再考することが必要であろう。市は、単独

随意契約の採用にあたっては、今後次のよ

うな点に留意すべきであると考える。 

○ 単独随意契約の採用は極めて限定され

ているという現行の制度を十分認識し、現

在行われている単独随意契約について、そ

の採用の理由の適否を再度検討する。 

○ 単独随意契約の採用にあたって確たる

理由が無い場合には、入札又は見積合せの

採用を検討すべきである。 

また他の民間業者は、当該設備を所有し

ていないことを認識していましたが、こ

れらが、単独随意契約理由に記載されて

おりませんでした。平成 18 年度につい

ては、業務内容を精査し、上記単独随意

契約理由を明記いたしました。今後、単

独随意契約の採用には慎重を期し、現行

の制度を理解したうえで適否を十分検

討するものといたします。 

14 イ．委託料の積算の間違い  

 市街地学校給食センターボイラー運転管

理業務について業務委託料の積算資料等

を閲覧した結果、積算の間違いが判明し

た。直接業務費を構成する「保菌検査」の

費用について、本来 96,000 円で計上すべ

きところ、その４倍である 384,000 円で計

上されていた。委託料の積算は予定価格の

基礎となるものであり、正確に行う必要が

ある。 

［教育委員会事務局 学校給食課］ 

平成 18 年度における積算資料について

は、必ず複数職員にて確認するととも

に、積算様式を確認しやすい様式に変え

るなどして正確な積算資料となるよう

に改めました。 

 13．教育委員会中央公民館  
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

15 ア．単独随意契約について  

 （ア）現状 

空調設備保守点検業務において、静岡地域

の公民館では見積随意契約により業者を

選定している。一方、清水地域の公民館に

おいては単独随意契約において業者を選

定している。単独随意契約とする理由につ

いてはその業者しか業務ができないとい

う特殊性、専門性を要するものである。静

岡地域においては見積合わせができるの

に、清水地域ではその業者しか依頼できな

いというのは合理性に欠けるものと言わ

ざるをえない。 

（イ）結論 

これは、平成 15年４月に旧静岡市と旧清

水市が合併して新静岡市が誕生したが、平

成 15 年度は、静岡地区公民館は中央公民

館が、清水地区公民館は生涯学習課が所管

し、平成 16 年度になり両地区公民館を合

せて中央公民館が一括所管した。なお、清

水地域においては、平成 17 年度より見積

合わせにより業者選定を行うことに改め

られた。 

単独随意契約は競争性の原理を最初から

排除した例外的な業者選定方法である。見

積合わせ等により事務処理のコストは増

加するのであろうが、見積合わせを実施す

ることによりコスト削減効果も大きく期

待できるものとなろう。 

［教育委員会事務局 中央公民館］ 

平成 17 年度の委託契約執行から静岡地

域と同様の見積随意契約による業者選

定を実施しています。 

 14．企業局水道部（簡易水道課をのぞく）  

16 ア．消防設備点検業務委託について  

 （ア）現状 

清水谷津浄水場においては、消防用設備の

点検を委託している。静岡市の契約におい

［企業局 水道部 水道施設課］ 

平成 17 年度の消防用設備等点検報告書

及び各種点検票においては、記載漏れ、
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指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

ては、消防用設備の点検は原則として競争

入札により業者を選定することとなって

いる。ただし、当該委託契約は 50万円以

下の少額のため単独随意契約で業者を選

定している。 

一定の用途・規模以上の建築物に設けられ

ている消防用設備の状態は定期的に消防

整備士、消防設備点検資格者等の有資格者

の検査を行い、報告しなければならない

（消防法第 17 条、17 条の３の３）。６ヶ

月に１回以上の「外観・機能点検」を要し、

１年に１回以上の「総合点検」を行わなけ

ればならない。そして、その点検結果を所

轄の消防署へ報告しなければならない。 

平成 16 年度の消防用設備等点検報告書を

閲覧した結果、消防用設備等点検結果総括

表及び防火管理者の記載と押印がなかっ

た。さらに、消火器具点検票、自動火災報

知設備点検票及び配線点検票に防火管理

者と立会者の記載と押印がなかった。 

（イ）結論 

氏名の記載と押印は消防用設備の点検に

あたってその責任を明確にするのに重要

な意味をもつ。消防用設備の点検という委

託契約が適切に履行されているかを明確

にし、消防用設備の点検が適切に行われて

いるかを確かめたことを示すため、当該報

告書の氏名の記載と押印を徹底されたい。 

押印漏れの無いよう十分に点検を行い、

所轄の消防署に提出しました。また、今

後報告書等における必要な記載事項に

ついては、もれなく記載するよう担当者

に周知徹底しました。 

17 イ．清水谷津浄水場の運転管理業務委託に

ついて 

 

 （ア）現状 

清水谷津浄水場の運転管理業務はＱ社へ

単独随意契約として委託している。委託先

においては、「常に取水、ろ過、送水、配

［企業局 水道部 水道施設課］ 

機器の故障等によりＰＨ値が計測でき

ない場合においても、その理由を日誌に

記載するよう指導を徹底しました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

水、水質等を把握して円滑な管理業務を遂

行する。」と委託特記仕様書に記載してお

り、水質管理日誌に日々の点検業務を記載

することとなっている。 

平成 16 年度の水質管理日誌を閲覧したと

ころ、ＰＨの値が未記入の箇所がいくつか

見受けられた。担当者へ質問したところ落

雷により信号変換機が故障したために、処

理水とろ過水のＰＨの値については修理

が完了するまで、計測できない期間があっ

たことが判明した。浄水のＰＨの値は日々

計測されていたために飲料水として問題

はないとのことである。 

（イ）結論 

水質管理日誌に物理的な原因で計測がで

きなかった理由を明確に記載しておく必

要がある。静岡市が「常に取水、ろ過、送

水、配水、水質等を把握して円滑な管理業

務を遂行する。」ことのために委託をし、

その結果を水質管理日誌で報告を受けて

いるのであり、委託契約は適切に履行され

ているかを確認するために重要な意味を

もつものと言える。 

18 ウ．収入印紙の割印漏れについて  

 （ア）現状 

水質路上局保守点検業務については委託

している。当該委託契約書においては法定

の収入印紙は添付されているが、割印は押

されていなかった。 

（イ）結論 

課税文書の作成者は、印紙を消す場合に

は、自己又は代理人、使用人その他の従業

員の印章又は署名で消さなければならな

い（印紙税法施行令第５条）。「10．建設部

［企業局 水道部 水道施設課］ 

すみやかに措置するとともに、今後はも

れなく収入印紙の割印を行なうよう周

知徹底しました。 
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№ 
指摘事項の概要 

（包括外部監査） 

措置の内容 

（市報告） 

道路計画課、指摘事項 ア．収入印紙の割

印漏れについて」と同様に法令違反である

ため、今後収入印紙の割印は徹底する必要

がある。 

 

以上、平成 17 年度の指摘事項（18 件）を内容別に要約すると、次のようにま

とめることができる。 
 

１．単独随意契約とする理由が不十分（№1,9,13,15） 

２．積算価格の誤り等（№2,6,14） 

３．再委託の事務手続の不備（№4,5,7） 

４．業務報告書の不備（№8,16,17） 

５．収入印紙の割印もれ（№11,18） 

６．その他 

① 住民異動届引継票の押印もれ（№3） 

② 見積参加業者の選定方法が不適切（№10） 

③ 帳簿と現物の不一致（№12） 
 

平成 17 年度の措置状況を監査するにあたって、これらの措置に対する所管課

の評価を事前に確認したところ、すべて「措置済」との回答があった。 

外部監査人がその内容について検証した結果、後述の事項を除き、措置がな

されていると判断した。 

 

ただし、今回の監査では、平成 17 年度に指摘の対象となった課の措置状況を

確認するとともに、当年度の監査対象についても、過去と同様の視点から監査

を実施している。平成 17 年度とは、指摘の対象となる業務、所管課は異なるも

のの、同様の指摘が見受けられるのは、すでに述べてきたとおりである。それ

らについても、引き続き、市の対応が求められるところである。 
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（１）積算金額の算定方法について 

【概要】 

〇委託業務名と担当課 

平成 25 年度 静葵地委第１号 行政文書配付業務 （葵区地域総務課） 

平成 25 年度 駿ま委第１号 行政文書配付業務 （駿河区地域総務課） 

平成 25 年度 清地委第８号 行政文書配付業務 （清水区地域総務課） 

 

〇指摘事項と措置の概要 

平成 17 年度の包括外部監査では、積算に使用している単価について、静岡地

域と清水地域で相違していた事実が見受けられ、それらを統一するよう指摘が

されていた（前述「指摘事項の概要」№２）。 

措置状況を監査するにあたって、措置についての所管課の評価を確認したと

ころ、「措置済」としたうえで以下の回答があった。 
 

当該業務は、平成 18 年度から各区ごと委託契約を行っているが、委託金額

の積算基礎となる人件費等の単価は、市民生活課が毎年の予算要求時に見直し

を行ったものを使い、各区統一したものとなっている。 

 

【現状】 

これらの委託業務の積算金額は、下記①～④の合計により、算出されている。 
 

① 人件費（作業員、配送員） 

② 車両費用 

③ 作業スペース 

④ 一般管理費（上記①～③の合計額に一定割合を乗じて算出） 
 

平成 25 年度の積算について、措置の状況を調査したところ、①人件費と②車

両費用については、使用している単価が統一されており、措置済であることが

確認できた。しかし、③「作業スペース」費の単価は、下記のように異なるも

のとなっていた。 
 

葵 区 30,000 円 × 24 回 ＝ 720,000 円 

駿河区 27,000 円 × 24 回 ＝ 648,000 円 

清水区 26,000 円 × 24 回 ＝ 624,000 円 
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そこで、これらの算定根拠について、所管課（生活文化局市民生活部市民生

活課）に問い合わせたところ、作業スペース費の単価は、下記のように算定さ

れていた。 

（単位：円） 

    
全市分 

配付部数により按分  

    葵区 駿河区 清水区 

① 
参考見積書、配付部数等の見込み

より算定（四捨五入） 
1,915,000 714,000 572,000 629,000 

② 総額調整 77,000 6,000 76,000 △5,000 

③ 積算額 ①＋② 1,992,000 720,000 648,000 624,000 

④ 回  数 － 24 回 24 回 24 回 

⑤ 単  価 ③÷④ － 30,000 27,000 26,000 

 

上記①にあるように、作業スペースは、行政文書の配付部数によって異なっ

てくるものであり、配付部数により各区に対する按分金額を算定していること

は理解できる。しかし、②の「総額調整」については、調整の根拠が不明であ

ったため、所管課へ質問したところ、できるだけ予算額に近づけるための調整

を行っているということであった。 

 

【指摘事項】 

現状の積算は、予算額という結論先にありきの積算となってしまっている。

最終的に予算に一致させる目的で積算額を調整してしまえば、たとえ、その前

の段階で、合理的な積み上げ計算を行っていたとしても、それまでのプロセス

は無意味なものとなってしまう。 

このような調整に合理性はなく、積算価格の算定上、本来不要なものである。

積算価格の算定方法を見直し、合理的な算定方法へ変更する必要がある。 
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（２）収入印紙の貼付もれについて 

【現状】 

平成 17 年度の包括外部監査では、収入印紙の割印もれが指摘事項とされてい

る（前述「指摘事項の概要」№11，18）。今年度の監査対象についても、収入印

紙の割印もれがないか調査したところ、割印もれは見受けられなかったが、収

入印紙そのものが貼付されていない契約書が見受けられた。 
 

委託業務名 クリエイティブ産業担い手育成事業業務 

担当課 経済局商工部産業政策課 

対象文書 変更契約書 

（変更内容） 

原契約第４条４号中「金 22,365,000 円（うち消費税及び地方消費税の額

1,065,000 円）」を「金 20,516,274 円（うち消費税及び地方消費税の額 976,965

円）」に改める。 

 

【指摘事項】 

この変更契約書では、変更前の原契約が作成されていることが明らかにされ

ている。そして、契約書には、変更前と変更後の契約金額が記載され、変更後

の金額を減少させている。 

このケースの場合、印紙税法上は、文書の記載金額はないものとして取り扱

われるが（印紙税法別表第一の課税物件表の適用に関する通則４のニ）、その場

合の印紙税額は 200 円と定められている（印紙税額一覧表）。 

しかし、この変更契約書には、収入印紙が貼付されておらず、印紙税法に違

反する状態となっていた。 

印紙税の取り扱いについては、「委託業務等各種契約事務処務事務お助けマニ

ュアル」（契約課作成）にも、下記の記載がある。 
 

 印紙については、契約金額を増額する場合には増額金額分を対象とした収入

印紙が、契約金額を減額する場合や金額の変更がない場合には「契約金額の記

載がないもの」を対象とした収入印紙が必要である。 
 

変更契約書における印紙税法の取り扱いについて、周知徹底する必要がある

と考える。 
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（３）再委託の事務手続について 

【概要】 

平成 17 年度の包括外部監査では、再委託の事務手続の不備が指摘事項とされ

ている（前述「指摘事項の概要」№４,５,７）。 

再委託の事務手続を監査するにあたっては、平成 17 年度に指摘を受けた契約

だけではなく、監査対象年度（平成 25 年度）の契約についても、調査の対象と

している。 

まずは、契約課から委託契約一覧表を入手し、それぞれの委託契約について、

再委託があるかどうかの調査を事前に行った。そして、所管課から、再委託が

行われていると回答のあった契約については、全件（76 件）、事務手続の実施状

況を調査している。 

 

① 再委託の承認 

【現状】 

契約課では、再委託の取り扱いについて、業者へ周知徹底するため、市のホ

ームページで「委託契約等における再委託について」という文書を公開してい

る。そこでは、「３具体的な手続について」として、次の記載がある（一部抜粋）。 
 

（１）再委託を予定している場合、入札（見積）執行前に担当課に必ず再委託

できるか確認してください。 

（２）再委託をする前に、担当課に再委託承認申請書を提出してください。 
 

また、契約課では、再委託の事務手続の適正な執行を図るため、「委託契約そ

の他各種契約における再委託の適正な執行について（通知）」（平成 23 年７月 19

日付 23 静財財契第 966 号）を関係者へ通知している。そこでは、「５具体的な

手続について」として、下記の事項を定めている（一部抜粋）。 
 

（２）再委託をする場合、あらかじめ承認申請書を提出させる。 

（３）申請内容が再委託を承認する基準を満たしているか審査し、決裁後承認

書を交付する。 
 

そこで、所管課から再委託を行っていると回答のあった委託契約76件に対し、

〇×式で下記の質問を行った。 
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①受託者から「承認申請書」の提出を受けているか。 

②受託者から提出を受けた「承認申請書」について、再委託を承認する基準を

満たしているか審査し、決裁を受けているか。 

③受託者に対し、「再委託承認書」を交付しているか。 
 

その結果、下記の委託契約については、上記①～③の手続がすべて行われて

いないことがわかった。 
 

担当課名 業務名 契約金額 契約相手方 

保健福祉局福祉部

福祉総務課 

特殊建築物定期点検外壁全面打診調査

業務(中央福祉センター 他１件) 
3,433 千円 ㈱ナカノ工房 

 

この点につき、所管課からは、上記①と③については、「「重要事項説明書」

を取り交わしている。」との回答があった。 

「重要事項説明書」には、「本重要事項説明は、建築士法第 24 条の７に基づ

き、設計受託契約又は工事監理受託契約に先立って、あらかじめ契約内容及び

その履行に関する事項を説明するものです。本説明内容は最終的な契約内容と

は必ずしも同一になるとは限りません。」と記載されている。 

 

【指摘事項】 

「重要事項説明書」の記載内容を見ると、確かに委託先が再委託を予定して

いるということはわかる。しかし、市が正式な承認手続を経て、再委託を承認

しているということまではわからない。実際にこの業務では、再委託の承認の

審査、決裁さえも行われていない。 

所管課からの回答を見ると、市の定めたルールを理解していないことがわか

る。市のルールの理解、市のルールにしたがった運用が求められる。 

 
 

② 再委託承認書の交付 

【現状】 

「（１）再委託の承認手続」と同じ質問を行った結果、下記の委託契約につい

ては、「③受託者に対し、「再委託承認書」を交付している」の手続が行われて

いないことがわかった。 
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担当課名 業務名 契約金額 契約相手方 

建設局道路部道路

計画課 

平成 25年度 道計委第 2号 「道の駅」

宇津ノ谷峠管理業務 
7,035 千円 ㈱天神屋 

 

【指摘事項】 

市の定める事務手続にしたがい、受託者に対し、「再委託承認書」の交付を行

う必要がある。 

 
 

③ 再委託契約書の入手 

【現状】 

市が再委託を認める場合の「契約書の規定」（標準書式）として、「委託業務

等各種契約事務処務事務お助けマニュアル」では、次の書式を示している。 
 

（再委託等の禁止） 

第〇条 乙は、委託業務の全部若しくは一部を第三者に委託し、又は請け負わ

せてはならない。ただし、特別な理由がある場合で、あらかじめ甲の書面に

よる承認を受けた場合は、この限りでない。 

２ 乙は、前項ただし書の規定によりあらかじめ甲の承認を受けたときは、再

受託者等との契約書等に第〇条から前条までの規定を準用する旨を明記し

なければならない。 

３ 乙は、前項の再委託等の契約を締結した後、速やかに当該契約書等の写し

を甲に提出しなければならない。 
 

このように契約書の標準書式では、再委託が行われた場合、「速やかに当該契

約書等の写しを甲に提出しなければならない」としているが、下記の契約は、

契約書にその旨の記載がなく、再委託契約書の入手も行われていなかった。 
 

担当課名 業務名 契約金額 契約相手方 

総務局行政管理部行

政管理課 
区役所間連絡業務 2,490 千円 ㈱Q配サービス 

総務局行政管理部行

政管理課 
地区センター文書送受業務 1,747 千円 ㈱Q配サービス 

生活文化局文化スポ

ーツ部文化振興課 

静岡市清水文化会館 PFI 維持管理・運

営事業モニタリング支援業務 
1,365 千円 

三菱UFJ ﾘｻｰﾁ＆

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 

保健福祉局福祉部福

祉総務課 

特殊建築物定期点検外壁全面打診調査

業務(中央福祉センター 他１件) 
3,433 千円 ㈱ナカノ工房 

上下水道局水道部水

道施設課 

与一取水場外 10施設送配水ポンプ設備

点検業務委託 
3,434 千円 

荏原実業㈱ 

静岡支社 
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【指摘事項】 

現状では、標準書式と異なる契約書を使用する特段の事情はなく、契約課か

らもその承認が得られているわけではない。 

所管課は、標準書式による契約書を使用し、再委託契約書の入手、その内容

確認を行う必要がある。 

 
 

④「暴力団排除に関する誓約書兼同意書」等の入手 

【現状】 

静岡市では、平成 25 年４月１日より「静岡市暴力団排除条例」を施行してい

る。これは、暴力団の排除について、静岡市が基本理念を定め、市、市民、事

業者の役割を明らかにすることで、静岡市から暴力団を排除し、安全で安心で

きる市民生活と静岡市の社会経済活動の健全な発展を目指すものである。 

この条例の制定を受け、「委託業務等各種契約事務処務事務お助けマニュアル」

では、以下の記載を設けている。 
 

再委託を承認する時には再委託先から「暴力団排除に関する誓約書兼同意

書」、「役員等氏名一覧表」及びその記載内容を確認できる書類（個人の場合は

本人についての運転免許証の写し等、法人の場合は現在事項全部証明書（発行

日から３月以内に発行されたもの。写し可）の提出を求め、誓約書兼同意書の

写しを添付する必要があるので注意する。 
 

そこで、再委託先からの「暴力団排除に関する誓約書兼同意書」等の入手状

況について調査したところ、調査対象 76 件のうち、下記の 21 件（約３割）は、

必要書類を入手していなかったことが判明した。 
 

番

号 
担当課名 業務名 

契約金額 

（千円） 
契約相手方 

再受託者 

（数） 

未入手 

（数） 

1 

財政局財政部

公営競技事務

所 

静岡競輪開催業務等一

括委託業務に関する平

成25年度年次委託業務 

825,327 日本トーター㈱ ６者 ３者 

2 

財政局財政部

公営競技事務

所 

平成25年度 静岡競輪

場選手宿舎等管理運営

業務 

64,359 
静岡競輪公営競

技弘済事業団 
３者 ２者 

3 

生活文化局文

化スポーツ部

文化振興課 

静岡市清水文化会館

PFI 維持管理・運営事業

モニタリング支援業務 

1,365 
三菱UFJﾘｻｰﾁ＆ｺﾝ

ｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 
１者 １者 
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番

号 
担当課名 業務名 

契約金額 

（千円） 
契約相手方 

再受託者 

（数） 

未入手 

（数） 

4 

環境局環境創

造部環境保全

課 

大気汚染自動測定記録

計定期点検等業務（堀

場製作所製） 

6,090 (株)静岡日立 １者 １者 

5 

保健福祉局福

祉部福祉総務

課 

特殊建築物定期点検外

壁全面打診調査業務

(中央福祉センター 

他１件) 

3,433 (株)ナカノ工房 １者 １者 

6 

保健福祉局福

祉部高齢者福

祉課 

静岡市ひとり暮らし高

齢者等緊急通報体制整

備事業（その７・８） 

7,754 

富士通テレコム

ネットワークス

㈱第一営業部 

２者 １者 

7 

子ども未来局

子ども未来部

児童相談所 

里親家庭支援業務 11,403 

特定非営利活動

法人静岡市里親

家庭支援センタｰ 

３者 １者 

8 

保健福祉局保

健衛生部駿河

健康支援課 

静岡市南部保健福祉セ

ンター外壁全面打診調

査業務 

1,260 
(株)田中忠雄建

築設計事務所 
１者 １者 

9 

保健福祉局保

健衛生部清水

健康支援課 

清水保健福祉センター

空調設備保守点検業務 
4,095 鈴与商事（株） １者 １者 

10 
消防局警防部

指令課 

映像伝送システム保守

点検業務 
18,900 

日本電気(株)静

岡支社 
１者 １者 

11 
消防局警防部

指令課 

消防総合情報システム

保守点検業務 
99,750 

日本電気(株)静

岡支社 
13 者 10 者 

12 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市梅ケ島教職員住

宅外 2住宅特殊建築物

定期点検外壁打診調査

業務委託 

3,759 (株)片桐工務店 １者 １者 

13 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立清水高部小学

校外 2校特殊建築物定

期点検外壁打診調査業

務委託 

11,025 加藤建設(株) ２者 ２者 

14 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立清水飯田小学

校外 3校特殊建築物定

期点検外壁打診調査業

務委託 

10,447 (株)積志工業社 ２者 ２者 

15 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立清水賤機南小

学校外 5 校特殊建築物

定期点検外壁打診調査

業務委託 

15,225 たか井建設(株) ２者 １者 

16 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立長田東小学校

外 1校特殊建築物定期

点検外壁打診調査業務

委託 

7,329 紅林建設(株) １者 １者 

17 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立清水袖師小学

校外１校特殊建築物定

期点検外壁打診調査業

務委託 

9,429 (株)野﨑工務店 ２者 ２者 
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番

号 
担当課名 業務名 

契約金額 

（千円） 
契約相手方 

再受託者 

（数） 

未入手 

（数） 

18 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立清水興津小学

校外１校特殊建築物定

期点検外壁打診調査業

務委託 

10,237 (株)片桐工務店 ２者 ２者 

19 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立蒲原西小学校

外２校特殊建築物定期

点検外壁打診調査業務

委託 

7,119 (株)原田工務店 １者 １者 

20 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立清水小島小学

校外４校特殊建築物定

期点検外壁打診調査業

務委託 

13,650 
イハラ建成工業

(株) 
２者 １者 

21 

教育委員会事

務局教育部教

育施設課 

静岡市立蒲原中学校外

２校特殊建築物定期点

検外壁打診調査業務委

託 

7,875 (株)ミツワ建設 ２者 １者 

 
 

【指摘事項】 

静岡市では、平成 25 年４月１日より「静岡市暴力団排除条例」を施行してい

る。市の定めたルールにしたがい、再委託先からも「暴力団排除に関する誓約

書兼同意書」等の書類を入手する必要がある。 

 

 

 

 

 

以 上 

 




